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独立行政法人肥飼料検査所の平成１８事業年度業務実績評価シート

（◎大項目、○中項目、◇小項目）
中期目標項目 中期計画項目 年度計画項目 評価指標及び評価方法等 事業年度報告 評価結果

第２ 業務運営の効率化に関 第１ 業務運営の効率化に 第１ 業務運営の効率化に 第１ 業務運営の効率化に関する事項 A◎業務運営の効率化に関する目標
する事項 関する目標を達成する 関する事項 (12/12を達成するためにとるべき措置

ためとるべき措置 指標＝原則としてＡ評価となった =100%)
中項目の割合

ただし Ａ評価とした場合には 評価の対象となる中項目の総数：１２、 、
各中項目の達成率、その他の要因 評価Ｓの中項目数： ０
を分析し、必要に応じＳ評価とす 評価Ａの中項目数：１２
ることができる。また、Ｃ評価と 評価Ｂの中項目数： ０
した場合、要因を分析し、必要に 評価Ｃの中項目数： ０
応じＤ評価とすることができる。 評価Ｄの中項目数： ０

Ｓ及びＡの中項目数の合計：１２
A:A及びSの割合90%以上
B:Aの割合50%以上90%未満 【特記事項】
(又はC及びD評価がない場合) 当該評価を行うに至った経緯、特殊事情等
C:上記のA,B以外の場合 ① 法人からの自己評価をもとに、法人の

中期計画項目である「1 業務の重点化・
当該評価を下すに至った経緯、 効率化 「2 組織体制の整備 「3 業務」、 」、
中期目標や中期計画に記載されて 運営能力の向上 「4 外部委託等による」、
いる事項以外の業績等特筆すべき 業務の効率化 「5 分析機器に関する効」、
事項を併せて記載する。 率化 「6 業務運営の効率化による経費」、

の抑制」及び「7 人件費の削減」につい
て評価基準に基づく評価を行った結果、
すべての中項目においてＡ評価となった

、 。ことこら 大項目の評価はＡ評価とする
中項目の評価については、各小項目の達

、成状況及びその他の要因を分析した結果
全ての中項目でＡ評価とする。なお、中
項目である「飼料及び飼料添加物、有害
物質のモニタリング検査業務」では、小
項目「モニタリング検査の充実強化」に
おいてＳ評価としたものの、他の小項目
がＡ評価となったことから、Ｓ評価とす
るには及ばなかった。

② 「1 業務の重点化・効率化」において
は、肥料関係業務について、立入検査で
は汚泥肥料等の有害成分を含有するおそ
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れの高い生産業者への重点化が図られ、
汚泥肥料等の立入検査収去点数を２４.５

。 、％増加させている 検査分析においては
汚泥肥料の原料の溶出試験を本部で集中
して行い検査の効率化がなされたと判断
される。
飼料及び飼料添加物関係業務について

は、有害物質の基準適合検査において一斉
分析等による効率化を行い、試験に従事す
る職員１人当たりの有害物質を含むモニタ
リング検査分析成分点数で２，５８６点を
実施するなど充実させていた。輸入飼料の
検査については、効率的かつ効果的に実施
し、迅速な水際検査を可能とした。
土壌改良資材関係業務については、集中

的な検査の実施等に取り組み、集取品１点
当たりの試験時間を１６.３％削減するな
ど迅速化を達成している。
食の安全に不安を覚える消費者が多くい

る中で、食の安全を確保するための検査等
業務についても、国の政策や社会情勢の変
化に対応した重点化・効率化に取り組み、
効率的に運営されていた。

③ 「2 組織体制の整備」においては、平
成１９年４月の独立行政法人農林水産消
費技術センター及び独立行政法人農薬検
査所との統合に向け、３法人合同の「検
査３法人統合準備委員会」を設置するな
ど円滑な統合及び統合メリットを発揮す
るための努力が認められる。
「 」 、④ 3 業務運営能力の向上 においては
肥料関係業務、飼料及び飼料添加物関係
業務ともに、研修及び資格等の計画的な
取得がなされていた。
また、検査・検定の知識・技術の共有化

を図るため、検査検定３法人合同の研修を
開催し、統合に向け積極的に取り組んでい
た。
「 」、⑤ 4 外部委託等による業務の効率化
においては 「業務外部委託規程 「委託、 」
（入札）仕様書」及び「委託先（業者）
選定基準」が整備され、試薬調製業務及
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び外国文献の翻訳業務についてアウトソ
ーシングが実施され効率化が図られてい
た。

⑥ 「7 人件費の削減」においては、対前
年度比で3.8％削減するとともに、法人の
給与水準を国家公務員及び他法人と比較
し、ホームページ上で公表することによ
り、その透明性を確保している。なお、
当法人の給与水準は国家公務員(行政職
(一))とほぼ同水準であった。

１ 業務の重点化・効率化 １ 業務の重点化・効率化 １ 業務の重点化・効率化 １ 業務の重点化・効率化１ 業務の重点化・効率化
(1) 肥料関係業務 (1) 肥料関係業務 (1) 肥料関係業務 (1) 肥料関係業務(1) 肥料関係業務
ア 肥料の検査等業務 ア 肥料の検査等業務 ア 肥料の検査等業務 ア 肥料の検査等業務 A○検査等業務
調査結果の報告に 再生資源の利用促 肥料の安全性の確 【各年度における評価】 肥料の安全性の確保と食の (6点/6点)

ついては、肥料の安 進により、汚泥等有 保と食の安全の効率 指標＝各小項目の評価点数の合計 安全の効率的、かつ効果的な
全性の確保の効率的 害成分を含むおそれ 的、かつ効果的な推 推進に資するため、登録申請
かつ効果的な推進に の高い肥料の銘柄の 進に資するため、登 各小項目の評価点数の区分は以 １,３６６件に係る調査を質を
資するため、その申 登録申請数が依然と 録申請に係る調査の 下のとおりとする。 確保しつつ、結果報告に要す
請に係る調査の質を して高水準で推移す 質を確保しつつ、当 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 る期間を削減するため、次に
確保しつつ、業務の ることが見込まれる 該調査結果の報告ま 価：０点 掲げる事項に取組み、年間平
効率化、職員の資質 中で、肥料の安全性 での期間を中期目標 均で２８日と目標期間に対し
の向上等を図ること の確保と食の安全の 期間中に５％削減す A:満点×90%以上 て６.７％削減した。
により、中期目標期 効率的、かつ効果的 るため、次に掲げる B:満点×50%以上かつ満点× 90%
間中に、農林水産大 な推進に資するた 事項を推進する。 未満
臣の指示から報告ま め、その申請に係る C:満点×50%未満
でに要する期間を、 調査の質を確保しつ
現行の目標期間（新 つ、当該調査結果の ｢満点｣=｢以下に掲げる小項目のう
規登録及び登録証の 報告までの期間を５ ち評価を行う事項数｣×2点
書替交付等の申請： ％削減するため、次

、 、３０日、登録更新申 に掲げる事項を推進 ただし Ａ評価とした場合には
請：１５日）に対し する。 中項目の達成率及びその他の要因
て５％削減する。 を分析し、必要に応じＳ評価とす

ることができる。また、Ｃ評価と
した場合、要因を分析し、必要に
応じＤ評価とすることができる。
（以下、中項目の評価について同
様に行う ）。

(ｱ) 登録申請マニュ (ｱ) 登録申請に関す (ｱ) 登録申請に関する問合せ A◇肥料の登録の申請に係る調査
アル及び登録Ｑ＆ る問合せ事務の合 【各年度における評価】 事務の合理化を図るため、 (8点/8点)
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Ａの改訂・配布並 理化を図るため、 指標＝中期計画において規定され 登録申請マニュアル及び登
びにこれらのホー 登録申請マニュア ている報告までに要する期間 録Ｑ＆Ａを改訂し要請に基
ムページへの掲載 ル及び登録Ｑ＆Ａ の短縮を図るため、以下に掲 づき配布するとともに、ホ
を行うとともに、 を改訂し要請に基 げる取組の評価点数の合計 ームページに登録更新手続
職員の問合せ対応 づき配布するとと きの変更及び肥料登録申請
能力の向上を図る もに、ホームペー 以下に掲げる事項の評価点数の 手続きの概要等を掲載し、
ことにより、肥料 ジに掲載した登録 区分 情報の活用を促進した。
の登録申請に関す 申請マニュアル等 は以下のとおりとする。 また、問合せ対応能力の
る問い合わせ事務 を活用してもらう Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 向上を図るため、国が主催
の合理化を図る。 ように努める。 価：０点 する食品安全に係る科学セ

(ｲ) 肥料原料や材料 また、併せて接 ミナー（食品の安全に係る
のデータベース 遇研修等を実施し A:満点×90%以上 消費者相談の受付から情報
を、インターネッ 職員の問合せ対応 B:満点×50%以上かつ満点× 90% 提供まで）及び窓口クレー
トＶＰＮを用いて 能力の向上を図 未満 ム対応研修に各１名参加す
事務所間で共有化 る。 C:満点×50%未満 るとともに、窓口業務に係
することにより、 (ｲ) 新たな製法によ る職員１３名に対して接遇
登録申請時におけ る銘柄の登録申請 ｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち 研修を実施した。
る安全性の可否の があった場合に 評価を行う事項数｣×2点 (ｲ) 登録申請時における安全
判断の迅速化を図 は、インターネッ 性の可否の判断の迅速化を
る。 トＶＰＮを用いて ただし Ａ評価とした場合には 図るため、新たな製法によ、 、

(ｳ) 最新の分析・鑑 事務所間で情報を 小項目の達成率及びその他の要因 る銘柄の登録申請があった
定手法の導入に努 共有化し、登録申 を分析し、必要に応じＳ評価とす １５１件について、登録
め、分析・鑑定業 請時における安全 ることができる。また、Ｃ評価と 申請書を電子データ（ＰＤ
務の効率化等を図 性の可否の判断の した場合、要因を分析し、必要に Ｆ）化し、インターネット
る。 迅速化を図るとと 応じＤ評価とすることができる。 ＶＰＮを用いて事務所間で

もに、肥料原料や （以下、小項目の評価について同 情報を共有化実施した。
材料のデータベー 様に行う ） また、平成１４年度から。
ス化を引き続き行 開始した肥料原料や材料の
う。 ｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち データベース化を平成１８

(ｳ) 分析・鑑定業務 評価を行う事項数｣×2点 年度も引き続き行い、平成
の効率化等を図る １８年度末までに３,２９３
ため、最新の分析 ・登録申請マニュアル及び登録Ｑ 件（原料２０７件、材料 A
・鑑定手法に関す ＆Ａを改訂並びに要請に基づき ３,０８６件）を集積した。
る文献・報文の収 配布 (ｳ) 分析・鑑定業務の効率化
集を行う。 ・接遇研修等の実施による職員の 等を図るため、日本土壌肥 A

対応能力の向上 料学会等１２件に延べ２０
・インターネットＶＰＮを用いた 名参加し、最新の分析・鑑 A
事務所間での情報の共有化によ 定手法に関する文献・報文
る判断の迅速化 の収集を行った。
・最新の分析・鑑定手法の導入に A
努め、分析・鑑定業務の効率化
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上記の各事項について、各年度
の年度計画において設定されてい
る具体的目標に基づき達成度を評
価することとし、その評価方法は
以下のとおりとする。
A:計画どおり達成した
B:概ね計画どおり達成した
C:計画どおり達成できなかった

、 、ただし Ａ評価とした場合には
各事項の達成率及び
その他の要因を分析し、必要に応
じＳ評価とすることができる。ま
た、Ｃ評価とした場合、要因を分
析し、必要に応じＤ評価とするこ
とができる （以下、各事項の評。
価について同様に行う ）。

(登録証の書替交付等の申請及び
登録更新申請については、平成18
年7月1日より業務移管になったた
め評価せず)

また、収去品の検 また、平成１２年 また、平成１２年 また、平成１２年度から汚 A◇収去品の検査
査については、重金 度から汚泥肥料の検 度から汚泥肥料の検 【各年度における評価】 泥肥料の検査を始めたところ (8点/8点)
属等肥料中に含まれ 査を始めたところで 査を始めたところで 指標＝中期計画において規定され であるが、安全性に係る有害
る有害成分の含有量 あるが、安全性に係 あるが、安全性に係 ている成分１点当たりに要す 成分の基準値を超える違反が
等の分析を重点的に る有害成分の基準値 る有害成分の基準値 る分析時間の削減を図るた 多数確認されるとともに、輸
行うとともに、分析 を超える違反が多数 を超える違反が多数 め、以下に掲げる取組の評価 入肥料においても同様な事例
技術の高度化、分析 確認されるととも 確認されるととも 点数の合計 が認められる中、これら成分
機器の有効活用及び に、輸入肥料におい に、輸入肥料におい の検査結果を迅速に判定する
効率的な運用を図る ても同様な事例が認 ても同様な事例が認 以下に掲げる事項の評価点数の ため、次に掲げる事項を推進
こと等により、中期 められる中、これら められる中、これら 区分は以下のとおりとする。 した。これにより０.８％削減
目標期間中に、成分 成分の検査結果を迅 成分の検査結果を迅 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 相当の効率化を図った。

、１点当たりに要する 速に判定することが 速に判定することが 価：０点 (ｱ) 収去品の検査については
分析時間を、平成１ 求められている。従 求められている。従 成分分析点数として１１,５２４
７年度を基準として って、成分1点当た って、成分1点当た A:満点×90%以上 点実施した。検査の効率化
５％削減する。 りに要する分析時間 りに要する分析時間 B:満点×50%以上かつ満点× 90% を図るため、このうち、汚

を５％削減するた を中期目標期間中に 未満 泥肥料の原料の溶出試験(２
め、次に掲げる事項 ５％削減するため、 C:満点×50%未満 ３件、４１３点)を本部で集
を推進する。 次に掲げる事項を推 中して実施した。

、(ｱ) 有害成分ごとに 進する。 ｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち (ｲ) 業務の合理化を図るため



- 6 -

集中的に分析・ (ｱ) 有害成分ごとに 評価を行う事項数｣×2点 専門技術的知見の必要性が
鑑定を行うこと 集中的に分析・ 低い作業等について整理・
等により検査の 鑑定を行うこと ・集中的な分析･鑑定等による検 検討し、電気加熱原子吸光 A
効率化を図る。 等により検査の 査の効率化 分析用標準液の調製のアウ

(ｲ) 専門技術的知見 効率化を図るた ・アウトソーシングの推進による トソーシングを実施した。 A
の必要性が低い め、汚泥肥料の 業務の合理化 (ｳ) 分析・鑑定業務の効率化
作業等について 原料の溶出試験 ・最新の分析・鑑定手法導入に努 を図るため、日本土壌肥料 A
アウトソーシン を本部に集中し め、分析・鑑定業務を効率化 学会等１２件に延べ２０名
グを推進するこ て実施する。 ・職員の分析技術の高度化による が参加し、最新の分析・鑑 A
とにより業務の (ｲ) 専門技術的知見 分析･鑑定業務の効率化 定手法に関する文献・報文
合理化を図る。 の必要性が低い の収集を行った。

(ｳ) 最新の分析・鑑 作業等について 上記の各事項について、各年度 (ｴ) 環境省主催の機器分析研
定手法の導入に 整理・検討する の年度計画において設定されてい 修等１３件に延べ２５名の
努め、分析・鑑 ことにより、ア る具体的目標に基づき達成度を評 職員の参加し、分析技術の
定業務の効率化 ウトソーシング 価することとし、その評価方法は 高度化に努めた。
を図る。 を推進し、業務 以下のとおりとする。

(ｴ) 機器分析研修等 の合理化を図る A:計画どおり達成した。
を積極的に受講 (ｳ) 分析・鑑定業務 B:概ね計画どおり達成した
させ、職員の分 の効率化を図る C:計画どおり達成できなかった
析技術の高度化 ため、最新の分
に努め、分析・ 析・鑑定手法に
鑑定業務の効率 関する文献・報

。化を図る。 文の収集を行う
(ｴ) 機器分析研修等

を積極的に受講
させ、職員の分
析技術の高度化
に努め、分析・
鑑定業務の効率
化を図る。

さらに、調査研究 さらに、調査研究 さらに、調査研究 さらに、調査研究等業務に A◇調査研究等業務
等業務については、 等業務については、 等業務については、 【各年度における評価】 ついて、肥料の施用による人 (4点/4点)
肥料中の人畜に被害 以下の分野をはじめ 肥料の施用による人 指標＝以下に掲げる事項の評価点 畜に有害な農産物の生産の未
を生じる農産物が生 とした肥料の施用に 畜に有害な農産物の 数の合計 然防止と国民の健康の確保に
産されるおそれのあ より人畜に有害な農 生産の未然防止と国 資する分野に重点化し、以下
る有害成分の評価手 産物の生産の未然防 民の健康の確保に資 以下に掲げる事項の評価点数の の調査について行った。
法の開発等安全性の 止及び国民の健康の する分野に重点化 区分は以下のとおりとする。 ・カドミウム含有肥料の経年
確保に資する分野に 確保に資する分野に し、カドミウム含有 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 施用による土壌への蓄積、
重点化する。 重点化する。 肥料の経年施用によ 価：０点 農作物（大豆）への残留・

(ｱ) 産業廃棄物や汚 る土壌への蓄積と農 吸収試験
泥を原料とした肥 産物への残留の調査 A:満点×90%以上 ・汚泥肥料の大量施用による
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料の経年施用によ を実施する。 B:満点×50%以上かつ満点× 90% 農作物（大豆）へのカドミ
る有害成分の土壌 なお、農林水産省 未満 ウム等の吸収試験
への蓄積量や農産 から要請のあった事 C:満点×50%未満 ・カドミウムの土壌中におけ
物への残留量の調 項については最重点 る形態の変化に関する調査
査等、公定規格の 課題として対応す ｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち なお、農林水産省からの要
設定の検討に資す る。 評価を行う事項数｣×2点 請事項はなかった。
る調査

(ｲ) 肥料中の有害成 ・公定規格の設定の検討に資する A
分の適正な評価手 調査
法の開発 ・有害成分の適正な評価手法の開 A
なお、農林水産省 発

から要請のあった事 ・農林水産省からの要請による調 -
項については、最重 査（要請がなかった場合は当該
点課題として対応す 事項の評価は行わない）
る。

上記の各事項について、各年度
の年度計画において設定されてい
る具体的目標に基づき達成度を評
価することとし、その評価方法は
以下のとおりとする。
A:計画どおり達成した
B:概ね計画どおり達成した
C:計画どおり達成できなかった

イ 肥料取締法に基づ イ 肥料取締法に基づ イ 肥料取締法に基づ イ 肥料取締法に基づく立入検 A○肥料取締法に基づく立入検査、
く立入検査、質問及 く立入検査、質問及 く立入検査、質問及 査、質問及び収去等業務 (6点/6点)質問及び収去等業務
び収去等業務 び収去等業務 び収去等業務 【各年度における評価】 肥料取締法に基づく立入検
肥料取締法（昭和 肥料取締法に基づ 肥料取締法に基づ 指標＝中期計画において規定され 査については、各月毎に立入

２５年法律第１２７ く立入検査について く立入検査について ている立入検査の重点化を図 検査等を実施する週を設定す
号）に基づく立入検 は、有害成分を含む は、有害成分を含む るため、以下に掲げる小項目 る等により、効果的かつ効率
査については、有害 おそれの高い肥料の おそれの高い肥料の の評価点数の合計 的な検査の実施に努めた。ま
成分を含むおそれの 生産業者への重点化 生産業者への重点化 た、立入検査及び立入検査時
高い肥料の生産業者 を図ることとし、全 を図ることとし、全 各小項目の評価点数の区分 の収去について、次に掲げる
への重点化を図るこ 体の立入検査事業所 体の立入検査事業所 は以下のとおりとする。 事項を推進し、有害成分を含
ととし、全体の立入 数に占める割合を平 数に占める割合を平 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 むおそれの高い肥料の生産業
検査事業所数に占め 成１７年度を基準と 成１７年度を基準と 価：０点 者への重点化を図ることによ
る割合を平成１７年 して中期目標期間中 して中期目標期間中 り、汚泥肥料等の生産事業場
度を基準として３０ に３０％増加させ に３０％増加させ A:満点×90%以上 への立入検査及び収去点数を
％増加させる また る。また、立入検査 る。また、立入検査 B:満点×50%以上かつ満点× 90% 前年度に対してそれぞれ７ポ。 、
立入検査時の収去に 時の収去について 時の収去について 未満 イント増加させ、安全性確保
ついては、有害成分 は、有害成分を含む は、有害成分を含む C:満点×50%未満 の充実を図った。
を含むおそれの高い おそれの高い肥料に おそれの高い肥料に
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肥料を重点的に行う ついて重点的に行う ついて重点的に行う ｢満点｣=｢以下に掲げる小項目のう
こととし、全体の収 こととし、全体の収 こととし、全体の収 ち評価を行う事項数｣×2点
去点数に占める割合 去点数に占める割合 去点数に占める割合
を平成１７年度を基 を平成１７年度を基 を平成１７年度を基
準として５０％増加 準として中期目標期 準として中期目標期
させる。 間中に５０％増加さ 間中に５０％増加さ

せるため、次に掲げ せるため、次に掲げ
る事項を推進する。 る事項を推進する。
(ｱ) 汚泥肥料等、有 (ｱ) 汚泥肥料等、有 (ｱ) 汚泥肥料等、有害成分を A◇立入検査件数等の削減
害成分を含有する 害成分を含有する 【各年度における評価】 含有するおそれが高い肥料 (4点/4点)
おそれが高い肥料 おそれが高い肥料 指標＝以下に掲げる事項の評価点 以外の普通肥料の生産事業
以外の普通肥料の 以外の普通肥料の 数の合計 場については、過去5カ年の
生産事業場につい 生産事業場につい 立入検査の結果に基づき、
ては、過去５カ年 ては、過去５カ年 以下に掲げる事項の評価点数の 食品工業、化学工業等の副
の立入検査の結果 の立入検査の結果 区分は以下のとおりとする。 産物を原料に使用する生産
に基づき、食品工 に基づき、食品工 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 事業場等に対して立入検査

、業、化学工業等の 業、化学工業等の 価：０点 の重点化を図ることにより
副産物を原料に使 副産物を原料に使 立入検査件数と収去点数を
用する生産事業場 用する生産事業場 A:満点×90%以上 それぞれ １０.１％及び
等に対して立入検 等に対して立入検 B:満点×50%以上かつ満点× 90% １６.９％削減した。
査の重点化を図る 査の重点化を図る 未満
ことにより、立入 ことにより、立入 C:満点×50%未満
検査件数と収去点 検査件数と収去点
数を中期目標期間 数をいずれも１０ ｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち
中にいずれも３０ ％以上削減すると 評価を行う事項数｣×2点
％以上削減すると ともに、
ともに、 ・立入検査件数の削減 A

平成18年度44件以上の削減
(平成17年度：434件)
・収去件数の削減 A
平成18年度92件以上の削減
(平成17年度：919件)

上記の各事項について、各年度
の年度計画において設定されてい
る具体的目標に基づき達成度を評
価することとし、その評価方法は
以下のとおりとする。
A:達成度合100%以上
B:達成度合70%以上100%未満
C:達成度合70%未満
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(ｲ) 汚泥肥料等、有 (ｲ) 汚泥肥料等、有 (ｲ) 汚泥肥料等、有害成分を A◇汚泥肥料等の立入検査件数等の
害成分を含有する 害成分を含有する 含有するおそれが高い肥料 (4点/4点)増加
おそれが高い肥料 おそれが高い肥料 【各年度における評価】 の生産事業場に対する立入
の生産事業場に対 の生産事業場に対 指標＝以下に掲げる事項の評価点 検査件数と収去点数をそれ
する立入検査件数 する立入検査件数 数の合計 ぞれ２０.６％及び２４.５
と収去点数を中期 と収去点数をそれ ％増加した。
目標期間中にそれ ぞれ１０、２０％ 以下に掲げる事項の評価点数の
ぞれ３０、５０％ 以上増加する。 区分は以下のとおりとする。
以上増加させるこ Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評
ととする。 価：０点

A:満点×90%以上
B:満点×50%以上かつ満点× 90%
未満
C:満点×50%未満

｢満点｣=｢以下に掲げる項目のうち
評価を行う事項数｣×2点

・汚泥肥料等の生産事業場に対す A
る立入検査件数の増加
平成18年度25件以上の増加
(平成17年度：243件)
・汚泥肥料等の収去点数の増加 A
平成18年度43件以上の増加
(平成17年度：212件)

上記の各事項について、各年度
の年度計画において設定されてい
る具体的目標に基づき達成度を評
価することとし、その評価方法は
以下のとおりとする。
A:達成度合100%以上
B:達成度合70%以上100%未満
C:達成度合70%未満

立入検査の結果の また、立入検査の また、立入検査の また、立入検査の結果の報 A◇立入検査の結果報告
報告については、中 結果の報告について 結果の報告について 【各年度における評価】 告については、次に掲げる事 (8点/8点)
期目標期間中に、農 は、中期目標期間中 は、農林水産省の指 指標＝中期計画において規定され 項を推進し、農林水産省の指
林水産大臣の指示か に、農林水産省の指 示から報告までに要 ている報告までに要する期間 示から報告までに要する期間
ら報告までに要する 示から報告までに要 する期間を、現行の の短縮を図るため、以下に掲 を現行の目標期間(４０日)に
期間を、現行の目標 する期間を、現行の 目標期間（４０日） げる事項の評価点数の合計 対して２.５％削減した。
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、期間（４０日）に対 目標期間（４０日） に対して１０％削減 (ｱ) 検査の効率化を図るため
して１０％削減す に対して１０％削減 させるため、次に掲 以下に掲げる事項の評価点数の 立入検査において収去した
る。 させるため、次に掲 げる事項を推進す 区分は以下のとおりとする。 汚泥肥料の原料の溶出試験

げる事項を推進す る。 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 (２３点、４１３成分)を本
る。 (ｱ) 有害成分ごとに 価：０点 部に集中して実施した。

、(ｱ) 有害成分ごとに 集中的に分析・鑑 (ｲ) 業務の合理化を図るため
集中的に分析・鑑 定を行うことによ A:満点×90%以上 専門技術的知見の必要性が
定を行うことによ り検査の効率化を B:満点×50%以上かつ満点× 90% 低い作業等について整理・
り検査の効率化を 図るため､汚泥肥 未満 検討し、電気加熱原子吸光
図る。 料の原料の溶出試 C:満点×50%未満 分析用標準液の調製のアウ

(ｲ) 専門技術的知見 験を本部に集中し トソーシングを実施した。
の必要性が低い作 て実施する。 ｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち (ｳ) 分析・鑑定業務の効率化
業等についてアウ (ｲ) 専門技術的知見 評価を行う事項数｣×2点 を図るため、日本土壌肥料
トソーシングを推 の必要性が低い作 学会等１２件に延べ２０名
進することにより 業等について整理 が参加し、最新の分析・鑑
業務の合理化を図 ・検討することに 定手法に関する文献・報文
る。 より、アウトソー ・集中的な分析･鑑定等による検 の収集を行った。 A

(ｳ) 最新の分析・鑑 シングを推進し、 査の効率化 (ｴ) 本部への報告等の事務処
定手法の導入に努 業務の合理化を図 ・アウトソーシングの推進による 理の効率化を図るため、立 A

、め、分析・鑑定業 る。 業務の合理化 入検査実施計画等について
務の効率化を図 (ｳ) 分析・鑑定業務 ・最新の分析･鑑定手法の導入に インターネットＶＰＮへの A

、 。る。 の効率化を図るた 努め、分析・鑑定業務を効率化 掲載様式を定め 活用した
(ｴ) インターネット め、最新の分析・ ・インターネットVPNを活用した A
ＶＰＮの活用によ 鑑定手法に関する 本部への報告等事務処理の効率
り、本部への報告 文献・報文の収集 化
等事務処理の効率 を行う。
化を図る。 (ｴ) インターネット 上記の各事項について、各年度

ＶＰＮの活用によ の年度計画において設定されてい
り本部への報告等 る具体的目標に基づき達成度を評
事務処理の効率化 価することとし、その評価方法は
を図るため、イン 以下のとおりとする。
ターネットＶＰＮ A:計画どおり達成した
への掲載様式を作 B:概ね計画どおり達成した
成する。 C:計画どおり達成できなかった

(2) 飼料及び飼料添加物 (2) 飼料及び飼料添加物 (2) 飼料及び飼料添加物 (2) 飼料及び飼料添加物関係業務(2) 飼料及び飼料添加物関係業
務関係業務 関係業務 関係業務

ア 飼料中の飼料添加 ア 飼料中の飼料添加 ア 飼料中の飼料添加 A○飼料及び飼料添加物、有害物質
物、有害物質のモニ 物、有害物質のモニ 物、有害物質のモニ (6点/6点)のモニタリング検査業務
タリング検査につい タリング検査につい タリング検査につい 【各年度における評価】
て、分析試験業務の て、試験に従事する て、試験に従事する 指標＝各小項目の評価点数の合計
効率化を図り、中期 職員１人当たりの試 職員１人当たりの試
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目標期間中に、試験 験点数を増加させる 験点数を増加させる 各小項目の評価点数の区分は以
に従事する職員１人 ために当該年度に取 ために ＧＣ－ＭＳ 下のとおりとする。、 、
当たりの試験点数を り組むべき課題及び ＬＣ－ＭＳによる一 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評
平成１７年度の実績 職員１人当たりの目 斉分析法の開発及び 価：０点
に対して少なくとも 標とする試験点数を 収去品分析への適用
５％増加させ、もっ 年度計画に定め、分 により分析業務の効 A:満点×90%以上
て輸入飼料等のモニ 析法の改良、分析技 率化を図り、職員１ B:満点×50%以上かつ満点× 90%
タリング検査を充実 術の高度化等による 人当たりの目標とす 未満
強化する。 分析業務の効率化を る試験点数を年間 C:満点×50%未満

図り、中期目標期間 １，０００点とし、
の最終年度において 平成１７年度の実績 ｢満点｣=｢以下に掲げる小項目のう
試験に従事する職員 に対して５％以上増 ち評価を行う事項数｣×2点
１人当たりの試験点 加する。
数を平成１７年度の ア 飼料中の飼料添加物、有害 S◇モニタリング検査の充実強化
実績に対して５％増 【各年度における評価】 物質のモニタリング検査につ (4点/4点)
加する。 指標＝以下に掲げる事項の評価点 いて、ＧＣ－ＭＳ、ＬＣ－Ｍ

数の合計 Ｓによる有害物質等の一斉分
析法の開発・改良を行い、こ

以下に掲げる事項の評価点数の の分析法の活用により、試験
区分は以下のとおりとする。 に従事する職員１人当たりの
Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 分析成分点数を２,５８６点と

、 。価：０点 し ５％以上の増加を図った

A:満点×90%以上
B:満点×50%以上かつ満点× 90%
未満
C:満点×50%未満

｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち
評価を行う事項数｣×2点

・分析法の改良、分析技術の高度 S
化
・年度ごとに定めた職員１人当た S
りの試験点数の実施
平成18年度 1,000点
（平成17年度：544.8点/人）

上記の各事項について、各年度
の年度計画において設定されてい
る具体的目標に基づき達成度を評
価することとし、その評価方法は



- 12 -

以下のとおりとする。
①年度計画において数値目標が定
められている項目
A:達成度合100％以上
B:達成度合70%以上100％未満
C:達成度合70%未満
②年度計画において定性的目
標が定められている項目

A:計画どおり達成した
B:概ね計画どおり達成した
C:計画どおり達成できなかった

また、モニタリン また、モニタリン また、モニタリン また、モニタリング検査に A◇モニタリング検査の重点化
グ検査については、 グ検査については、 グ検査については、 【各年度における評価】 ついて輸入飼料を中心とした
輸入飼料中の有害物 輸入飼料中の有害物 輸入飼料中の有害物 指標＝飼料等の安全性に関する課 飼料中の有害物質等に重点化
質の混入等、飼料等 質の混入等、飼料等 質の混入等、飼料等 題を勘案した検査の重点化 し、飼料等の安全性の確保の
の安全性に関する課 の安全性に関する課 の安全性に関する課 充実を図った。
題を勘案し、検査の 題を勘案し、検査の 題を勘案し、検査の A:計画どおり達成した
必要性に応じて重点 必要性に応じて重点 必要性に応じて重点 B:概ね計画どおり達成した
化して実施する。 化して実施する。 化して実施する。 C:計画どおり達成できなかった

さらに、分析法の さらに、分析法の さらに、分析法の さらに、分析法の開発・改 A◇分析法の開発･改良、調査研究
開発・改良、調査研 開発・改良、調査研 開発・改良、調査研 良、調査研究等業務について等の重点化
究等業務について 究等業務について 究等業務について 【各年度における評価】 は、農林水産省からの要請や
は、飼料等の安全性 は、飼料等の安全性 は、飼料等の安全性 指標＝適正な評価を図った飼料等 飼料等の安全性に関する課題
に関する課題を勘案 に関する課題を勘案 に関する課題を勘案 の安全性に関する課題の重点 を勘案し、重点化して１８成
し、毎年度適正な評 し、かつ「飼料分析 し、かつ「飼料分析 化 分について実施した。
価を図りつつ重点化 基準検討会」等にお 基準検討会」等にお これらの分析法は 「飼料分、
して実施する。 ける適正な評価を図 ける適正な評価を図 A:計画どおり達成した 析基準検討会」において学識

りつつ効率的に重点 りつつ効率的に重点 B:概ね計画どおり達成した 経験者による評価を受けた上
化して実施する。 化して実施する。 C:計画どおり達成できなかった で農林水産省に報告した。

イ 飼料の安全性の確 イ 飼料安全法第５７ イ 飼料の安全性の確 イ 飼料の安全性の確保及び品 A○立入検査等
保及び品質の改善に 条第１項の規定に基 保及び品質の改善に 【各年度における評価】 質の改善に関する法律（以下 (4点/4点)
関する法律（昭和２ づく立入検査等につ 関する法律 以下 飼 指標＝以下に掲げる小項目の評価 「飼料安全法」という ）第５（ 「 。
８年法律第３５号。 いては、以下のとお 料安全法 という 点数の合計 ７条第１項の規定に基づく立」 。）
以下「飼料安全法」 り実施する。 第５７条第１項の規 入検査等については、以下の
という ）第５７条 定に基づく立入検査 各小項目の評価点数の区分は以 とおり実施した。。
第１項の規定に基づ 等については、以下 下のとおりとする。
く立入検査等につい のとおり実施する。 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評
ては、以下のとおり 価：０点
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実施する。
A:満点×90%以上
B:満点×50%以上かつ満点× 90%
未満
C:満点×50%未満

｢満点｣=｢以下に掲げる小項目のう
ち評価を行う事項数｣×2点

(ｱ) 検査の重点化 (ｱ) 検査の重点化 (ｱ) 検査の重点化 (ｱ) 検査の重点化 A◇検査の重点化
各年の飼料の流 立入検査等につ 立入検査等につ 【各年度における評価】 立入検査については、農 (4点/4点)

通状況を勘案し いては、年間６０ いては、牛海綿状 指標＝以下に掲げる事項の評価点 林水産省から示された方針
て、輸入飼料中の ０箇所以上を目途 脳症の発生防止、 数の合計 に基づき、牛海綿状脳症の
動物由来たん白、 とし、各年の飼料 飼料の有害物質に 発生防止、飼料の有害物質
安全性未確認遺伝 の流通状況を勘案 よる汚染防止、未 以下に掲げる事項の評価点数の による汚染防止、未承認遺
子組換え体を含む して、重点化する 承認遺伝子組換え 区分は以下のとおりとする。 伝子組換え体の流通防止等
おそれのある飼 検査対象を年度計 体の流通防止等に Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 を目的としたものに重点化し
料、農薬が残留し 画に定めて、効果 重点化して飼料倉 価：０点 て、６１５事業場に対して
ているおそれのあ 的かつ効率的に検 庫、サイロ、飼料 実施した。
る飼料等のよりリ 査を実施する。 等製造事業場等 A:満点×90%以上 また、検査の実施に当た
スクの高い飼料等 に、年間６００箇 B:満点×50%以上かつ満点× 90% っては、各月毎に立入検査
に検査対象を重点 所以上を目途と 未満 等を実施する週を設定する
化して効果的かつ し、効果的かつ効 C:満点×50%未満 等により、効果的かつ効率
効率的に実施す 率的に検査を実施 的な検査の実施に努めた。
る。 する。 ｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち

評価を行う事項数｣×2点

・中期計画において定められてい A
る年間立入検査箇所数(600箇所
以上）の実施
・効果的かつ効率的な検査の実施 A

上記の各事項について、各年度
の年度計画において設定されてい
る具体的目標に基づき達成度を評
価することとし、その評価方法は
以下のとおりとする。
①年度計画において数値目標が定
められている項目
A:達成度合100％以上
B:達成度合70%以上100％未満
C:達成度合70%未満
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②年度計画において定性的目標が
定められている項目
A:計画どおり達成した
B:概ね計画どおり達成した
C:計画どおり達成できなかった

(ｲ) 検査結果報告の (ｲ) 検査結果報告の (ｲ) 検査結果報告の (ｲ) 検査結果報告の迅速化 A◇立入検査結果報告
迅速化 迅速化 迅速化 【各年度における評価】 立入検査等の結果及び収
立入検査等の結 立入検査等の結 立入検査等の結 指標＝中期計画において規定され 去飼料の試験結果の農林水

、果及び収去飼料の 果及び収去飼料の 果及び収去飼料の ている報告までに要する期間 産大臣への報告については
試験結果の報告に 試験結果の報告に 試験結果の報告に の短縮を図るため、事務手続 事務処理に係る既存の規程
ついては、事務手 ついては、事務手 ついては、農林水 き等の見直し の改訂を行い、インターネ
続きの見直し等を 続き等の見直しを 産大臣への報告に ットＶＰＮを活用した本部
行い、中期目標期 行い、中期目標期 要する期間を短縮 A:計画どおり達成した 及び各事務所間における報
間中に、現行の報 間中に、現行の報 するため、インタ B:概ね計画どおり達成した 告事務の簡素化等を図り、
告に要する日数か 告に要する日数か ーネットＶＰＮを C:計画どおり達成できなかった 報告に要する期間の短縮に
ら少なくとも業務 ら少なくとも業務 活用して各事務所 努めた。
日数で５日間短縮 日数で５日間短縮 間の報告を簡素化
し、立入検査結果 し、立入検査結果 する。
にあっては立入検 については立入検
査の日から２５日 査の日から２５日
以内に、また、収 以内に、また、収
去品の試験結果に 去品の試験結果に
あっては試験を終 ついては試験を終
了した日から１５ 了した日から１５
日以内に報告す 日以内に報告す
る。 る。

(3) 土壌改良資材関係業 (3) 土壌改良資材関係業 (3) 土壌改良資材関係業 (3) 土壌改良資材関係業務(3) 土壌改良資材関係業務
務 務 務
ア 集取品の検査 ア 集取品の検査 ア 集取品の検査 ア 集取品の検査 A○ 集取品の検査
集取品の検査につ 集取品の検査につ 集取品の検査につ 【各年度における評価】 集取品(３０点)の検査につ
いては、集中的な検 いては、集中的な検 いては、平成１７年 指標＝中期計画において規定され いては、集中的な検査と集中
査を行うこと等によ 査と同資材の集中試 度を基準として、中 ている集取品１点当たりに要 試験による迅速化を行い、平
り、平成１７年度を 験による迅速化等を 期目標期間中に、集 する試験時間の削減を図るた 成１７年度を基準として、集
基準として、中期目 図り、平成１７年度 取品１点当たりに要 め、集中的な検査と集中試験 取品１点当たりに要する試験
標期間中に、集取品 を基準として、中期 する試験時間を１０ の実施 時間を１６.３％削減した。
１点当たりに要する 目標期間中に、集取 ％削減するため、集
試験時間を約１０％ 品１点当たりに要す 中的な検査と同資材 A:計画どおり達成した
削減する。 る試験時間を１０％ の集中試験による迅 B:概ね計画どおり達成した

削減する。 速化を行う。 C:計画どおり達成できなかった
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イ 地力増進法に基づ イ 地力増進法（昭和 イ 地力増進法に基づ イ 地力増進法に基づく立入検 A○立入検査等
く立入検査 ５９年法律第３４ く立入検査 査 (4点/4点)

地力増進法(昭和 号)に基づく立入検 効率的かつ効果的 【各年度における評価】
５９年法律第３４ 査 な立入検査を行って 指標＝以下に掲げる小項目の評価 地力増進法に基づく立入検
号）に基づく立入検 効率的かつ効果的 いくため、過去５カ 点数の合計 査については、過去５カ年間
査については、表示 な立入検査を行って 年間の立入検査結果 の立入検査結果を踏まえ、表
が不適切な製造業 いくため、過去５カ を踏まえ、表示が不 各小項目の評価点数の区分は以 示が不適切な製造業者、新規
者、新規業者等に重 年間の立入検査結果 適切な製造業者、新 下のとおりとする。 業者等３２件に対する立入検
点化を図るととも を踏まえ、表示が不 規業者等に対する立 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 査業務の重点化を図り、効率
に、立入検査の報告 適切な製造業者、新 入検査業務の重点化 価：０点 的かつ効果的に実施した。ま
については、中期目 規業者等に対する立 を図るとともに、立 た、事務処理の効率化を図る

、 、標期間中に、農林水 入検査業務の重点化 入検査の結果の報告 A:満点×90%以上 ため 結果の報告については
、産大臣の指示から報 を図るとともに、立 については、中期目 B:満点×50%以上かつ満点× 90% 稟議手続きの合理化等を行い

告までに要する期間 入検査の結果の報告 標期間中に、農林水 未満 平成１７年度を基準として５
を、ＶＡ菌根菌資材 については、集中的 産大臣の指示から報 C:満点×50%未満 業務日短縮し３５日以内に報
を除き、３０業務日 な試験による迅速 告までに要する期間 告した。
に短縮する。 化、稟議手続等の合 を、ＶＡ菌根菌資材 ｢満点｣=｢以下に掲げる小項目のう

理化等事務処理の効 を除き、中期目標期 ち評価を行う事項数｣×2点
率化を図り、中期目 間中に平成１７年度
標期間中に、農林水 を基準として３０業 A◇立入検査業務の重点化
産大臣の指示から報 務日に短縮するた 【各年度における評価】
告までに要する期間 め、上記の対応に併 指標＝中期計画において規定され
を、ＶＡ菌根菌資材 せ稟議手続きの合理 ている立入検査業務の重点化
を除き、３０業務日 化等事務処理の効率
に短縮する。 化を図り、本年度は A:計画どおり達成した

５業務日短縮する。 B:概ね計画どおり達成した
C:計画どおり達成できなかった

A◇報告までに要する日数の短縮
【各年度における評価】
指標＝年度計画において規定され
ている報告までに要する期間
の短縮

・報告期間の短縮
平成18年度５業務日の短縮

A:達成度合90％以上
B:達成度合50%以上90％未満
C:達成度合50%未満

２ 組織体制の整備 ２ 組織体制の整備 ２ 組織体制の整備 ２ 組織体制の整備２ 組織体制の整備
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(1) 行政ニーズ及び社会 (1) 行政ニーズ及び社会 (1) 行政ニーズ及び社会 (1) 効率的業務運営のための組織 A○組織体制の整備
情勢の変化に柔軟に対 情勢の変化に柔軟に対 情勢の変化に柔軟に対 【各年度における評価】 体制整備を適切に推進するため (6点/6点)、
応するため、理事長の 応するため、理事長の 応するために、理事長 指標＝以下に掲げる小項目の評価 独立行政法人肥飼料検査所（以
指導の下、効率的に業 指導の下、効率的業務 の指導の下、効率的業 点数の合計 下「検査所」という 、独立行。）
務を推進するための業 運営のための組織体制 務運営のための組織体 政法人農林水産消費技術センタ
務態勢を整備する。 整備を適切に推進する 制整備を適切に推進す 各小項目の評価点数の区分は以 ー及び独立行政法人農薬検査所

ため 「業務運営改善 るため、独立行政法人 下のとおりとする。 （以下「検査検定３法人」とい、
委員会（仮称 」によ 肥飼料検査所 以下 検 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 う の部課長を構成員とする 業） （ 「 。） 「
る検討を行う。 査所」という 、独立 価：０点 務運営改善委員会」を設置し、。）

行政法人農林水産消費 事務事業の効率化等について検
技術センター及び独立 A:満点×90%以上 討を行った。
行政法人農薬検査所 B:満点×50%以上かつ満点× 90%
（以下「検査検定３法 未満
人」という ）合同の C:満点×50%未満。
「業務運営改善委員会
（仮称 」による検討 また、組織体制及び事務事業 A） ◇組織体制整備の推進
を行う。 【各年度における評価】 の効率化等について検討を行う

指標＝効率的業務運営のための組 ため、検査検定３法人の役員を
織体制整備を適切に推進する 構成員とする「検査３法人統合
ため 「業務運営改善委員会 準備委員会」を設置するととも、
（仮称 」による検討 に、同委員会のもと、業務に関）

する事項を検討する業務検討グ
A:計画どおり達成した ループ及び人事、会計等総務に
B:概ね計画どおり達成した 関する事項を検討する総務検討
C:計画どおり達成できなかった グループを設置し、細部事項の

検討を行うとともに、農林水産
省との綿密な連携の下に統合準
備作業を進めた。

(2) 業務運営（会計を含 (2) 予算の執行及び会計 (2) 予算の執行及び会計 (2) 予算の執行及び会計経理の適 A◇予算の執行及び会計経理の適正
む ）を横断的に監査 経理の適正を期するた 経理の適正を期すた 【各年度における評価】 正を期すため、会計内部監査実。
する内部監査体制の充 め、会計内部監査実施 め、会計内部監査実施 指標＝会計内部監査実施規則の規 施規則の規定に基づき、本部及
実・強化を図る。 規則の規定に基づき、 規則の規定に基づき、 定に基づき、本部及び地方事 び地方事務所の書面監査及び実

本部及び地方事務所の 本部及び地方事務所の 務所の書面監査及び実地監査 地監査を実施した。
書面監査及び実地監査 書面監査及び実地監査 の実施
を毎年度実施する。 を実施する。

A:計画どおり達成した
B:概ね計画どおり達成した
C:計画どおり達成できなかった

(3) 検査検定３法人の統 (3) 組織の再編統合の検 (3) 組織の再編統合の検 (3) 検査３法人統合準備委員会に A◇組織の再編統合の検討及び円滑
合に向けた検討を行う 討及び円滑な再編を実 討及び円滑な再編を実 おいて、組織体制及び事務事業な再編を実施
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中で、そのメリットを 施するため、検査検定 施するため、検査検定 【各年度における評価】 の効率化等について検討を行う
最大限発揮するととも ３法人を横断した体制 ３法人合同の「統合準 指標＝検査検定３法人合同の統合 とともに、総務検討グループ及
に、効率的かつ効果的 を整備する。 備委員会」の下、各種 準備委員会の設置及び当該委 び業務検討グループによる細部
な運営を確保する観点 検討会を設置し、さ 員会による質の高い業務の実 事項の検討を行った。
から、組織について、 らに質の高い業務の 施を可能とするための検討
管理部門等の効率化を 実施を可能とする体
含めた再編統合を行 制を構築するための A:計画どおり達成した
い、早期に一体的な運 検討を行う。 B:概ね計画どおり達成した
営を図るための検討を C:計画どおり達成できなかっ
行う必要がある。この た
ため、統合後の組織体
制の検討及び円滑な再
編を実施するための必
要な体制を整備する。

３ 業務運営能力の向上 ３ 業務運営能力の向上 ３ 業務運営能力の向上 ３ 業務運営能力の向上３ 業務運営能力の向上
科学技術の進歩に対応 科学技術の進歩に対応 科学技術の進歩に対応 職員の検査・分析の技術的水準 A○業務運営能力の向上

しつつ的確な検査・分析 しつつ的確な検査・分析 しつつ的確な検査・分析 【各年度における評価】 の向上を図るため、以下に掲げる (8点/8点)
の実施に資するよう、職 の実施に資するよう、職 の実施するよう、職員の 指標＝以下に掲げる事項の評価点 研修への参加、資格の取得を行っ
員の技術的水準の維持・ 員の技術的水準の向上を 技術的水準の向上を図る 数の合計 た。
向上を図るための研修及 図るため、次に掲げる研 ため、次に掲げる研修及 (1) 研修
び資格の取得を計画的に 修及び資格等の取得を計 び資格の取得を計画的に 以下に掲げる事項の評価点数の 環境省が主催する機器分析研
推進するとともに、先進 画的に推進する。 推進することとし 「研 区分は以下のとおりとする。 修に３名参加、
的な技術、知識等の導入 (1) 研修 修企画委員会」の検討を Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 (2) 資格の取得
に努める。 ・機器分析研修 経て、分析関係職員への 価：０点 ・放射線取扱主任者 ２名
また、検査検定３法人 (2) 資格の取得 研修受講及び資格取得意 ・Ｘ線作業主任者 ３名
の統合に向けた検討を行 ・放射線取扱主任者 識の高揚について啓蒙を A:満点×90%以上 また、検査・検定の知識・技術
うことにより、効率的か ・Ｘ線作業主任者 行う。 B:満点×50%以上かつ満点× 90% の共有化を図るため、検査検定３
つ効果的な運営が行われ また、検査分析技術へ (1) 研修 未満 法人合同で実施した研修に以下の
るよう、検査・検定の知 の先進的な技術、知識等 ・機器分析研修 C:満点×50%未満 とおり参加した。
識・技術の共有化を図る の導入に努める。 (2) 資格の取得 ・食品安全に係るリスク管理に必
ための取組を行う。 さらに、検査・検定の ・放射線取扱主任者 ・研修及び資格等の計画的な取得 要な統計学と分析方法に関する A

知識・技術の共有化を図 ・Ｘ線作業主任者 の推進 研修 ２名
るよう、検査検定３法人 また、検査分析技術へ ・研修受講及び資格取得意識の高 ・ＧＬＰ査察基礎技術研修 ２名 A
合同で研修を行う。 の先進的な技術、知識等 揚を図るための啓蒙の実施 ・検査検定３法人合同技術系職員

の導入に資するため、こ ・先進的な技術等の文献・報文の 基礎研修 ６名 A
れらに関する文献・報文 収集の実施
の収集を行う。 ・検査・検定の知識・技術の共有 A
さらに、検査・検定の 化を図るための検査検定３法人
知識・技術の共有化を図 合同の研修の実施
るよう、検査検定３法人
合同で研修を行う。 上記の事項について、年度計画
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において設定されている具体的目
標に基づき達成度を評価すること
とし、その評価方法は以下のとお
りとする。
A:計画どおり達成した
B:概ね計画どおり達成した
C:計画どおり達成できなかった

４ 外部委託（アウトソー ４ 外部委託（アウトソー ４ 外部委託（アウトソー ４ 外部委託（アウトソーシング）４ 外部委託 アウトソーシング（ ）
シング）による業務の効 シング）等による業務の シング）等による業務の 等による業務の効率化等による業務の効率化
率化 効率化 効率化 A○外部委託(アウトソーシング)等
専門技術的知見の必要 専門技術的知見の必要 専門技術的知見の必要 専門技術的知見の必要性が低い (4点/4点)による業務の効率化

性が低い作業等の中で、 性が低い作業等の中で、 性が低い作業等の中で、 【各年度における評価】 作業等について早期にアウトソー
以下の業務については早 以下の業務については早 以下の業務については早 指標＝以下に掲げる事項の評価点 シングを行うため 「業務運営改善、
期にアウトソーシングを 期にアウトソーシングを 期にアウトソーシングを 数の合計 委員会肥飼料部会」において検討
行う。また、以下の業務 行う。なお、検査検定３ 行うため 「業務運営改 を行い、外部の業者に委託した方、
以外についてもアウトソ 法人の統合が行われた後 善委員会（仮称 」にお 以下に掲げる事項の評価点数の が業務運営の効率化に繋がるもの）
ーシングを行う方が効率 は、検査検定３法人一体 いて検討するとともに、 区分は以下のとおりとする。 として、以下のとおりアウトソー
的な業務を整理し、当該 となってアウトソーシン 必要な諸規程等を整備す Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 シングを実施した。
業務のアウトソーシング グを推進する。 る。 価：０点 ・試薬調製作業 ２件
を推進する。なお、検査 (1) 専門技術的知見の必 (1) 試薬調製作業等 ・専門知識を要しない外国文献の
検定３法人の統合が行わ 要性が低い試薬調製作 (2) アンケート調査の発 A:満点×90%以上 翻訳 １件
れた後は、検査検定３法 業等 送及び集計作業 B:満点×50%以上かつ満点× 90% また、業務運営改善委員会で策
人一体となってアウトソ (2) アンケート調査の発 (3) 登録及び届出情報、 未満 定した「業務外部委託(アウトソー
ーシングを推進する。 送及び集計作業 立入検査結果等のデー C:満点×50%未満 シング)推進の方針について」をも
(1) 専門技術的知見の必 (3) 登録及び届出情報、 タベースへの入力作業 とに、アウトソーシングを行うた
要性が低い試薬調製作 立入検査結果等のデー (4) ホームページの運営 ・アウトソーシングを行うための めに必要な業務外部委託規程、委 A
業等 タベースへの入力作業 管理 検討の実施 託（入札）仕様書及び委託先（業

(2) アンケート調査の発 (4) ホームページの運営 (5) 専門知識を要しない ・アウトソーシングを行うために 者）選定基準を整備した。 A
送及び集計作業 管理 外国文献の翻訳 必要な諸規程の整備 上記業務以外についてもアウト

(3) 登録及び届出情報、 (5) 専門知識を要しない このため 次の規程 仮 ソーシングを行う方が効率的な業、 （
立入検査結果等のデー 外国文献の翻訳 称）等を整備する。 上記の事項について、年度計画 務を整理するため 「業務運営改善、
タベースへの入力作業 このため 次の規程 仮 (1) 業務外部委託規程 において設定されている具体的目 委員会肥飼料部会」において検討、 （

(4) ホームページの運営 称）等を整備する。 (2) 委託（入札）仕様書 標に基づき達成度を評価すること を実施するとともに、実験廃液処
管理 (1) 業務外部委託規程 (3) 委託先（業者）選定 とし、その評価方法は以下のとお 理のアウトソーシングを行った。

(5) 専門知識を要しない (2) 委託（入札）仕様書 基準 りとする。
外国文献の翻訳 (3) 委託先（業者）選定 また、上記の業務以外 A:計画どおり達成した

基準 についてもアウトソーシ B:概ね計画どおり達成した
また、上記の業務以外 ングを行う方が効率的な C:計画どおり達成できなかった

についてもアウトソーシ 業務を整理するため 業、「
ングを行う方が効率的な 務運営改善委員会（仮

）」 。業務を整理するため、検 称 による検討を行う
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査検定３法人合同の「業
務運営改善委員会（仮
）」 。称 による検討を行う

５ 分析機器に関する効率 ５ 分析機器に関する効率 ５ 分析機器に関する効率 ５ 分析機器に関する効率化５ 分析機器に関する効率化
化 化 化
検査所に設置されてい 検査所に設置されてい 検査所に設置されてい 分析機器の有効活用と効率的な A○分析機器の効率化

る分析機器等について る分析機器等について る分析機器等について 【各年度における評価】 運用を図るため、稼働状況等と検 (4点/4点)
は、その稼働状況等を踏 は、定期的に機器の稼働 は、その稼働状況等と検 指標＝以下に掲げる事項の評価点 査結果の迅速判定の必要性を踏ま
まえ、有効活用及び効率 状況等の調査を行い、そ 査結果の迅速判定の必要 数の合計 えた適正配置をすすめ、汚泥肥料
的な運用を図るととも の結果を踏まえた検査計 性を踏まえ適正配置をす の原料の溶出試験及びダイオキシ
に、その更新に当たって 画を策定することによ すめ、有効活用と効率的 以下に掲げる事項の評価点数の ン等の分析を本部で集中して実施
は、検査検定３法人全体 り、既存の機器の稼働率 な運用を図るとともに、 区分は以下のとおりとする。 した。
の必要性を踏まえた精査 の向上を図る。 機種毎の管理手順書整備 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 また、天秤、原子吸光光度計及
を行う。 また、分析機器等の更 を開始し、保守点検等を 価：０点 び高速液体クロマトグラフの機器

新に当たっては、耐用年 充実、使用年数の延長を 管理手順書の作成開始、高額機器
数の経過状況などのほ 図ることで、更新コスト A:満点×90%以上 の保守点検の外部委託など、更新
か、検査検定３法人全体 の低減を推進する また B:満点×50%以上かつ満点× 90% に係るコストの低減を推進した。。 、
としての必要性を十分に 分析機器等の更新に当た 未満 さらに、検査検定３法人として
検討する。 っては検査検定３法人全 C:満点×50%未満 機器の有効活用を図るため、業務

体としての必要性につい 運営改善委員会において分析機器
ても検討する。 ・既存の機器の有効活用と効率的 の新規購入及び更新について必要 A
なお、頻度の少ない検 な運用 な調整を行い、農林水産消費技術

査項目については、特定 ・分析機器等の更新における検査 センターが購入予定であった蛍光 A
の事務所に検査を集約化 検定３法人全体としての必要性 Ｘ線装置について、検査所で所有
し、不要になった機器は の検討 しているものを活用することとし
物品管理要領に基づき適 た。
切に処分を行う。 上記の事項について、年度計画 なお、不要になった機器は物品

において設定されている具体的目 管理要領に基づき適切に処分を行
標に基づき達成度を評価すること った。
とし、その評価方法は以下のとお
りとする。
A:計画どおり達成した
B:概ね計画どおり達成した
C:計画どおり達成できなかった

６ 業務運営の効率化によ ６ 業務運営の効率化によ ６ 業務運営の効率化によ ６ 業務運営の効率化による経費の６ 業務運営の効率化による経費
る経費の抑制 る経費の抑制 る経費の抑制 抑制の抑制
業務運営の効率化によ 業務運営の効率化によ 業務運営の効率化によ A○業務運営の効率化による経費の

る経費の抑制について る経費の抑制について る経費の抑制について 平成１８年度決算における人件 (4点/4点)抑制
は、検査検定３法人の各 は、検査検定３法人の各 は、人件費を除く運営費 【各年度における評価】 費を除く運営費交付金で行う事業に
事業年度の人件費を除く 事業年度の人件費を除く 交付金で行う事業につい 指標＝以下に掲げる事項の評価点 要した経費は４３２百万円であり、
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運営費交付金で行う事業 運営費交付金で行う事業 て、検査業務等の合理化 数の合計 対前年度決算比で一般管理費４.５
について、少なくとも対 について、検査業務等の と効率化を図り、少なく ％、業務経費６.７％の経費の削減
前年度比で一般管理費を 合理化と効率化を図り、 とも対１７年度比で一般 各事項の評価点数の区分は以下 を行った。
３％、業務経費を１％抑 少なくとも対前年度比で 管理費を３％、業務経費 のとおりとする。
制する。以上に加え、検 一般管理費を３％、業務 を１％抑制する。 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評
査検定３法人の統合後に 経費を１％抑制する。以 価：０点
おいては、法人全体とし 上に加え、検査検定３法
て、管理部門等の効率化 人の統合後においては、 A:満点×90%以上
検査検定等業務の重点化 法人全体として、管理部 B:満点×50%以上かつ満点× 90%
及び効率化を行い、統合 門等の効率化、検査検定 未満
メリットを発揮すること 等業務の重点化及び効率 C:満点×50%未満
により、更なる経費の抑 化を行い、統合メリット
制を行う。 を発揮することにより、 ｢満点｣=｢以下に掲げる小項目のう

更なる経費の抑制を行 ち評価を行う事項数｣×2点
う。

・少なくとも対１７年度比で一般
管理費を３％抑制 A
・少なくとも対１７年度比で業務
経費を１％抑制 A

上記の事項について、年度計画
において設定されている具体的目
標に基づき達成度を評価すること
とし、その評価方法は以下のとお
りとする。

A:達成度合100%以上
B:達成度合70%以上100%未満
C:達成度合70%未満

７ 人件費の削減 ７ 人件費の削減 ７ 人件費の削減 ７ 人件費の削減７ 人件費の削減
行政改革の重要方針 行政改革の重要方針 業務の効率化を図り、 平成１８年度決算における人件 A「 」 「 」 ○人件費の削減

（平成１７年１２月２４ （平成１７年１２月２４ 人員を削減することによ 【各年度における評価】 費は９８６百万円であり、対前年 (4点/4点)
日閣議決定）を踏まえ、 日閣議決定）を踏まえ、 り人件費（退職金及び福 指標＝以下に掲げる事項の評価点 度比で３.８％の削減を行った。
今後５年間において、検 今後５年間において、検 利厚生費（法定福利費及 数の合計
査検定３法人全体の人件 査検定３法人全体の人件 び法定外福利費）並びに
費（退職金及び福利厚生 費（退職金及び福利厚生 非常勤職員給与を除く。 各事項の評価点数の区分は以下
費（法定福利費及び法定 費（法定福利費及び法定 また、人事院勧告を踏ま のとおりとする。
外福利費）並びに非常勤 外福利費）並びに非常勤 えた給与改定部分を除
職員給与及び人事院勧告 職員給与及び人事院勧告 く ）について、本年度 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評。
を踏まえた給与改定部分 を踏まえた給与改定部分 は１％以上の削減を行 価：０点
を除く ）について５％ を除く ）について５％ う。。 。
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以上の削減を行う。以上 以上の削減を行う。以上 A:満点×90%以上
に加え、検査検定３法人 に加え、検査検定３法人 B:満点×50%以上かつ満点× 90%
の統合後においては、法 の統合後においては、法 未満
人全体として、管理部門 人全体として、管理部門 C:満点×50%未満
等の効率化、検査検定等 等の効率化、検査検定等
業務の重点化及び効率化 業務の重点化及び効率化 ｢満点｣=｢以下に掲げる小項目のう
を行い、統合メリットを を行い、統合メリットを ち評価を行う事項数｣×2点
発揮することにより、更 発揮することにより、更
なる人件費の削減を行 なる人件費の削減を行 ・対１７年度比で人件費を１％以 A
う。 う。 上削減

上記の事項について、年度計画に
おいて設定されている具体的目標
に基づき達成度を評価することと
し、その評価方法は以下のとおり
とする。

A:達成度合100%以上
B:達成度合70%以上100%未満
C:達成度合70%未満

また、国家公務員の給 また、国家公務員の給 また、国家公務員の給 ・役職員の給与についての見直し また、人事院勧告を踏まえ、役 A
与構造改革に合わせ、人 与構造改革に合わせ、人 与構造改革を踏まえて、 （国家公務員の給与構造改革の情 職員の給与の見直しを行った（俸
事院勧告を踏まえた給与 事院勧告を踏まえて、役 役職員の給与について必 勢等を踏まえ、見直しが必要でな 給表の変更、昇級制度の改正、地
体系の見直しを進める。 職員の給与について必要 要な見直しを進める。 かった場合は当該項目を評価しな 域手当の新設、勤勉手当の変更 。）

な見直しを進める。 い ）。

上記の事項について、年度計画に
おいて設定されている具体的目標
に基づき達成度を評価することと
し、その評価方法は以下のとおり
とする。
A:必要な見直しを順調に進めた
B:概ね必要な見直しを順調に進め
た
C:必要な見直しを進めなかった

第３ 国民に対して提供する 第２ 国民に対して提供する 第２ 国民に対して提供する 第２ 国民に対して提供するサービス A◎業務の質の向上
サービスその他の業務の サービスその他の業務の サービスその他の業務の 指標＝原則としてＡ評価となった その他の業務の質の向上に関する事項 (26/26
質の向上に関する事項 質の向上に関する事項 質の向上に関する事項 中項目の割合 =100%)

ただし Ａ評価とした場合には 評価の対象となる中項目の総数：２６、 、
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各中項目の達成率、その他の要因 評価Ｓの中項目数： ０
を分析し、必要に応じＳ評価とす 評価Ａの中項目数：２６
ることができる。また、Ｃ評価と 評価Ｂの中項目数： ０
した場合、要因を分析し、必要に 評価Ｃの中項目数： ０
応じＤ評価とすることができる。 評価Ｄの中項目数： ０

Ｓ及びＡの中項目数の合計：２６
A:A及びSの割合90%以上 【特記事項】
B:Aの割合50%以上90%未満 当該評価を行うに至った経緯、特殊事情等
(又はC及びD評価がない場合) ① 法人からの自己評価をもとに、法人の
C:上記のA,B以外の場合 中期計画項目である「1 肥料関係業務 、」

「2 飼料及び飼料添加物関係業務 「3」、
当該評価を下すに至った経緯、 土壌改良資材関係業務 「4 遺伝子組換」、
中期目標や中期計画に記載されて え生物等の使用等の規制による生物の多
いる事項以外の業績等特筆すべき 様性の確保に関する法律関係業務 「5」、
事項を併せて記載する。 消費者等への情報提供 「6 国際協力」」、

及び「7 その他」について評価基準に基
づく評価を行った結果、すべての中項目
においてＡ評価となったことから、大項
目の評価はＡ評価とする。中項目の評価
については、各小項目の達成状況及びそ
の他の要因を分析した結果 「飼料及び飼、
料添加物の検査等業務」における中項目
である「モニタリング検査業務」におい
て小項目「飼料中の農薬、かび毒、有害
重金属等の有害物質の基準適合検査」に
おいてＳ評価としたものの、他の小項目
がＡ評価となったことから、Ｓ評価とす
るには及ばなかった。

② 「1 肥料関係業務」においては、肥料
の登録申請に関する調査について、登録

、申請マニュアルの改訂と業者等への配布
登録申請窓口における判断の迅速化を図
るための既存のデータの蓄積活用と各事
務所間のデータ活用による効率的の推進
が図られるとともに、登録情報について
は、生産業者からの要望に応じて１５１
件のデータが提供されていた。
収去品の検査については、成分毎に定め

た標準処理期間内に１１,５２４点の分析
結果が取りまとめられ、全て標準処理期間
内に農林水産省に報告するとともに、分析
法の改良など標準処理期間の短縮に努めて



- 23 -

いた。
③ 「2 飼料及び飼料添加物関係業務」にお
いては、サーベイランス・モニタリング
計画によるものも含め、モニタリング検
査において６１,９０７点の分析結果を取
りまとめて公表するとともに農林水産省
に報告されている。また、飼料の使用に

、起因する家畜被害発生時等の対応として
エンドファイト毒素等による中毒が疑わ
れる家畜事故の原因究明のため、輸入乾
牧草等の分析を２２点実施していた。
「 」 、④ 3 土壌改良資材関係業務 においては
品質に関する表示の内容が実際の品質と
一致しているか否かについての検査を
３２件実施していた。

１ 肥料関係業務 １ 肥料関係業務 １ 肥料関係業務 １ 肥料関係業務１ 肥料関係業務
(1) 肥料の検査等業務 (1) 肥料の検査等業務 (1) 肥料の検査等業務 (1) 肥料の検査等業務(1) 肥料の検査等業務
ア 肥料の登録又は仮 ア 肥料の登録又は仮 ア 肥料の登録又は仮 ア 肥料の登録又は仮登録の申 A○肥料の登録又は仮登録の申請に
登録の申請に係る調 登録の申請に係る調 登録の申請に係る調 請に係る調査 (6点/6点)係る調査
査 査 査
(ｱ) 調査結果の報告 (ｱ) 再生資源の利用 (ｱ) 肥料の安全性の 【各年度における評価】 (ｱ) 肥料の安全性の確保と食
については、肥料 促進により、汚泥 確保と食の安全を 指標＝各小項目の評価点数の合計 の安全の効率的、かつ効果
の安全性の確保の 等有害成分を含む 効率的、かつ効果 的な推進に資するため、登
効率的かつ効果的 おそれの高い肥料 的な推進に資する 各小項目の評価点数の区分は以 録申請１,３６６件に係る
な推進に資するた の銘柄の登録申請 ため、登録申請に 下のとおりとする。 調査を質を確保しつつ、結
め、その申請に係 数が依然として高 係る調査の質を確 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 果報告に要する期間を削減
る調査の質を確保 水準で推移すると 保しつつ、当該調 価：０点 するため、次に掲げる事項
しつつ、業務の効 見込まれる中で、 査結果の報告まで に取組み、年間平均で２８
率化、職員の資質 肥料の安全性の確 の期間を現行の目 A:満点×90%以上 日と目標期間に対して６.７
の向上等を図るこ 保と食の安全を効 標期間（新規登録 B:満点×50%以上かつ満点× 90% ％削減した。
とにより、中期目 率的、かつ効果的 及び登録証の書替 未満 ａ 登録申請に関する問合
標期間中に、農林 な推進に資するた 交付等の申請： C:満点×50%未満 せ事務の合理化を図るた
水産大臣の指示か め、その申請に係 ３０日、登録更新 め、登録申請マニュアル
ら報告までに要す る調査の質を確保 申請：１５日）を ｢満点｣=｢以下に掲げる小項目のう 及び登録Ｑ＆Ａを改訂し
る期間を、現行の しつつ、当該調査 中期目標期間中に ち評価を行う事項数｣×2 要請に基づき配布すると
目標期間（新規登 結果の報告までの ５％削減するた 点 ともに、ホームページに
録及び登録証の書 期間を、現行の目 め、次に掲げる事 登録更新手続きの変更及
替交付等の申請： 標期間（新規登録 項を推進する。 び肥料登録申請手続きの A◇肥料の登録の申請に係る調査
３０日、登録更新 及び登録証の書替 ａ 登録申請に関 【各年度における評価】 概要等を掲載し、情報の (6点/6点)
申請：１５日）を 交付等の申請：３ する問い合わせ 指標＝中期目標において規定され 活用を促進した。
５％削減する。 ０日、登録更新申 事務の合理化を ている登録申請に係る調査結 また、国が主催した食
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請：１５日）を５ 図るため、登録 果の報告までの期間の短縮を 品安全に係る科学セミナ
％削減するため、 申請マニュアル 図るため、以下に掲げる取組 ー(食品の安全に係る消費
次に掲げる事項を 及び登録Ｑ＆Ａ の評価点数の合計 者相談の受付から情報提
推進する。 を改訂し要請に 供まで)及び窓口クレーム
ａ 登録申請マニ 基づく配布に併 以下に掲げる事項の評価点数の 対応研修に各１名参加す
ュアル及び登録 せ、接遇研修等 区分は以下のとおりとする。 るとともに窓口業務に係
Ｑ＆Ａの改訂・ による職員の問 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 る職員１３名に対して接
配布並びにこれ い合わせ対応能 価：０点 遇研修を実施し、問合せ

。らのホームペー 力の向上を図る 対応能力の向上を図った
ジへの掲載を行 とともに、ホー A:満点×90%以上 ｂ 分析・鑑定業務の効率
うとともに、職 ムページに掲載 B:満点×50%以上かつ満点× 90% 化等を図るため、日本土
員の問い合わせ した登録申請マ 未満 壌肥料学会等１２件に延
対応能力の向上 ニュアル等を活 C:満点×50%未満 べ２０名参加し、最新の
を図ることによ 用してもらうよ 分析・鑑定手法に関する
り、肥料の登録 うに努める。 ｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち 文献・報文の収集を行っ
申請に関する問 ｂ 分析・鑑定業 評価を行う事項数｣×2点 た。
い合わせ事務の 務の効率化など ｃ 登録申請時における安
合理化を図る。 を図るため、最 ・登録申請マニュアルの改訂並び 全性の可否の判断の迅速 A

ｂ 最新の分析・ 新の分析・鑑定 に要請に基づく配布 化を図るため、新たな製
鑑定手法の導入 手法に関する文 ・分析・鑑定手法に関する文献等 法による銘柄の登録申請 A
に努め、分析・ 献等の収集を行 の収集 があった１５１件につい
鑑定業務の効率 う。 ・インターネットＶＰＮを用いた て、登録申請書を電子デ A
化を図る。 ｃ 新たな製法に 事務所間の情報の共有化による ータ（ＰＤＦ）化し、イ

ｃ 肥料原料や材 よる銘柄の登録 判断の迅速化 ンターネットＶＰＮを用
料のデータベー 申請があった場 いて事務所間で情報を共
スを、インター 合には、インタ 上記の事項について、中期計画 有化実施した。
ネットＶＰＮを ーネットＶＰＮ において設定されている具体的目 また、平成１４年度か
用いて事務所間 を用いて事務所 標に基づき達成率を評価すること ら開始した肥料原料や材
で共有化するこ 間で情報を共有 とし、その評価方法は以下のとお 料のデータベース化を平
とにより、登録 化することで、 りとする。 成１８年度も引き続き行
申請時時におけ 登録申請時にお A:計画どおり達成した い、平成１８年度末まで
る安全性の可否 ける安全性の可 B:概ね計画どおり達成した に３,２９３件（原料２０
の判断の迅速化 否の判断の迅速 C:計画どおり達成できなかった ７件、材料３,０８６件）
０を図る。 化を図るととも を集積した。

に、肥料原料や (登録証の書替交付等の申請
材料のデータベ 及び登録更新申請については、平
ースの作成を引 成18年7月1日より業務移管になっ
き続き行う。 たため評価せず)

(ｲ) 肥料の登録情報 (ｲ) 肥料の登録情報 (ｲ) 肥料の登録情報 (ｲ) 肥料の原材料等消費者の A◇情報の提供等
等については、登 については、登録 については、登録 【各年度における評価】 関心の高い情報を迅速かつ (4点/4点)
録後３０業務日以 後３０業務日以内 後３０業務日以内 指標＝以下に掲げる事項の評価点 確実に提供することを目的と
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内にこれをデータ にこれをデータベ にこれをデータベ 数の合計 して、肥料登録１,３６６件
ベース化し、その ース化し、その原 ース化し、その原 について、登録後３０業務
原材料等消費者の 材料等消費者の関 材料等消費者の関 以下に掲げる事項の評価点数の 日以内に登録情報等のデー
関心の高い情報を 心の高い情報を迅 心の高い情報を、 区分は以下のとおりとする。 タベース化を行い、ホーム
迅速かつ確実に提 速かつ確実に提供 要請に基づき迅速 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 ページにデータ提供してい
供する。 する。 かつ確実に提供す 価：０点 る旨を掲載し、関係者から

る。 の要望に応じてデータを１５１
A:満点×90%以上 件提供した。
B:満点×50%以上かつ満点× 90%
未満
C:満点×50%未満

｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち
評価を行う事項数｣×2点

・規定業務日(30業務日)以内の肥 A
料の登録情報のデータベース化
・迅速かつ確実な情報の提供(要 A
請がなかった場合は本事項の評
価は行わない。)

上記の事項について、年度計画
において設定されている具体的目
標に基づき達成度を評価すること
とし、その評価方法は以下のとお
りとする。
A:計画どおり達成した
B:概ね計画どおり達成した
C:計画どおり達成できなかった

(ｳ) 業務運営の改善 (ｳ) 業務運営の改善 (ｳ) 業務運営の改善 (ｳ) 登録申請窓口に来所した A◇業務の運営の改善
を図るため、肥料 を図るため、肥料 を図るため、肥料 【各年度における評価】 申請者等に対し、職員の窓 (6点/6点)
の登録等の申請者 の登録等の申請者 の登録等の申請者 指標＝中期計画において規定され 口対応等についてアンケー
に対するアンケー に対するアンケー に対するアンケー ている顧客満足度を達成する ト調査を平成１８年４月から
トを実施し、職員 トをその都度実施 トをその都度実施 ため、以下に掲げる取組の評 １９年３月の間実施した結
の窓口対応等につ し、職員の窓口対 し、職員の窓口対 価点数の合計 果、５９名の方から回答が
いての顧客満足度 応等についての顧 応等についての顧 あり、その結果は５段階評
を測定し、５段階 客満足度を測定 客満足度を測定 以下に掲げる事項の評価点数の 価で４.０であった。
評価で３．５以上 し、５段階評価で し、５段階評価で 区分は以下のとおりとする。 また、業務運営改善委員
の顧客満足度を中 ３．５以上の顧客 ３．５以上の顧客 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 会の専門部会において 「業、
期目標期間中に達 満足度を中期目標 満足度を中期目標 価：０点 務運営改善マニュアル」を
成する。 期間中に達成す 期間中に達成する 作成し、担当職員の研修会
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る。 ため 「業務運営 A:満点×90%以上 において配布し業務運営の、
このため 「業 改善委員会（仮 B:満点×50%以上かつ満点× 90% 改善に努めた。、
務運営改善委員会 称 」の専門部会 未満）
（仮称 」の専門 において、現状の C:満点×50%未満）
部会において、現 問題点とアンケー
状の問題点とアン ト内容の改善策を ｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち
ケート内容の改善 網羅した「業務運 評価を行う事項数｣×2点
策を網羅した「業 営改善マニュアル
務運営改善マニュ （仮称 」を作成 ・肥料登録等申請者に対するアン A）
アル（仮称 」を し、担当職員に配 ケートの実施）
作成し、担当職員 布する。 ・ 業務運営改善マニュアル(仮 A「
に配布する。 また、毎年度担 称)」の作成及び配布
また、毎年度担 当者の研修会を兼 ・担当者の研修を兼ねた「業務運 A

当者の研修会を兼 ねた当委員会の専 営改善委員会(仮称)」の専門部
ねた当委員会の専 門部会を開催し、 会の開催
門部会を開催し、 その都度必要に応 ・マニュアルの内容の見直し -
その都度必要に応 じてマニュアルの (見直しを行わなかった場合は本
じてマニュアルの 内容の見直しを行 事項の評価は行わない)
内容の見直しを行 う。
う。 上記の各事項について、中期計

画において設定されている具体的
目標に基づき達成率を評価するこ
ととし、その評価方法は以下のと
おりとする。
A:計画どおり達成した
B:概ね計画どおり達成した
C:計画どおり達成できなかった

(ｴ) 仮登録肥料に係 (ｴ) 仮登録肥料に係 (ｴ) 仮登録肥料に係 ｴ 仮登録の申請はなかった -◇仮登録肥料に係る肥効試験 （ ） 。
る肥効試験につい る肥効試験につい る肥効試験につい 【各年度における評価】
て申請者の利便等 て申請者の利便等 ては、施肥設計、 指標＝以下に掲げる事項の評価点
に供するため、原 に供するため、原 土壌条件等を考慮 数の合計
則として１年以内 則として１年以内 した計画的な試験
に試験結果を取り に試験結果を取り の推進により迅速 （仮登録がなかった場合は、本事
まとめ、農林水産 まとめ、農林水産 化を図り、本年度 項の評価は行わない ）。
大臣の設定する肥 大臣の設定する肥 に開始した試験に
料の公定規格に関 料の公定規格に関 ついて、原則とし 以下に掲げる事項の評価点数の
する基礎資料とし する基礎資料とし て１年以内に試験 区分は以下のとおりとする。
て農林水産大臣に て農林水産大臣に 結果を取りまと Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評
報告する。 報告するため施肥 め、１９年度まで 価：０点

設計、土壌・気象 に農林水産大臣に
条件等を考慮し、 報告出来るように A:満点×90%以上
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計画的な試験の推 する。 B:満点×50%以上かつ満点× 90%
進により、迅速化 未満
を図る。 C:満点×50%未満

｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち
評価を行う事項数｣×2点

・仮登録肥料に係る肥効試験の計 -
画的な推進による迅速化
・１年以内に試験結果を取りまと -
め、１９年度までに大臣に報告

上記の各事項について、年度計
画において設定されている具体的
目標に基づき達成度を評価するこ
ととし、その評価方法は以下のと
おりとする。
A:計画どおり達成した
B:概ね計画どおり達成した
C:計画どおり達成できなかった

イ 収去品の検査 イ 収去品の検査 イ 収去品の検査 イ 収去品の検査 A○収去品の検査
【各年度における評価】 (6点/6点)
指標＝各小項目の評価点数の合計

各小項目の評価点数の区分は以
下のとおりとする。
Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評
価：０点

A:満点×90%以上
B:満点×50%以上かつ満点× 90%
未満
C:満点×50%未満

｢満点｣=｢以下に掲げる小項目のう
ち評価を行う事項数｣×2点

(ｱ) 有害成分を含む (ｱ) 有害成分を含む (ｱ)有害成分を含む肥 (ｱ) 収去品の検査について、 A◇標準処理期間の短縮
肥料の流通による 肥料の流通による 料の流通による被 【各年度における評価】 以下のとおり成分の内容に (4点/4点)
被害の発生防止に 被害の発生防止に 害の発生防止に資 指標＝中期目標において規定され 応じて区分けし、標準処理
資するため、成分 資するため、成分 するため、成分の ている標準処理期間を削減す 期間内に処理した。
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の内容に応じて収 の内容に応じて収 内容に応じて収去 るため、以下に掲げる取組の ａ 人畜に有害な成分とし
去から分析結果を 去から分析結果を から分析結果を得 評価点数の合計 て、ひ素、カドミウム、
得るまでの標準処 得るまでの、次に るまでの、次に掲 水銀及び鉛の４成分を定
理期間を定め、中 掲げる標準処理期 げる標準処理期間 以下に掲げる事項の評価点数の め ２,１８３点検査を行
期目標期間中に当 間を定め、中期目 を定めるととも 区分は以下のとおりとする。 い、いずれの成分も検査
該標準処理期間を 標期間中に当該標 に、中期目標期間 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 週後の１０業務日以内に
１０％削減する。 準処理期間をそれ 中に当該標準処理 価：０点 結果をとりまとめた。

ぞれ１０％削減す 期間をそれぞれ１ ｂ その他の成分として、
る。 ０％削減するた A:満点×90%以上 ひ素、カドミウム、水銀
ａ 人畜に有害な め、分析・鑑定検 B:満点×50%以上かつ満点× 90% 及び鉛以外の普通肥料の
成分 査の迅速化につい 未満 公定規格に定める有害成
検査週後１０ て検討する。 C:満点×50%未満 分を定め１,２３７点検査
業務日 なお 「人畜に を行い、いずれの成分も、
ｂ その他の有害 有害な成分」は、 ｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち 検査週後の２０業務日以

。な成分 特定普通肥料が指 評価を行う事項数｣×2点 内に結果をとりまとめた
検査週後２０ 定されるまでの ｃ 上記ａ及びｂ以外の成
業務日 間、暫定的に定め ・標準処理期間の設定 分８,１０４点について、 A

ｃ 有害な成分以 る。 ・分析・鑑定検査の迅速化のため いずれの成分も検査週後 A
外の成分 ａ 人畜に有害 の検討 の３０業務日以内に結果
検査週後３０ な成分 をとりまとめた。
業務日 検査週後１０ 上記の各事項について、中期計 また、有害成分を含む肥

業務日 画において設定されている具体的 料の流通による被害の発生
ｂ その他の有害 目標に基づき達成率を評価するこ 防止に資するため、成分の
な成分 ととし、その評価方法は以下のと 内容に応じて収去から分析
検査週後２０ おりとする。 結果を得るまでの期間を中
業務日 A:計画どおり達成した 期目標期間中に削減するた
ｃ 有害な成分以 B:概ね計画どおり達成した め、汚泥肥料中の水銀の分
外の成分 C:計画どおり達成できなかった 析法及び水分の測定法につ
検査週後３０ いて改良を行うとともに、
業務日 それらの方法における信頼

性の確保の調査・検討を実
施し、分析・鑑定検査の迅
速化に努めた。

(ｲ) 収去品の検査結 (ｲ) 農業生産者等の (ｲ) 農業生産者等 (ｲ) 農業生産者等の農産物へ A◇検査結果のﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化等
果のデータベース 農産物への安全性 の農産物への安全 【各年度における評価】 の安全性管理に資するため (2点/2点)、
化を図り、利用者 管理に資するた 性管理に資するた 指標＝以下に掲げる事項の評価点 収去品の検査結果のデータ
に提供する。 め、収去品の検査 め、収去品の検査 数の合計 ベース１,０２８件の作成を

結果のデータベー 結果のデータベー 引き続き行った。
ス化を図り、利用 スの作成を引き続 以下に掲げる事項の評価点数の また、検査結果について
者に提供する。 き行うとともに、 区分は以下のとおりとする。 の情報提供の要請はなかっ

データベース化済 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 た。
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みのデータについ 価：０点
いては、要請に基
づき利用者が活用 A:満点×90%以上
得る形で情報提供 B:満点×50%以上かつ満点× 90%
を行う。 未満

C:満点×50%未満

｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち
評価を行う事項数｣×2点

・収去品の検査結果のデータベー A
ス化
・要請に基づく利用者への情報提 -
供（要請がなかった場合は、本
事項の評価は行わない）

上記の事項について、年度計画
において設定されている具体的目
標に基づき達成度を評価すること
とし、その評価方法は以下のとお
りとする。
A:計画どおり達成した
B:概ね計画どおり達成した
C:計画どおり達成できなかった

(ｳ) 分析結果の内部 (ｳ) 分析結果の内部 (ｳ) 分析結果の内部 (ｳ) 分析結果について、次に A◇精度管理の向上
監査等を含む精度 監査等を含む精度 監査等を含む精度 【各年度における評価】 掲げる事項を実施すること (8点/8点)
管理の向上のため 管理の向上のた 管理の向上のた 指標＝以下に掲げる事項の評価点 により内部監査等を含む精
の取組を実施す め、信頼性保証体 め、信頼性保証体 数の合計 度管理の向上を図った。
る。 制の構築等、信頼 制の構築等、信頼 ａ 内部監査手順書を作成

性の確保に関する 性の確保に関する 以下に掲げる事項の評価点数の し、１事務所の内部監査
システムを整備す システムを整備す 区分は以下のとおりとする。 及びマネジメントレビュ
るとともに次に掲 るとともに次に掲 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 ーを行い、信頼性保証体
げる取組を行う。 げる取組を行う。 価：０点 制の構築に努めた。
ａ 内部監査、マ ａ 内部監査、マ ｂ 試験実施手順書、内部
ネージメントレ ネージメントレ A:満点×90%以上 品質管理手順書、試験結
ビュー等評価体 ビュー等評価体 B:満点×50%以上かつ満点× 90% 果確認手順書及び標準作
制の整備 制の整備に努め 未満 業手順書を作成し、信頼

ｂ 検査所内の測 る。 C:満点×50%未満 性の確保に関するシステ
。 、定結果の評価方 ｂ 検査所内の測 ムの整備に努めた また

法等、内部精度 定結果の評価方 ｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち 天秤及び原子吸光光度計
管理に関する手 法等、内部精度 評価を行う事項数｣×2点 の試験機器管理手順書、
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順書の見直し整 管理に関する手 標準物質管理手順書、試
備 順書の見直し整 ・信頼性の確保に関するシステム 験品取扱手順書及び付随 A

ｃ 文書管理及び 備のため、試験 の整備 する標準作業書について
記録管理に関す 実施手順書、試 の検討を開始した。
る手順書の見直 験機器管理手順 ・内部監査、マネージメントレビ ｃ 文書管理手順書及び記 A
し整備 書、標準物質管 ュー等評価体制の整備 録管理手順書を作成し、

理手順書及び試 ・内部精度管理に関する手順書の 信頼性保証体制の構築等 A、
験品取扱手順 作成 信頼性の確保に関するシ
書、並びにこれ ・文書管理及び記録管理に関する ステムの整備に努めた。 A
に付随する標準 手順書の作成
作業書の作成を
開始する。 上記の各事項について、各年度
ｃ 文書管理及び の年度計画において設定されてい
記録管理に関す る具体的目標に基づき達成度を評
る手順書の見直 価することとし、その評価方法は
し整備のため、 以下のとおりとする。
文書管理手順書 A:計画どおり達成した
及び記録管理手 B:概ね計画どおり達成した
順書の作成を開 C:計画どおり達成できなかった
始する。

ウ 肥料及びその原料 ウ 肥料及びその原料 ウ 肥料及びその原料 ウ 肥料及びその原料の分析・ A○肥料及びその原料の分析・鑑定
の分析・鑑定等の受 の分析・鑑定等の受 の分析・鑑定等の受 鑑定等の受託 (8点/8点)等の受託
託 託 託 【各年度における評価】 有害成分を含む肥料の生産
有害成分を含む肥 有害成分を含む肥 有害成分を含む肥 指標＝以下に掲げる事項の評価点 ・流通の防止に資するため、

料の生産・流通の防 料の生産・流通の防 料の生産・流通の防 数の合計 都道府県、農業者等からの肥
止に資するため、都 止に資するため、都 止に資するため、都 料等の有害成分等の依頼分析

、 （ ）道府県、農業者等か 道府県、農業者等か 道府県、農業者等か 以下に掲げる事項の評価点数の については １件 栽培試験
ら依頼を受けて肥料 らの肥料等の有害成 らの肥料等の有害成 区分は以下のとおりとする。 実施し、標準処理期間９０業務
等の有害成分に係る 分等の依頼分析につ 分等の依頼分析につ Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 日以内に処理した。
分析を実施すること いては、第２の１の いては、業務に支障 価：０点 また、標準処理期間内に依

（ ） 、 、 、とし、検査所におい １ ア イ及びオ のない範囲で実施す 頼分析を適切に処理するため
て検査の内容に応じ 並びに(3)の業務に ることとし、次に掲 A:満点×90%以上 次に掲げる事項を実施した。
て標準処理期間内に 支障のない範囲内で げる標準処理期間内 B:満点×50%以上かつ満点× 90% (ｱ) 専門技術的知見の必要性
適切に処理する。 実施することとし、 に適切に処理する。 未満 が低い作業等について整理

次に掲げる標準処理 (ｱ) 化学分析（(ｲ) C:満点×50%未満 ・検討し、電気加熱原子吸
期間内に適切に処理 を除く ） ３０ 光分析用標準液の調製をア。
する。 業務日 ｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち ウトソーシングして業務の
(ｱ) 化学分析（(ｲ) (ｲ) ダイオキシン類 評価を行う事項数｣×2点 合理化を図った。
を除く ） ３０ 分析 ６０業務日 (ｲ) 日本土壌肥料学会等１２。
業務日 (ｳ) 栽培試験（水稲 ・化学分析についての３０業務日 件に延べ２０名参加し、最 -

(ｲ) ダイオキシン類 等栽培期間の長い 以内の実施（依頼がなかった場 新の分析・鑑定手法に関す
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、分析 ６０業務日 作物を用いた試験 合は、当該事項の評価は行わな る文献・報文の収集を行い
(ｳ) 栽培試験（水稲 は除く ）９０業 い ） 分析・鑑定業務の効率化を。 。
等栽培期間の長い 務日 ・ダイオキシン類分析についての 図った。 -
作物を用いた試験 (ｴ) 鑑定（肉骨粉等 ６０業務日以内の実施（依頼が (ｳ) 稟議手続の合理化による
は除く。 ９０業 のエライザ法によ なかった場合は、当該事項の評 事務処理の効率化について
務日 る場合は化学分析 価は行わない ） 検討した。。

(ｴ) 鑑定（肉骨粉等 として扱う ） ・栽培試験についての９０業務日 A。
のエライザ法によ ２０業務日 以内の実施（依頼がなかった場
る場合は化学分析 また、標準処理期 合は、当該事項の評価は行わな
として扱う ） 間内に上記の依頼分 い ）。 。
２０業務日 析を適切に処理する ・鑑定についての２０業務日以内 -

（ 、また、標準処理期 ため次に掲げる取組 の実施 依頼がなかった場合は
間内に上記の依頼分 を行う。 当該事項の評価は行わない ）。
析を適切に処理する (ｱ) 専門技術的知見 ・アウトソーシングの推進による A
ため次に掲げる取組 の必要性が低い作 検査業務全体の合理化
を行う。 業等は、アウトソ ・最新の分析･鑑定手法導入によ A
(ｱ) 専門技術的知見 ーシングの推進に る効率化
の必要性が低い作 より検査業務全体 ・稟議手続きの合理化による事務 A
業等アウトソーシ の合理化を図る。 処理の効率化
ングの推進で検査 (ｲ) 分析・鑑定手法
業務全体の合理化 の効率化を図るた 上記の各事項について、各年度
を図る。 め、最新の分析・ の年度計画において設定されてい

(ｲ) 最新の分析・鑑 鑑定手法の文献・ る具体的目標に基づき達成度を評
定手法の導入に努 報文の収集を行 価することとし、その評価方法は
め、分析・鑑定業 う。 以下のとおりとする。
務の効率化を図 (ｳ) 稟議手続きの合 A:計画どおり達成した
る。 理化による事務処 B:概ね計画どおり達成した

(ｳ) 稟議手続の合理 理の効率化を図 C:計画どおり達成できなかった
化による事務処理 る。
の効率化を図る。

エ 公定規格の改正等 エ 公定規格の改正等 エ 公定規格の改正 エ 公定規格の改正等に資する A○公定規格の改正等に資する調査
に資する調査研究等 に資する調査研究等 等に資する調査研究 調査研究等業務 (12点研究業務
業務 業務 等業務 /12点)
肥料の安全性の確 (ｱ) 人畜に被害を生 (ｱ) 人畜に被害を生 【各年度における評価】 (ｱ) 人畜に被害を生じるおそ

保に資するため、肥 じるおそれがある じるおそれがある 指標＝中期計画において規定され れがある農産物の生産を防
料に含まれる有害成 農産物の生産を防 農産物の生産を防 ている適正評価手法等の改正 止し、食品の安全性確保を
分の評価手法につい 止し、食品の安全 止し、食品の安全 等に資するため、以下に掲げ 万全なものとするため、肥
て、毎年度適正な評 性確保を万全なも 性確保を万全なも る事項の評価点数の合計 料施用による農産物への安
価を図りつつ、有害 のとするため、肥 のとするため、肥 全性の適正評価手法を確立
成分を含有する肥料 料施用による農産 料施用による農産 以下に掲げる事項の評価点数の し、もって、肥料の安全性
の連用による有害成 物への安全性の適 物への安全性の適 区分は以下のとおりとする。 規格基準等の改正に資する
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分の土壌蓄積等、３ 正評価手法を確立 正評価手法を確立 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 ため、以下の調査を実施し
課題の調査研究の結 し、もって、肥料 し、もって、肥料 価：０点 た。
果を取りまとめて公 の安全性規格基準 の安全性規格基準 ａ 汚泥肥料の連用による
表するとともに、速 等の改正に資する 等の改正に資する A:満点×90%以上 カドミウム等の土壌への
やかに検査・分析業 ため、カドミウム ため、以下の調査 B:満点×50%以上かつ満点× 90% 蓄積、農作物への吸収試
務に導入する。 含有肥料等の連用 を実施する。 未満 験として、大豆へのカド

による土壌へのカ ａ 汚泥肥料の連 C:満点×50%未満 ミウム等の残留・吸収試
ドミウムの蓄積 用によるカドミ 験を実施した。
等、次に掲げる肥 ウム等の土壌へ ｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち
料の安全性に関す の蓄積、作物へ 評価を行う事項数｣×2点 ｂ 汚泥肥料の大量施用に
る課題を中心に調 の吸収試験 よる農作物へのカドミウ
査を行い、毎年度 ｂ 汚泥肥料の大 ・汚泥肥料の連用によるカドミウ ム等の吸収試験として、 A
開催される「肥料 量施用による作 ム等の土壌への蓄積、作物の吸 大豆へのカドミウム等の
等技術検討会」に 物へのカドミウ 収に関する試験の実施 吸収試験を実施した。
よる外部委員の評 ム等の吸収試験 ・有害成分の土壌中における変化 ｃ カドミウムの土壌中に A
価を踏まえ、適正 ｃ カドミウムの と作物吸収の相関に関する調査 おける形態の変化に関す
な見直しを図りつ 土壌中における の実施 る調査として、肥料中の
つ、中期目標期間 形態の変化に関 ・産業廃棄物等に含まれる有害物 カドミウム全量、ク溶性 A
中に中間報告を含 する調査 質に関する調査の実施 カドミウム、水溶性カド
め３課題の調査結 ｄ 産業廃棄物中 ・ 肥料等技術検討会」で外部委 ミウムを分析調査し、特 A「
果を取りまとめ公 の有害物質の含 員による評価を踏まえた適正な に汚泥肥料については有
表するとともに、 有実態調査 見直し 機結合態カドミウムにつ
農林水産省に報告 ｅ 肥料原料のり いても分析調査を実施し
する。 ん鉱石中におけ た。
ａ 有害成分を含 る重金属の含有 ｄ 産業廃棄物中の有害物

、有する肥料の連 実態調査 質の含有実態調査として
用によるカドミ ２１事業場から９６点の
ウム等有害成分 建築廃棄物を収集し、ひ
の土壌への蓄積 素、カドミウム等の重金
と作物の吸収に 属及び有機塩素系残留農

。関する調査 薬の含有実態を調査した
ｂ 有害成分の土 ｅ 肥料原料のりん鉱石中
壌中における変 における重金属の含有実
化と作物吸収の 態調査として、５カ国か
相関に関する調 ら輸入された９５点の試
査 料を収集し、ひ素、カド
ｃ 肥料の原料に ミウム等の重金属の含有
使用されるおそ 実態を調査した。
れのある産業廃
棄物等に含まれ
る有害物質に関
する調査
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(ｲ) 肥料の安全性の (ｲ) 肥料の安全性の ・有害成分の評価方法や分析、鑑 (ｲ) 肥料の安全性の確保に資 A
確保に資するため 確保に資するため 定手法の調査・検討 するための肥料等に含まれ
の肥料等に含まれ の肥料等に含まれ ・ 肥料等技術検討会」で外部委 る有害成分の評価方法や、 A「
るの有害成分の評 る有害成分の評価 員による評価を踏まえた適正な 検査の迅速化・信頼性の確
価方法や、検査の 方法や、検査の迅 見直し 保に資する観点から、以下
迅速化・信頼性の 速化・信頼性の確 ・農林水産省からの要請のあった の調査・検討を行った。 -
確保に資する観点 保に資する観点か 課題における期間内の報告(要 ａ 汚泥肥料中の重金属の
及び最新の科学的 ら、以下の調査・ 請がなかった場合は、本事項の 分析法として、水銀及び
知見に基づく分析 検討を実施する。 評価は行わない。) ひ素について試料の分解
・鑑定手法の調査 ａ 汚泥肥料中の 時間の短縮を目的とした
・検討を実施し、 重金属の分析法 上記の各事項について、各年度 改良を行い、あわせて分
毎年度開催される の検討 の年度計画において設定されてい 析法の信頼性の確保の調
「肥料等技術検討 ｂ 汚泥肥料中の る具体的目標に基づき達成度を評 査・検討を実施した。
会」で外部委員の 水分測定法の検 価することとし、その評価方法は ｂ 汚泥肥料中の水分測定
評価を踏まえ、適 討 以下のとおりとする。 法として、加熱減量方式
正な見直しを図り また、調査を効 の水分計を用いて測定時
つつ、調査結果を 率的かつ的確に実 A:計画どおり達成した 間の短縮を目的とした改
取りまとめる。 施するため、学識 B:概ね計画どおり達成した 良を行い、あわせて信頼
なお、農林水産 経験者等で構成す C:計画どおり達成できなかった 性の確保の調査・検討を

省から要請のあっ る「肥料等技術検 実施した。
た課題については 討会」を開催し、 また、学識経験者等７名

「 」他の調査に優先し 本年度に実施した による 肥料等技術検討会
て対応し、指定さ 調査結果の評価と を１９年３月に開催し、調
れた期間内に報告 ともに、来年度の 査結果の評価を行うととも
する。 調査計画の検討を に、平成１９年度の調査計

行う。 画の検討を行い、調査の効
なお、農林水産 率的かつ的確な実施に努め

省から要請のあっ た。
た課題については なお、農林水産省から要
他の調査に優先し 請された課題はなかった。
て対応し、指定さ
れた期間内に報告
する。

オ 牛海綿状脳症のま オ 牛海綿状脳症のま オ 牛海綿状脳症の オ 牛海綿状脳症のまん延防止 A◯牛海綿状脳症のまん延防止に係
ん延防止に係る業務 ん延防止に係る業務 まん延防止に係る業 に係る業務 (8点/8点)る業務
牛海綿状脳症のま 我が国において牛 務

ん延防止のため、肥 海綿状脳症が発生し 我が国において牛 【各年度における評価】 我が国において牛海綿状脳
料用の肉骨粉等の家 たことを踏まえ、牛 海綿状脳症が発生し 指標＝以下に掲げる事項の評価点 症が発生したことを踏まえ、
畜用飼料への誤用・ 海綿状脳症の発生防 たことを踏まえ、牛 数の合計 牛海綿状脳症の発生防止を万
流用防止等の観点か 止を万全なものとす 海綿状脳症の発生防 全なものとするため、
ら、肥料原料用の肉 るため、 止を万全なものとす 以下に掲げる事項の評価点数の (ｱ) 牛の部位を原料とする肥
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骨粉等の製造基準適 (ｱ) 牛の部位を原料 るため、 区分は以下のとおりとする。 料について、せき柱等が混
合確認検査を行い、 とする肥料につい (ｱ)牛の部位を原料と Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 合していないことに関し、
製造基準に適合する て、せき柱等が混 する肥料につい 価：０点 農林水産大臣から確認検査
ものであると認めた 合していないこと て、せき柱等が混 の指示があった製造事業場
製造事業場を公表す に関し、農林水産 合していないこと A:満点×90%以上 （４事業場）については、
る。 大臣から確認検査 に関し、農林水産 B:満点×50%以上かつ満点× 90% 適切に製造基準適合確認検

の指示があったも 大臣から確認検査 未満 査を実施し、その結果をホ
のについては、適 の指示があったも C:満点×50%未満 ームページで公表した。
切に検査を実施 のについては、適 (ｲ) 肥料用の肉骨粉等の家畜
し、農林水産大臣 切に検査を実施 ｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち 用飼料への誤用・流用防止
からの確認書の交 し、農林水産大臣 評価を行う事項数｣×2点 等の観点から、肥料原料用
付状況を公表す からの確認書の交 の肉骨粉等の製造事業場
る。 付状況を公表す ・牛の部位を原料とする肥料につ （３６事業場）に対して製 A

(ｲ) 肥料用の肉骨粉 る。 いて、農林水産大臣からの確認 造基準適合確認検査を実施
等の家畜用飼料へ (ｲ)肥料用の肉骨粉等 検査指示に対する適切な検査の した。結果についてはホー
の誤用・流用防止 の家畜用飼料への 実施(指示がなかった場合は、 ムページで公表した。
等の観点から、肥 誤用・流用防止等 本事項の評価は行わない。)
料原料用の肉骨粉 の観点から、肥料 ・確認書の交付状況の公表(指示 A
等の製造基準適合 原料用の肉骨粉等 がなかった場合は、本事項の評
確認検査を行い、 の製造基準適合確 価は行わない。)
製造基準に適合す 認検査を行い、製 ・肥料原料用の肉骨粉等の製造基 A
るものであると認 造基準に適合する 準確認検査の実施(確認申請が
めた製造事業場を ものであると認め なかった場合は、本事項の評価
公表する。 た製造事業場を公 は行わない。)

表する。 ・製造基準に適合するものである A
と認めた製造事業場の公表(確
認申請がなかった場合は、本事
項の評価は行わない。)

上記の各事項について、各年度
の年度計画において設定されてい
る具体的目標に基づき達成度を評
価することとし、その評価方法は
以下のとおりとする。
A:計画どおり達成した
B:概ね計画どおり達成した
C:計画どおり達成できなかった

(2) (1)の業務に附帯す (2) (1)の業務に附帯す (2) (1)の業務に附帯す (2) (1)の業務に附帯する業務(2) (1)の業務に附帯する業務
る業務 る業務 る業務
ア 標準試料の配布 ア 標準試料の配布 ア 標準試料の配布 ア 標準試料の配布 A○標準試料の配布
有害成分を含む肥 有害成分を含む肥 有害成分を含む肥 【各年度における評価】 有害成分を含む肥料の生産 (6点/6点)
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料の生産・流通の防 料の生産・流通の防 料の生産・流通の防 指標＝以下に掲げる事項の評価点 ・流通の防止に資するため、
止に資するため、肥 止に資するため、肥 止に資するため、肥 数の合計 肥料分析の正確さ及び精度の
料分析の正確さ及び 料分析の正確さ及び 料分析の正確さ及び 維持に必要な標準試料として
精度の維持に必要な 精度の維持に必要な 精度の維持に必要な 以下に掲げる事項の評価点数の ２種類の標準試料（高度化成
標準試料を２年に１ 標準試料を２年に１ 標準試料として２種 区分は以下のとおりとする。 肥料及び普通化成肥料）を作
回作成して保管す 回作成して保管す 類の化成肥料を作成 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 成し、適切に保管した。
る。また、標準試料 る。また、標準試料 し適切に保管する。 価：０点 また、標準試料の配布は、
の配布は、申請を受 の配布は、稟議手続 また、標準試料の 稟議手続の合理化と発送資材
理した日から業務日 の合理化と発送資材 配布は、稟議手続の A:満点×90%以上 の常備等、処理の迅速化を図
数で７日以内に行 の常備等、処理の迅 合理化と発送資材の B:満点×50%以上かつ満点× 90% り申請のあった４７本につい
う。 速化を図り申請を受 常備等、処理の迅速 未満 て、申請を受理した日から業

理した日から業務日 化を図り申請を受理 C:満点×50%未満 務日数で７日以内に行った。
数で７日以内に行 した日から業務日数 なお、従来から作成してい
う。 で７日以内に行う。 ｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち る標準試料とは異なる成分の
さらに、従来から なお、従来から作 評価を行う事項数｣×2点 標準試料の作成の必要性につ

作成している標準試 成している標準試料 いて 「肥料分析標準試料調製、
料とは異なる成分の とは異なる成分の標 ・標準試料2種類の作成(作成の必 委員会 において検討を行い A」 、
標準試料について、 準試料の作成の必要 要がなかった年度については、 新たな成分の標準試料(汚泥肥
作成の可否を検討 性については 「肥 本事項は評価しない ）及び適 料)について平成２２年度まで、 。
し、必要であれば同 料分析標準試料調製 切な保管 に作成することとした。
様に作成する。 委員会」において検 ・申請を受理した日から７業務日 A

討する。 以内の標準試料の配布
（申請がなかった場合は本事項の
評価は行わない ）。
・従来から作成している標準試料 A
とは異なる成分の標準試料につ
いて可否の検討

上記の各事項について、各年度
の年度計画において設定されてい
る具体的目標に基づき達成度を評
価することとし、その評価方法は
以下のとおりとする。
①年度計画において数値目標が定
められている項目
A:達成度合100％以上
B:達成度合70%以上100％未
C:達成度合70%未満
②年度計画において定性的目標が
定められている項目
A:計画どおり達成した
B:概ね計画どおり達成した
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C:計画どおり達成できなかった

イ 研修及び指導 イ 研修及び指導 イ 研修及び指導 イ 研修及び指導 A○研修及び指導等
法令の遵守、有害 肥料の取締りを行 肥料の取締りを行 【各年度における評価】 研修及び指導として、法令

成分を含む肥料の生 う都道府県職員の検 う都道府県職員の検 指標＝中期計画において定められ 又は肥料の検査技術等に関す
産・流通の防止に資 査技術の向上と、生 査技術の向上と、生 ている研修及び講師の派遣 る研修及び講師の派遣を計
するため、肥料の取 産業者等における肥 産業者等における肥 ２０回（法令関係１２回及び
締りを行う都道府県 料の安全性管理技術 料の安全性管理技術 A:20回以上実施 検査技術関係８回）行い、肥
職員、生産業者等を の向上等を図るた の向上等を図るた B:14回～19回実施 料の取締りを行う都道府県職
対象に、法令又は肥 め、これらの者を対 め、法令又は肥料の C:13回以下実施 員の検査技術の向上と、生産
料の検査技術に関す 象として、法令又は 検査技術等に関する 業者等における肥料の安全性
る研修の実施、講師 肥料の検査技術等に 研修及び講師の派遣 管理技術の向上等を図った。
の派遣等を行う。 関する研修及び講師 を合わせて２０回以

の派遣を合わせて年 上実施する。
２０回以上実施す
る。

、(3) 肥料取締法に基づく (3) 肥料取締法に基づく (3) 肥料取締法に基づく (3) 肥料取締法に基づく立入検査(3) 肥料取締法に基づく立入検
立入検査、質問及び収 立入検査、質問及び収 立入検査、質問及び収 質問及び収去等業務査、質問及び収去等業務
去等業務 去等業務 去等業務
ア 肥料取締法に基づ ア 肥料取締法に基づ ア 肥料取締法に基づ ア 肥料取締法に基づく立入検 A○肥料取締法の規定による立入検
く立入検査について く立入検査について く立入検査について 査及び立入検査時の収去につ (6点/6点)査、質問及び収去
は、有害成分を含む は、有害成分を含む は、有害成分を含む 【各年度における評価】 いて、次に掲げる事項を推進
おそれの高い肥料の おそれの高い肥料の おそれの高い肥料の 指標＝各小項目の評価点数の合計 し、有害成分を含むおそれの
生産業者に重点化す 生産業者への重点化 生産業者への重点化 高い肥料の生産業者への重点
ることとし、全体の を図ることとし、全 を図ることとし、全 各小項目の評価点数の区分は以 化を図ることにより、汚泥肥
立入検査事業所数に 体の立入検査事業所 体の立入検査事業所 下のとおりとする。 料等の生産事業場への立入検
占める割合を平成１ 数に占める割合を平 数に占める割合を平 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 査及び収去点数を前年度に対
７年度を基準として 成１７年度を基準と 成１７年度を基準と 価：０点 してそれぞれ７ポイント増加
３０％増加させる。 して中期目標期間中 して中期目標期間中 させ、安全性確保の充実を図
また、立入検査時 に３０％増加させ に３０％増加させ A:満点×90%以上 った。

の収去については、 る。 る。 B:満点×50%以上かつ満点× 90%
有害成分を含むおそ また、立入検査時 また、立入検査時 未満
れの高い肥料に重点 の収去については、 の収去については、 C:満点×50%未満
化することとし、全 有害成分を含むおそ 有害成分を含むおそ
体の収去点数に占め れの高い肥料に重点 れの高い肥料に重点 ｢満点｣=｢以下に掲げる小項目のう
る割合を平成１７年 化することとし、全 化することとし、全 ち評価を行う事項数｣×2点
度を基準として５０ 体の収去点数に占め 体の収去点数に占め
％増加させる。 る割合を平成１７年 る割合を平成１７年

度を基準として中期 度を基準として中期
目標期間中に５０％ 目標期間中に５０％
増加させるため、次 増加させるため、次
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に掲げる事項を推進 に掲げる事項を推進
する。 する。
(ｱ) 汚泥肥料等、有 (ｱ) 汚泥肥料等、有 (ｱ) 汚泥肥料等、有害成分を A◇立入検査件数等の削減
害成分を含有する 害成分を含有する 【各年度における評価】 含有するおそれが高い肥料 (4点/4点)
おそれが高い肥料 おそれが高い肥料 指標＝以下に掲げる事項の評価点 以外の普通肥料の生産事業
以外の普通肥料の 以外の普通肥料の 数の合計 場については、過去５カ年

、生産事業場につい 生産事業場につい の立入検査の結果に基づき
ては、過去５カ年 ては、過去５カ年 以下に掲げる事項の評価点数の 食品工業、化学工業等の副
の立入検査の結果 の立入検査の結果 区分は以下のとおりとする。 産物を原料に使用する生産
に基づき、食品工 に基づき、食品工 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 事業場等に対して立入検査

、業、化学工業等の 業、化学工業等の 価：０点 の重点化を図ることにより
副産物を原料に使 副産物を原料に使 立入検査件数と収去点数を
用する生産事業場 用する生産事業場 A:満点×90%以上 それぞれ１０.１％及び１６.９
等に対して立入検 等に対して立入検 B:満点×50%以上かつ満点× 90% ％削減した。
査の重点化を図る 査の重点化を図る 未満
ことにより、立つ ことにより、立入 C:満点×50%未満
検査件数と収去点 検査件数と収去点
数を中期目標期間 数をいずれも１０ ｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち
中にいずれも３０ ％以上削減すると 評価を行う事項数｣×2点
％以上削減すると ともに、
ともに、 ・立入検査件数の削減 A

平成18年度44件以上の削減
(平成17年度：434件)
・収去件数の削減 A
平成18年度92件以上の削減
(平成17年度：919件)

上記の各事項について、各年度
の年度計画において設定されてい
る具体的目標に基づき達成率を評
価することとし、その評価方法は
以下のとおりとする。
A:達成度合100%
B:達成度合70%以上100%未満
C:達成度合70%未満

(ｲ) 汚泥肥料等、有 (ｲ) 汚泥肥料等、有 (ｲ) 汚泥肥料等の有害成分を A◇汚泥肥料等の立入検査件数等の
害成分を含有する 害成分を含有する 含有するおそれが高い肥料 (4点/4点)増加
おそれが高い肥料 おそれが高い肥料 【各年度における評価】 の生産事業場に対する立入
の生産事業場に対 の生産事業場に対 指標＝以下に掲げる事項の評価点 検査件数と収去点数をそれ
する立入検査件数 する立入検査件数 数の合計 ぞれ２０.６％及び２４.５
と収去件数を中期 と収去点数をそれ ％増加した。
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目標期間中にそれ ぞれ１０、２０％ 以下に掲げる事項の評価点数の
ぞれ３０、５０％ 以上増加する。 区分は以下のとおりとする。
以上増加させるこ Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評
ととする。 価：０点

A:満点×90%以上
B:満点×50%以上かつ満点× 90%
未満
C:満点×50%未満

｢満点｣=｢以下に掲げる小項目のう
ち評価を行う事項数｣×2点

・汚泥肥料等の生産事業場に対す A
る立入検査件数の増加
平成18年度25件以上の増加
(平成17年度：243件)
・汚泥肥料等の収去点数の増加 A
平成18年度43件以上の増加
(平成17年度：212件)

上記の各事項について、各年度
の年度計画において設定されてい
る具体的目標に基づき達成度を評
価することとし、その評価方法は
以下のとおりとする。
A:達成度合100%
B:達成度合70%以上100%未満
C:達成度合70%未満

立入検査の結果の また、立入検査の また、立入検査の また、立入検査の結果の報 A◇立入検査の結果報告
報告については、中 結果の報告について 結果の報告について 【各年度における評価】 告については、次に掲げる事 (8点/8点)
間中に、農林水産大 は、農林水産省の指 は、農林水産省の指 指標＝中期計画において規定され 項を推進し、農林水産省の指
臣の指示から報告ま 示から報告までの目 示から報告までの目 ている報告までに要する期間 示から報告までに要する期間
でに要する期間を、 標期間（４０日）を 標期間（４０日）を の短縮を図るため、以下に掲 を、現行の目標期間(４０日)
現行の目標期間 中期目標期間中に 中期目標期間中に げる事項の評価点数の合計 に対して２.５％(３９日)削減
（４０日）に対して １０％短縮させるた １０％短縮させるた した。

、１０％短縮する。 め、次に掲げる事項 め、次に掲げる事項 以下に掲げる事項の評価点数の (ｱ) 収去品の検査については
を推進する。 を推進する。 区分は以下のとおりとする。 成分分析点数として１１,５２４
(ｱ) 有害成分ごと (ｱ) 有害成分ごとに Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 点実施した。検査の効率化
に、集中的に分析 集中的に分析・鑑 価：０点 を図るため、このうち、汚泥
・鑑定を行うこと 定を行うことによ 肥料の原料の溶出試験(２３
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により検査の効率 り検査の効率化を A:満点×90%以上 件、４１３点)を本部で集中
化を図る。 図るため、汚泥肥 B:満点×50%以上かつ満点× 90% して実施した。

、(ｲ) 専門技術的知見 料の原料を本部に 未満 (ｲ) 業務の合理化を図るため
の必要性が低い作 集約して溶出試験 C:満点×50%未満 専門技術的知見の必要性が
業等についてアウ の分析を実施す 低い作業等について整理・
トソーシングを推 る。 ・有害成分毎の集中的な分析・鑑 検討し、電気加熱原子吸光 A
進することにより (ｲ) 専門技術的知見 定による効率化 分析用標準液の調製のアウ
業務の合理化を図 の必要性が低い作 ・アウトソーシングの推進による トソーシングを実施した。 A
る。 業等についてはア 業務の合理化 (ｳ) 分析・鑑定業務の効率化

(ｳ) 最新の分析・鑑 ウトソーシングを ・最新の分析･鑑定手法の導入に を図るため、日本土壌肥料 A
定手法の導入に努 推進することによ よる効率化 学会等１２件に延べ２０名
め、分析・鑑定業 り業務の合理化を ・インターネットを活用した本部 が参加し、最新の分析・鑑 A
務の効率化を図 図る。 への報告等事務処理の効率化 定手法に関する文献・報文
る。 (ｳ) 分析・鑑定業務 の収集を行った。

(ｴ) インターネット の効率化を図るた 上記の各事項について、各年度 (ｴ) 本部への報告等の事務処
ＶＰＮの活用によ め、最新の分析・ の年度計画において設定されてい 理の効率化を図るため、立

、り、本部への報告 鑑定手法に関する る具体的目標に基づき達成度を評 入検査実施計画等について
等事務処理の効率 文献・報文の収集 価することとし、その評価方法は インターネットＶＰＮへの

、 。化を図る。 を行う。 以下のとおりとする。 掲載様式を定め 活用した
(ｴ) インターネット A:計画どおり達成した
ＶＰＮの活用によ B:概ね計画どおり達成した
り、本部への報告 C:計画どおり達成できなかった
等事務処理の効率
化を図るため、イ
ンターネットＶＰ
Ｎへの掲載様式を
作成する。

イ 有害成分に汚染さ イ 有害成分に汚染さ イ 有害成分に汚染さ イ 緊急時における農林水産大 A○緊急時における農林水産大臣か
れた肥料の生産・流 れた肥料の生産・流 れた肥料の生産・流 臣からの指示について、立入 (4点/4点)らの指示の対応
通等により、肥料に 通等により、肥料に 通など肥料に起因し 【各年度における評価】 検査及び分析・鑑定の本部及
起因し人畜に被害を 起因し人畜に被害を 人畜に被害を生じる 指標＝以下に掲げる事項の評価点 び事務所間の情報の共有や分

、生じるおそれが生じ 生じるおそれが生じ おそれがあるなど、 数の合計 析・鑑定のクロスチェック等
た場合等の緊急時に た場合等の緊急時に 緊急時においての農 事務所横断的な緊急検査体制
おいて、汚染された おいて、汚染された 林水産大臣からの指 以下に掲げる事項の評価点数の による迅速な対応を実施し、
肥料の流通防止を図 肥料の流通防止を図 示に対しては、事務 区分は以下のとおりとする。 農林水産大臣に報告した。
るため、農林水産大 るため、農林水産大 所横断的な緊急検査 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 また、立入検査の結果、公
臣からの指示に従 臣からの指示に沿っ 体制による対応を一 価：０点 定規格に定める有害成分の基
い、機動的かつ効率 て、事務所横断的な 層強化し、機動的か 準値を超えた肥料生産業者 ４（
的に立入検査、収去 緊急検査体制による つ効率的に立入検 A:満点×90%以上 件 、その他肥料取締法の遵守）
品の分析等を実施す 対応を一層強化し、 査、収去品の分析等 B:満点×50%以上かつ満点× 90% のために改善が必要として公
るとともに、速やか 機動的かつ効率的に を実施するするとと 未満 表された肥料生産業者等（８７
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に原因究明等を行 立入検査、収去品の もに速やかに原因等 C:満点×50%未満 件）に対して改善指導を行っ
う。 分析等を実施するす の究明等を行い、農 た。

るとともに、速やか 林水産大臣に結果を ｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち さらに 「緊急立入検査マニ、
に原因等の究明等を 報告する。 評価を行う事項数｣×2点 ュアル」を作成し、緊急検査
行い、農林水産大臣 また、このことを 体制における対応の強化と機
に結果を報告する。 推進するため 「緊 ・機動的･効率的な立入検査、収 動的かつ効率的な実施の推進 A、
また、このことの 急立入検査マニュア 去品の分析等の実施、速やかな を図った。

推進のため 「緊急 ル（仮称 」を整備 原因等の究明及び結果報告（指、 ）
立入検査マニュアル する。 示がなかった場合は、本事項の
（仮称 」を整備す 評価は行わない ）） 。
る。 ・ 緊急立入検査マニュアル(仮 A「

称)」の整備

上記の各事項について、各年度
の年度計画において設定されてい
る具体的目標に基づき達成度を評
価することとし、その評価方法は
以下のとおりとする。
A:計画どおり達成した
B:概ね計画どおり達成した
C:計画どおり達成できなかった

２ 飼料及び飼料添加物関 ２ 飼料及び飼料添加物関 ２ 飼料及び飼料添加物関 ２ 飼料及び飼料添加物関係業務２ 飼料及び飼料添加物関係業務
係業務 係業務 係業務 (1) 飼料及び飼料添加物の検査等
(1) 飼料及び飼料添加物 (1) 飼料及び飼料添加物 (1) 飼料及び飼料添加物 業務(1) 飼料及び飼料添加物の検査
の検査等業務 の検査等業務 の検査等業務 ア 飼料及び飼料添加物の基準等業務
ア 飼料及び飼料添加 ア 飼料及び飼料添 ア 飼料及び飼料添加 ・規格等の設定に関する調査 A○飼料及び飼料添加物の基準・規
物の基準・規格等の 加物の基準・規格等 物の基準・規格等の 飼料の安全性を向上させる (8点/8点)格等の設定に関する調査
設定に関する調査 の設定に関する調査 設定に関する調査 【各年度における評価】 ため、次に掲げる調査を実施
飼料の安全性を向 指標＝各小項目の評価点数の合計 した。

上させるため、次に
掲げる飼料及び飼料 各小項目の評価点数の区分は以
添加物の基準・規格 下のとおりとする。
等の設定に関する調 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評
査を行う。 価：０点

A:満点×90%以上
B:満点×50%以上かつ満点× 90%
未満
C:満点×50%未満

｢満点｣=｢評価を行う小項目数｣×2
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点

(ｱ) 飼料又は飼料添 (ｱ) 飼料又は飼料添 (ｱ) 現在指定されて (ｱ) 現在、飼料添加物に指定 A◇飼料添加物の調査
加物の基準・規格 加物の基準・規格 いる１５３品目の 【各年度における評価】 されている１５３品目のう (8点/8点)
等に関する最新の 等に関する最新の うち、１５品目に 指標＝以下に掲げる事項の評価点 ちアミノ酸１２品目（アミ
科学的知見、諸外 科学的知見を文献 ついて、基準・規 数の合計 ノ酢酸、DL-アラニン、L-ア
国における規制の やインターネット 格等に関する最新 ルギニン、塩酸L-リジン、L
状況、関係する他 等により収集し、 の科学的知見を文 以下に掲げる事項の評価点数の -グルタミン酸ナトリウム、
法令による規制の 諸外国における規 献やインターネッ 区分は以下のとおりとする。 2-デアミノ-2-ヒドロキシメ
専門的・技術的な 制の状況・情報を ト等により収集 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 チオニン、DL-トリプトファ
内容等の調査を実 入手し、関係する し、外国における 価：０点 ン、L-トリプトファン、L-
施し、当該調査結 他法令による規制 規制の状況・情報 トレオニン、L-バリン、DL-

、 ）、果を事業年度ごと の専門的・技術的 を入手し、関係す A:満点×90%以上 メチオニン 硫酸L-リジン
に取りまとめる。 な内容等の調査を る他法令による諸 B:満点×50%以上かつ満点× 90% 呈味料１品目（サッカリン

実施し、当該調査 規制の専門的・技 未満 ナトリウム 、有機酸２品目）
結果を事業年度ご 術的な内容等の調 C:満点×50%未満 （グルコン酸ナトリウム、
とに取りまとめ 査を実施し、調査 フマル酸）の計１５品目に
る。 結果を取りまとめ ｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち ついて、基準・規格等に関
また、農林水産 る。 評価を行う事項数｣×2点 する最新の科学的知見に関

省からの要請によ また、農林水産 する文献を収集するととも
り、農林水産省が 省からの要請によ ・文献等による基準･規格等に関 に、諸外国における規制状 A
検討を行っている り、農林水産省が する最新の科学的知見の収集 況の情報を入手し、関係す
飼料又は飼料添加 検討を行っている ・外国の規制状況･情報の入手 る他法令による諸規制の専 A
物の基準・規格、 飼料又は飼料添加 ・関係する他法令の諸規制の専門 門的・技術的な内容等の調 A
検討資料等の妥当 物の基準・規格、 的･技術的内容等の調査の実施 査を行い、その結果を取り
性について検討を 検討資料等の妥当 及び取りまとめ まとめた。
行う。 性について検討を ・農林水産省が検討している飼料 また、農林水産省からの A

行う。 又は飼料添加物の基準･規格、 要請によりフィターゼに係
検討資料等の妥当性の検討（要 るフィチン酸分解力試験法
請がなかった場合は、本事項の の改良法について妥当性を
評価は行わない ） 確認し、その結果を報告し。

た。
上記の各事項について、各年度
の年度計画において設定されてい
る具体的目標に基づき達成度を評
価することとし、その評価方法は
以下のとおりとする。
A:計画どおり達成した
B:概ね計画どおり達成した
C:計画どおり達成できなかった

(ｲ) 飼料添加物の指 (ｲ) 飼料添加物の指 (ｲ) 飼料添加物の指 (ｲ) 飼料添加物の動物試験の A◇飼料添加物の動物試験の実施に
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定に係る動物試験 定に係る動物試験 定に係る動物試験 実施に関する基準に基づく (4点/4点)関する基準に基づく検査
等の信頼性を確保 等の信頼性を確保 等の信頼性を確保 【各年度における評価】 検査は実施しなかった。
するため、飼料添 するため、飼料添 するため、飼料添 指標＝以下に掲げる事項の評価点
加物の動物試験の 加物の動物試験の 加物の動物試験の 数の合計
実施に関する基準 実施に関する基準 実施に関する基準
に基づく検査を行 に基づく検査を行 に基づく検査を行 以下に掲げる事項の評価点数の
う。 う。 う。 区分は以下のとおりとする。

Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評
価：０点

A:満点×90%以上
B:満点×50%以上かつ満点× 90%
未満
C:満点×50%未満

｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち
評価を行う事項数｣×2点

・飼料添加物の動物試験の実施に -
関する基準に基づく検査の実施
（申請がなかった場合は、本項
目の評価は行わない ）。

上記の事項について、各年度の
年度計画において設定されている
具体的目標に基づき達成度を評価
することとし、その評価の方法は
以下のとおりとする。
A:実施した
C:実施せず

また、農薬検査 また、農薬検査 また、独立行政 ・外国における規制の状況の調査 また、国内のＧＬＰ基準 A
所と連携・協力 所と連携・協力 法人農薬検査所と の実施 について、独立行政法人農
し、飼料添加物の し、飼料添加物の 連携・協力し、飼 ・関係する他法令による規制の専 薬検査所等と連携し、計６ A
動物試験の実施に 動物試の実施に関 料添加物の動物試 門的･技術的な内容等の調査の ＧＬＰの取りまとめを行っ
関する基準、ＯＥ する基準、ＯＥＣ 験の実施に関する 実施 た。さらに、ＥＵ５カ国に
ＣＤ安全性試験実 Ｄ安全性試験実施 基準、ＯＥＣＤ安 おける飼料添加物のＧＬＰ

、施基準等、諸外国 基準等、諸外国に 全性試験実施基準 上記の各事項について、各年度 制度に関する調査を実施し
における規制の状 おける規制の状 等、外国における の年度計画において設定されてい 取りまとめた。
況、関係する他法 況、関係する他法 規制の状況、関係 る具体的目標に基づき達成度を評
令による規制の専 令による規制の専 する他法令による 価することとし、その評価方法は
門的・技術的な内 門的・技術的な内 規制の専門的・技 以下のとおりとする。
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容等の調査を行 容等の調査を行 術的な内容等の調 A:計画どおり達成した
い、当該調査結果 い、当該調査結果 査を行い、当該調 B:概ね計画どおり達成した
を取りまとめる。 を取りまとめる。 査結果を取りまと C:計画どおり達成できなかった

める。

(ｳ) 飼料及び飼料添 (ｳ) 飼料及び飼料添 (ｳ) 飼料及び飼料添 (ｳ) 飼料及び飼料添加物の分 A◇分析法の開発又は改良
加物の分析法の公 加物の分析法の公 加物の分析法の公 【各年度における評価】 析法の公定法化に資するた (4点/4点)
定法化に資するた 定法化に資するた 定法化に資するた 指標＝以下に掲げる事項の評価点 め、検査技術の向上を目的
め、検査法の開発 め、検査分析法の め、次の分析法の 数の合計 として、粗脂肪、HT-2トキ
・改良を中期目標 開発又は改良を行 開発又は改良を実 シン、イミダクロプリド、
期間中に実施する う成分を年度計画 施するとともに、 以下に掲げる事項の評価点数の カルタップ、カルベンダジ
とともに、分析法 に定めて中期目標 その結果を取りま 区分は以下のとおりとする。 ム、チオシクラム、チオフ
の解説書を作成す 期間中に３０件以 とめて公表する。 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 ァネートメチル、トラロメ

、 、る。分析法の開発 上の分析法の開発 ａ．シアン化水素 価：０点 トリン トリシクラゾール
、 、・改良の結果は、 又は改良を実施す の分析法 ベノミル ベンスルタップ
、 、事業年度ごとに取 るとともに、その ｂ．クエン酸モラ A:満点×90%以上 ゴシポール シアン化水素

りまとめて公表す 結果を事業年度ご ンテルの分析法 B:満点×50%以上かつ満点× 90% アビラマイシン、サリノマ
る。 とに取りまとめて （改良） 未満 イシンナトリウム、ナラシ

、 、公表する。中期目 ｃ．アンプロリウ C:満点×50%未満 ン モネンシンナトリウム
標期間中に分析法 ムの分析法（改 クエン酸モランテル、アン
全般の解説書を作 良） ｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち プロリウム、アフラトキシ
成する。 ｄ．アフラトキシ 評価を行う事項数｣×2点 ン、オクラトキシン、ゼア

ンの分析法（改 ラレノンの合計２２成分（１４
良） ・年度計画に定めた分析法の開発 件）の分析法の開発又は改 A
ｅ．オクラトキシ 又は改良の実施 良を行い、調査結果をとり
ンの分析法（改 ・事業年度ごとに結果を取りまと まとめた。 A
良） めて公表 また、既存の分析法全般
ｆ．ゼアラレノン について見直し飼料分析基
の分析法 改良 上記の各事項について、各年度 準全面改正案を取りまとめ（ ）
ｇ．ＨＴ－２トキ の年度計画において設定されてい た。
シンの分析法 る具体的目標に基づき、達成度を

評価することとし、その評価方法
は以下のとおりとする。
A:計画どおり達成した
B:概ね計画どおり達成した
C:計画どおり達成できなかった

(ｴ) 飼料等に関する (ｴ) 飼料等に関する (ｴ) 飼料等に関する (ｴ) 飼料等に関する基準・規 A◇基準･規格等の改善
基準・規格等の改 基準・規格等の改 基準・規格等の改 【各年度における評価】 格等の改善に資するため、 (4点/4点)
善に資するため、 善に資するため、 善に資するため、 指標＝以下に掲げる事項の評価点 以下の業務を行った。
飼料等に関する国 ＩＳＯ／ＴＣ３４ 以下の業務を行 数の合計 ａ．亜鉛、鉄、銅及びマン
際機関の基準・規 ／ＳＣ１０の国内 う。 ガンについて、我が国の
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格等の策定に参画 審議団体として、 ａ．国際基準との 以下に掲げる事項の評価点数の 公定法（飼料分析基準）
する。 規格基準等の策定 比較検討 区分は以下のとおりとする。 と国際基準（ＩＳＯ）法

に参画するととも ｂ．国際基準設定 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 との定量値の差異の原因
に、必要に応じて のための共同試 価：０点 を確認するため検討を行
その他の国際会議 験への参加 った。
等に参画する。 ｃ．必要に応じて A:満点×90%以上 ｂ．該当する試験がなかっ

ＩＳＯ会議に参 B:満点×50%以上かつ満点× 90% たため、国際基準設定の
加するととも 未満 ための共同試験への参加
に、国際規格案 C:満点×50%未満 はなかった。
等への意見の提 ｃ．ＩＳＯ/ＴＣ３４/ＳＣ
出 ｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち １０に係る国際会議（ド

評価を行う事項数｣×2点 イツ）に出席

・国際基準との比較検討 A
・ＩＳＯ/ＴＣ３４/ＳＣ１０の国 -
内審議団体として、基準規格等
の策定に参画
・国際会議等に参画（必要に応じ A
て本事項の評価は行わない）

上記の各事項について、各年度
の年度計画において設定されてい
る具体的目標に基づき、達成度を
評価することとし、その評価方法
は以下のとおりとする。
A:計画どおり達成した
B:概ね計画どおり達成した
C:計画どおり達成できなかった

イ モニタリング検査 イ モニタリング検査 イ モニタリング検査 イ モニタリング検査 A○モニタリング検査
飼料の安全性を向 飼料の安全性を向 飼料の安全性を向 【各年度における評価】 飼料の安全性を向上させる (12点

上させるため、次に 上させるため、各事 上させるため、モニ 指標＝各小項目の評価点数の合計 ため、モニタリング検査につ /12点)
掲げるモニタリング 業年度ごとにモニタ タリング検査計画を いて計画を策定して次に掲げ
検査を行う。 リング検査計画を策 策定し、次に掲げる 各小項目の評価点数の区分は以 るとおり実施した。

定し、次に掲げるモ モニタリング検査を 下のとおりとする。
ニタリング検査を行 行う。 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評
う。 価：０点

(ｱ) 飼料中の飼料添 (ｱ) 飼料中の飼料添 (ｱ) 飼料中の飼料添 (ｱ) 飼料中の飼料添加物、飼
加物、飼料又は飼 加物、飼料又は飼 加物、飼料又は飼 A:満点×90%以上 料又は飼料添加物中の有害
料添加物中の有害 料添加物中の有害 料添加物中の有害 B:満点×50%以上かつ満点× 90% 物質、病原微生物、肉骨粉
物質 病原微生物 物質 病原微生物 物質 病原微生物 未満 等及び遺伝子組換え体のモ、 、 、 、 、 、

、肉骨粉等及び遺伝 肉骨粉等及び遺伝 肉骨粉等及び遺伝 C:満点×50%未満 ニタリング検査については
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子組換え体のモニ 子組換え体のモニ 子組換え体のモニ 以下のとおり実施し、いず
タリング検査を実 タリング検査につ タリング検査につ ｢満点｣=｢以下に掲げる小項目のう れも年度計画に定めた目標
施し、その結果を いては、輸入飼料 いては、以下のモ ち評価を行う事項数｣×2点 を達成した。
事業年度ごとに取 中の有害物質の混 ニタリング検査項
りまとめて公表す 入等、飼料等の安 目及び点数を目標
る。 全性に関する課題 として実施する。
また、このうち を勘案し、検査の

特に広域的に流通 必要性に応じて重 ａ．飼料及び飼料 ａ．飼料及び飼料添加物中 A◇飼料又は飼料添加物中の飼料添
する主要な輸入飼 点化し、モニタリ 添加物中の飼料 の飼料添加物の基準・規加物の基準・規格適合検査
料穀物や乾牧草等 ング検査項目及び 添加物の基準・ 【各年度における評価】 格適合検査として、656点
の有害物質等によ 点数を年度計画に 規格適合検査と 指標＝年度計画において規定され
る汚染状況につい 定めて実施する。 して、600点 ている検査件数の実施
ては、四半期ごと 平成18年度 600点
に取りまとめて公 A:達成度合90%以上
表する。 B:達成度合70%以上90%未満

C:達成度合50%未満

ｂ 飼料中の農薬 ｂ 飼料中の農薬 かび毒 S． 、 ． 、 、◇飼料中の農薬、かび毒、有害重
かび毒、有害金 有害金属等の有害物質の金属等の有害物質の基準適合検
属等の有害物質 基準適合検査として、査
の基準適合検査 【各年度における評価】 59,479点
として、25,000 指標＝年度計画において規定され
点 ている検査件数の実施

平成18年度 25,000点
A:達成度合90%以上
B:達成度合50%以上90%未満
C:達成度合50%未満

ｃ．飼料中の病源 ｃ．飼料中の病原微生物の A◇飼料中の病原微生物の基準・規
微生物の基準・ 基準・規格適合検査とし格適合検査
規格適合検査と 【各年度における評価】 て、344点
して、250点 指標＝年度計画において規定され

ている検査件数の実施
平成18年度 250点
A:達成度合90%以上
B:達成度合50%以上90%未満
C:達成度合50%未満

ｄ．飼料中の肉骨 ｄ．飼料中の肉骨粉等の分 A◇飼料中の肉骨粉等の分析･鑑定
粉等の分析・鑑 【各年度における評価】 析・鑑定として、1,428点
定として、1,00 指標＝年度計画において規定され
0点 ている検査件数の実施
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平成18年度 1,000点
A:達成度合90%以上
B:達成度合50%以上90%未満
C:達成度合50%未満

モニタリング検 モニタリング検 モニタリング検査結果につ A◇モニタリング検査結果の取りま
査結果は、事業年 査結果は、事業年 いては、事業年度ごとに取り (8点/8点)とめ等
度ごとに取りまと 度ごとに取りまと 【各年度における評価】 まとめ、ホームページに公表
め、ホームページ め、ホームページ 指標＝以下に掲げる事項の評価点 した。このうち特に広域的に
に公表するととも に公表するととも 数の合計 流通する主要な輸入飼料穀物
に、このうち特に に、このうち特に や乾牧草等の有害物質等によ
広域的に流通する 広域的に流通する 以下に掲げる事項の評価点数の る汚染状況については、四半
主要な輸入飼料穀 主要な輸入飼料穀 区分は以下のとおりとする。 期ごとに取りまとめて公表し
物や乾牧草等の有 物や乾牧草等の有 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 た。
害物質等による汚 害物質等による汚 価：０点 なお、このうち農林水産省
染状況について 染状況について が策定する「サーベイランス
は、四半期ごとに は、四半期ごとに A:満点×90%以上 ・モニタリング計画」に含ま
取りまとめて公表 取りまとめて公表 B:満点×50%以上かつ満点× 90% れる有害化学物質／品目につ
する。 する。 未満 いての検査を実施する際は、

なお、このうち なお、このうち なお、このうち C:満点×50%未満 農林水産省が定めている「サ
農林水産省が策定 農林水産省が策定 農林水産省が策定 ーベイランス・モニタリング
する「サーベイラ する「サーベイラ する「サーベイラ ｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち の計画・実施及び結果の評価

」ンス・モニタリン ンス・モニタリン ンス・モニタリン 評価を行う事項数｣×2点 ・公表に関するガイドライン
グ計画」に含まれ グ計画」に含まれ グ計画」に含まれ （平成１７年６月７日付け
る有害化学物質／ る有害化学物質／ る有害化学物質／ ・事業年度ごとに取りまとめてホ １７消安第２３３０号農林水 A
品目についての検 品目についての検 品目についての検 ームページに公表 産省消費・安全局長通知）に
査を実施する際 査を実施する際 査を実施する際 ・広域的に流通する主要な輸入飼 従って迅速かつ的確に行い、 A
は、農林水産省が は、農林水産省が は、農林水産省が 料穀物や乾牧草等の有害物質等 その結果を農林水産省に報告
定めている「サー 定めている「サー 定めている「サー による汚染状況の四半期ごとの した。
ベイランス・モニ ベイランス・モニ ベイランス・モニ 取りまとめ
タリングの計画・ タリングの計画・ タリングの計画・ ・ サーベイランス･モニタリング A「
実施及び結果の評 実施及び結果の評 実施及び結果の評 計画・実施及び結果の評価･公
価・公表に関する 価・公表に関する 価・公表に関する 表に関するガイドライン」に従
ガイドライン 平 ガイドライン 平 ガイドライン 平 った実施」（ 」（ 」（
成１７年６月７日 成１７年６月７日 成１７年６月７日 ・農林水産省への結果報告の実施 A
付け１７消安第 付け１７消安第 付け１７消安第
２３３０号農林水 ２３３０号農林水 ２３３０号農林水 上記の各事項について、各年度
産省消費・安全局 産省消費・安全局 産省消費・安全局 の年度計画において設定されてい
長通知）に従って 長通知）に従って 長通知）に従って る具体的目標に基づき、達成度を
迅速かつ的確に行 迅速かつ的確に行 迅速かつ的確に行 評価することとし、その評価方法
い、その結果を農 い、その結果を農 い、その結果を農 は以下のとおりとする 。。
林水産省に報告す 林水産省に報告す 林水産省に報告す A:計画どおり達成した
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る。 る。 る。 B:概ね計画どおり達成した
C:計画どおり達成できなかっ
た

(ｲ) 抗菌性飼料添加 (ｲ) 抗菌性飼料添加 (ｲ) 抗菌性飼料添加 (ｲ) 畜産農家等における抗菌 A◇耐性菌モニタリング調査
物を含有する飼料 物を含有する飼料 物を含有する飼料 【各年度における評価】 性飼料添加物の耐性菌発現
の適正使用に資す の適正使用に資す の適正使用に資す 指標＝年度計画において規定され モニタリング調査を動物医
るため、畜産農家 るため、畜産農家 るため、畜産農家 ている調査の実施、取りまと 薬品検査所及び４７都道府
等における抗菌性 等における抗菌性 等における抗菌性 め及び公表 県と連携して調査を実施し
飼料添加物の耐性 飼料添加物の耐性 飼料添加物の耐性 た。また、その結果を取り
菌発現モニタリン 菌発現モニタリン 菌発現モニタリン A:計画どおり達成した まとめるため、動物医薬品
グ調査を動物医薬 グ調査を動物医薬 グ調査を動物医薬 B:概ね計画どおり達成した 検査所と共同で作業を実施
品検査所及び都道 品検査所及び都道 品検査所及び都道 C:計画どおり達成できなかっ した。
府県と連携して実 府県と連携して実 府県と連携して実 た なお、本調査の耐性菌発
施し、その結果を 施し、その結果を 施し、取りまとめ 現状況結果は家畜衛生週報
事業年度ごとに取 事業年度ごとに取 て公表する。 （農林水産省消費・安全局
りまとめて公表す りまとめて公表す 畜水産安全管理課・動物衛
る。 る。 生課発行）に掲載予定であ

る。

ウ 飼料の使用に起因 ウ 飼料の使用に起因 ウ 飼料の使用に起因 ウ 飼料の使用に起因する家畜 A○飼料の使用に起因する家畜被害
する家畜被害発生時 する家畜被害発生時 する家畜被害発生時 被害発生時等の対応発生時等の対応
の対応 等の対応 等の対応 飼料の使用に起因する有害
飼料の使用に起因 飼料の使用に起因 飼料の使用に起因 【各年度における評価】 畜産物の生産若しくは家畜等

する有害畜産物の生 する有害畜産物の生 する有害畜産物の生 指標＝有害な飼料の流通実態、原 の被害発生又は有害な飼料の
産若しくは家畜等の 産若しくは家畜等の 産若しくは家畜等の 因究明等のための検査等の実 流通が確認された場合におけ
被害の発生又は有害 被害の発生又は有害 被害の発生又は有害 施 る被害の拡大等を確実に防止
な飼料の流通が確認 な飼料の流通が確認 な飼料の流通が確認 する観点から農林水産省及び
された場合に被害の された場合に被害の された場合に被害の （必要がなかった場合は、本項目 都道府県等と連携し、次に掲
拡大等を確実に防止 拡大等を確実に防止 拡大等を確実に防止 の評価は行わない ） げる事項について迅速かつ適。
する観点から、農林 する観点から、農林 する観点から、農林 切に対応した。
水産省、都道府県等 水産省、都道府県等 水産省及び都道府県 A:計画どおり達成した ・エンドファイト毒素による
と連携して有害な飼 と連携して迅速かつ 等と連携して迅速か B:概ね計画どおり達成した 中毒が疑われる家畜被害の
料の流通実態の把 適切に有害な飼料の つ適切に有害な飼料 C:計画どおり達成できなかった 原因究明のため、給与した
握、原因の究明等を 流通実態の把握、原 の流通実態の把握、 輸入乾牧草等の分析を実施
行う。 因の究明等を行うた 原因の究明等を行う した（１４件、２１点 。）

め必要な検査等を行 ため必要な検査等を ・ジゼロシン中毒が疑われる
う。また、迅速かつ 行う。また、迅速か 事例の原因究明のため、飼

（ 、適切に行うために つ適切に行うために 料の分析を実施した １件
「緊急時対応マニュ 「緊急時対応マニュ １点 。）
アル（仮 」の整備 アル（仮称 」の整 また、家畜被害等発生時の） ）
を行う。 備を行う。 対応については 「立入検査、、
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収去した飼料等の試験の実施
及び違反が判明した場合に取
るべき措置等の手続きに関す
る手順書の策定について」を
緊急時の対応マニュアルとし
ても活用するため、農林水産
省から示された措置指針に基
づいて改正し、インターネッ
トＶＰＮ等を活用した報告の
迅速化等に対する整備を実施
した。

エ 標準品等の指定 エ 標準品等の指定 エ 標準品等の指定 エ 標準品等の指定 A○標準品等の指定
飼料及び飼料添加 飼料及び飼料添加 必要に応じて常用 【各年度における評価】 ２種類の抗生物質について (4点/4点)

物の成分規格等に関 物の成分規格等に関 標準品の指定を行う 指標＝以下に掲げる事項の評価点 常用標準品の指定を行い、計
する省令（昭和５１ する省令（昭和５１ とともに、常用標準 数の合計 １９種類の常用標準品６０９
年農林省令第３５ 年農林省令第３５ 品の配布について 本について、申請を受理した
号）の規定に基づく 号）の規定に基づく は、事務処理の迅速 以下に掲げる事項の評価点数の 日から７業務日以内に配布し
抗生物質の常用標準 抗生物質の常用標準 化により申請を受理 区分は以下のとおりとする。 た。
品（抗菌性物質の力 品（抗菌性物質の力 した日から業務日数 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評
価を定めるための標 価を定めるための標 で７日以内に行う。 価：０点
準として、検査所が 準として、検査所が
指定する特定製造番 指定する特定製造番 A:満点×90%以上
号の抗菌性物質をい 号の抗菌性物質をい B:満点×50%以上かつ満点× 90%
う ）は、少なくと う ）は、抗生物質 未満。 。
も２年に１回以上指 の試験に支障を生じ C:満点×50%未満
定を行う。 ることのないよう留

意するとともに、少 ｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち
なくとも２年に１回 評価を行う事項数｣×2点
以上指定を行う。

なお、常用標準品 なお、常用標準品 ・抗生物質の常用標準品の指定 A
の配布は、申請を受 の配布については、 (作成の必要がなかった年度に
理した日から業務日 事務処理の迅速化に ついては、本事項は評価しな
数で７日以内に行 より申請を受理した い ）。
う。 日から業務日数で７ ・申請を受理した日から７業務日 A

日以内に行う。 以内の配布(申請がなかった年
度については、本事項は評価し
ない ）。

上記の各事項について、各年度
の年度計画において設定されてい
る具体的目標に基づき、達成度を
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評価することとし、その評価方法
は以下のとおりとする。
①年度計画において数値目標が定
められている項目
A:達成度合100%以上
B:達成度合70%以上100%未満
C:達成度合70%未満
②年度計画において定性的目標が
定められている項目
A:計画どおり達成した
B:概ね計画どおり達成した
C:計画どおり達成できなかった

オ 調査研究 オ 調査研究 オ 調査研究 オ 調査研究 A○調査研究
飼料の安全性及び 飼料の安全性及び 農林水産省等から 【各年度における評価】 飼料の安全性及び品質を向

品質を向上させるた 品質を向上させるた の下記委託事業につ 指標＝年度計画において規定され 上させるため、次に掲げる調
め、必要に応じて飼 め、飼料の安全性及 いて調査研究を行う ている飼料の安全性及び品質 査を実施し、結果を取りまと
料の安全性及び品質 び品質改善に関する とともに、緊急時等 に関するる調査研究の実施及 めた。
に関する調査等を実 調査等のうち専門的 の農林水産省からの び取りまとめ また、実施に当たっては農
施し、調査結果を取 ・技術的事項に重点 要請を優先して、調 林水産省から要請された農薬
りまとめる。 化し、農林水産省の 査研究を行い、調査 A:計画どおり達成した ８成分（イミダクロプリド、

、 、要請を優先して実施 結果を取りまとめ B:概ね計画どおり達成した カルタップ カルベンダジム
し、調査結果を取り る。 C:計画どおり達成できなかった チオシクラム、チオファネー
まとめる。 ａ．飼料中のダイ トメチル、トラロメトリン、

、 ）オキシン型物質 トリシクラゾール ベノミル
のスクーリンニ の分析法の開発を優先し、そ
ング分析手法の の結果を取りまとめて報告し
開発 た。
ｂ．エンドファイ ａ．農林水産研究高度化事業
ト毒素の牛に対 「飼料中のダイオキシン型
する影響及び畜 物質のスクリーニング分析
産物残留性の解 手法の開発 （平成１７年度」
明 から継続）に参画、飼料原
ｃ．飼料及び堆肥 料（魚油、魚粉、動物性油
に残留する除草 脂及び肉骨粉）３６検体の
剤の簡易判定法 の収集及び分析並びに中核
と被害軽減対策 機関である動物衛生研究所
の確立 への検体の提供及び結果の
ｄ．自給飼料のマ 報告
イコトキシン汚 b 農林水産研究高度化事業 エ． 「
染実態調査と簡 ンドファイト毒素の牛への
易分析法の確立 影響及び畜産物残留性の検
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」（ ）ｅ．麦類等のかび 討 平成１７年度から継続
毒汚染実態調査 に参画、飼養試験に用いた
ｆ．動物由来たん 乾牧草中のロリトレムＢ
白質の検出法 E １１４点及び飼養試験終了（
LISA法及びｲﾑﾉｸ 後の牛組織中のロリトレム
ﾛﾏﾄ法）の開発 Ｂ９０点の分析並びに中核

機関である動物衛生研究所
への結果報告

ｃ．農林水産研究高度化事業
飼料及び堆肥に残留す「

る除草剤の簡易判定法と
」に参被害軽減対策の確立

画、飼料用乾牧草中の残留
除草剤クロピラリドの分析
法の確立

ｄ．農林水産省委託プロジェ
クト研究「自給飼料のマイ
コトキシン汚染実態調査と
簡易分析方法 」に参の確立
画、デオキシニバレノール
及びゼアラレノンの簡易分
析法の確立並びに飼料から
検出されるマイコトキシン
の種類と圃場内及びサイロ
内における検出状況の調査
の実施並びに中核機関であ
る動物衛生研究所への結果
報告

ｅ．厚生労働省との共同研究
に参画、麦類等のかび毒汚
染実態調査として２種類の
かび毒、オクラトキシンＡ
５０点（コーングリッツ５
点、ポップコーン５点、ラ

、 ）イ麦１０点 小麦粉３０点
１ ２及びフモニシンＢ 及びＢ

（ 、各３０点 雑穀米１０点
コーンスターチ５点、コー
ングリッツ及びコーンフラ
ワー１５点）を分析

ｆ．動物由来たん白質の検出
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法の開発
① 動物由来たん白質等の
検出法として、豚肉骨粉
検査分析用のＥＬＩＳＡ
法（ＭＥＬＩＳＡ－ＴＥＫ
キット)の共同分析を１６
試験室で実施、チキンミ
ール及びフェザーミール
への適用拡大及び日本食
品衛生学会学術講演会で
結果を発表
② 平成１８年度農林水産
省委託事業に参画、牛由
来たん白質検出用イムノ

（ ）クロマトキット 試作品
の評価試験の実施及び結
果の報告
③ ㈱森永生科学研究所と
の共同研究に参画、非特
異反応除去した改良キッ
トの開発及び評価試験の
実施並びに飼料分析基準
検討会に結果報告

カ 牛海綿状脳症の発 カ 牛海綿状脳症の発 カ 牛海綿状脳症の発 カ 牛海綿状脳症の発生防止の A○牛海綿状脳症の発生防止のため
生防止のための対応 生防止のための対応 生防止のための対応 ための対応の対応
我が国において牛 我が国において牛 我が国において牛 【各年度における評価】

海綿状脳症が発生し 海綿状脳症が発生し 海綿状脳症が発生し 指標＝年度計画において規定され 牛海綿状脳症の発生防止を
たことを踏まえ、牛 たことを踏まえ、牛 たことを踏まえ、牛 ている牛海綿状脳症の発生に 万全なものとするため、次に
海綿状脳症の発生防 海綿状脳症の発生防 海綿状脳症の発生防 関する感染源及び感染経路の 掲げる調査を実施した。
止を万全なものとす 止を万全なものとす 止を万全なものとす 究明のための調査 a．２４例目に係る発生農家等
るため、牛海綿状脳 るため、牛海綿状脳 るため、牛海綿状脳 への飼養状況に関する現地
症の発生に関する感 症の発生に関する感 症の発生に関する感 （必要に応じて本項目の評価は行 調査 職員１名を２日間派
染源及び感染経路の 染源及び感染経路の 染源及び感染経路の わない ） 遣。
究明のための国内及 究明のための国内及 究明のための国内及 b．牛海綿状脳症の感染源及び
び海外の飼料工場等 び海外の飼料工場等 び海外の飼料工場等 A:実施した 感染経路の調査に係る立入
に対する飼料の流通 に対する飼料の流通 に対する飼料の流通 C:実施しなかった 調査 職員１名を１日間派
経路等の調査を必要 経路等の調査を必要 経路等の調査を必要 遣
に応じて行う。 に応じて行う。 に応じて行う。 c．牛海綿状脳症の感染源及び

感染経路の究明に係る飼料
用動物性油脂の調査

d．牛海綿状脳症の感染源等に
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関する疫学検討に係るケー
スコントロール調査の一環
として実施した畜産農家の
飼料使用実態に関する聞き
取り調査 １３５件実施

(2) 飼料及び飼料添加物 (2) 飼料及び飼料添加物 (2) 飼料及び飼料添加物 (2) 飼料及び飼料添加物の検定及(2) 飼料及び飼料添加物の検定
の検定及び表示に関す の検定及び表示に関す の検定及び表示に関す び表示に関する業務及び表示に関する業務
る業務 る業務 る業務
特定飼料等のうち飼 特定飼料等のうち飼 特定飼料等のうち飼 特定飼料等のうち飼料添加物の A○検定及び表示
料添加物の検定及び表 料添加物の検定及び表 料添加物の検定及び表 【各年度における評価】 検定及び表示業務４３９件を適 (4点/4点)
示の業務は、申請のあ 示の業務を適正に実施 示の業務を適正に実施 指標＝以下に掲げる事項の評価点 正に実施した。さらに、インタ
った日から業務日数で する。当該業務は、事 する。当該業務は、事 数の合計 ーネットＶＰＮを用いた台帳等
２０日以内に処理す 務処理の効率化により 務処理の効率化により 管理による事務処理等の効率化
る。 申請を受理した日から 申請を受理した日から （申請がなかった場合は本項目の により申請のあった日から２０

業務日数で２０日以内 業務日数で２０日以内 評価は行わない ） 業務日以内に全て処理した。。
に処理する。 に処理する。

以下に掲げる事項の評価点数の
区分は以下のとおりとする。
Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評
価：０点

A:満点×90%以上
B:満点×50%以上かつ満点× 90%
未満
C:満点×50%未満

｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち
評価を行う事項数｣×2点

・飼料添加物の検定及び表示の業 A
務の適正実施
・申請のあった日から20業務日以 A
内の処理

各年度の年度計画において設定
されている具体的目標に基づき、
達成度を評価することとし、その
評価方法以下のとおりとする上記
の各事項について、評価方法は以
下のとおりとする。
①年度計画において数値目標が定
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められている項目
A:達成度合90%以上
B:達成度合50%以上90%未満
C:達成度合50%未満
②年度計画において定性的目標が
定められている項目
A:計画どおり達成した
B:概ね計画どおり達成した
C:計画どおり達成できなかった

(3) 飼料について登録検 (3) 飼料について登録検 (3) 飼料について登録検 (3) 飼料について登録検定機関が(3) 飼料について登録検定機関
定機関が行う検定に関 定機関が行う検定に関 定機関が行う検定に関 行う検定に関する技術上の指導が行う検定に関する技術上の
する技術上の指導等の する技術上の指導等の する技術上の指導等の 等の業務指導等の業務
業務 業務 業務
登録検定機関の行う 登録検定機関の行う 登録検定機関の行う 登録検定機関の行う検定業務 A○検定に関する技術上の指導等
検定業務の適切な実施 検定業務の適切な実施 検定業務の適切な実施 【各年度における評価】 の適切な実施に資するため､検定 (8点/8点)
に資するため、検定実 に資するため、検定実 に資するため、検定実 指標＝以下に掲げる事項の評価点 実績のあった登録検定機関（２
績のある登録検定機関 績のある登録検定機関 績のある登録検定機関 数の合計 機関）に対して分析技術の維持
に対して毎年１回調査 に対して毎年１回調査 に対して年１回調査を 状況を調査し、技術的な指導を
を実施するとともに、 を実施するとともに、 実施するとともに、必 以下に掲げる事項の評価点数の 行った。
検定の精度管理等につ 必要に応じて検定の精 要に応じて検定の精度 区分は以下のとおりとする。 また、検定業務に係る技術水
いて技術的な指導を行 度管理等について技術 管理等について技術的 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､ 準の維持・向上を図るため、共
う。 的な指導を行う。 な指導を行う。 Ｃ評価：０点 通試料を用いた登録検定機関の

また、登録検定機関 また、登録検定機関 技術水準の確認試験を延べ７機
を対象として共通試料 を対象として共通試料 A:満点×90%以上 関の１０事業所に対して実施し
による共同試験を年１ による共同試験を年１ B:満点×50%以上かつ満点× 90% た。
回実施し、検定業務に 回実施し、検定業務に 未満 なお、検定機関の新規登録又
係る技術水準を確認す 係る技術水準を確認す C:満点×50%未満 は登録更新にあたり５機関７事
るとともに、必要に応 るとともに、必要に応 業所に対して技術上の調査を実
じて検査技術について じて検査技術について ｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち 施した。
技術的な指導を行う。 技術的な指導を行う。 評価を行う事項数｣×2点

・検定実績のある登録検定機関に A
対して年１回調査を実施
・検定の制度の管理等について技 A
術的な指導の実施(必要に応じ
て本項目の評価は行わない。)
・登録検定機関を対象とした共通 A
試料による共同試験の年１回実
施
・検査技術について技術的な指導 A
の実施(必要に応じて本項目の
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評価は行わない。)

各年度の年度計画において設定
されている具体的目標に基づき、
以下により評価を行う。
①年度計画において数値目標が定
められている項目
A:達成度合90%以上
B:達成度合50%以上90%未満
C:達成度合50%未満
②年度計画において定性的目標が
定められている項目
A:計画どおり達成した
B:概ね計画どおり達成した
C:計画どおり達成できなかった

(4) 飼料及び飼料添加物 (4) 飼料及び飼料添加物 (4) 飼料及び飼料添加物 (4) 飼料及び飼料添加物の製造設(4) 飼料及び飼料添加物の製造
の製造設備、製造管理 の製造設備、製造管理 の製造設備、製造管理 備、製造管理の方法等に関する設備、製造管理の方法等に関
の方法等に関する検査 の方法等に関する検査 の方法等に関する検査 検査等業務する検査等業務
等業務 等業務 等業務 A○飼料及び飼料添加物の製造設

(4点/4点)備、製造管理の方法等に関する
検査

【各年度における評価】
指標＝各小項目の評価点数の合計

各小項目の評価点数の区分は以
下のとおりとする。
Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評
価：０点

A:満点×90%以上
B:満点×50%以上かつ満点× 90%
未満
C:満点×50%未満

｢満点｣=｢以下に掲げる小項目のう
ち評価を行う事項数｣×2点

ア 特定飼料等製造業 ア 特定飼料等製造業 ア 特定飼料等製造業 ア 特定飼料等製造業者の登録 A◇特定飼料等製造業者の登録等の
者の登録等の申請に 者の登録等の申請に 者の登録等の申請に 等の申請に係る検査 (4点/4点)申請に係る検査
係る検査 係る検査 係る検査
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特定飼料等製造業 特定飼料等製造業 特定飼料等製造業 【各年度における評価】 特定飼料等製造業者の登録
者の登録等の申請に 者（外国特定飼料等 者（外国特定飼料等 指標＝以下に掲げる事項の評価点 に係る調査が平成 １９年３
係る検査について 製造業者を除く ） 製造業者を除く ） 数の合計 月に１件申請され、事務処理。 。
は、検査に要する標 の登録等の申請に係 の登録等の申請に係 は次年度に完了した。
準処理期間を中期計 る検査については、 る検査については、 （申請がなかった場合は、本項目
画に定め、当該標準 検査に要する標準処 検査に要する標準処 の評価は行わない ）。
処理期間内に検査を 理期間を業務日数で 理期間を業務日数で
終了するよう努め ５０日間と定め、事 ５０日間と定め、事 以下に掲げる事項の評価点数の
る。 務処理の効率化を図 務処理の効率化を図 区分は以下のとおりとする。

り、当該標準処理期 り、当該標準処理期 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､
間内に検査を終了す 間内に検査を終了す Ｃ評価：０点
るよう努める。 るよう努める。

A:満点×90%以上
B:満点×50%以上かつ満点× 90%
未満
C:満点×50%未満

｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち
評価を行う事項数｣×2点

・登録等の申請に係る検査の５０ A
業務日以内の終了
・事務処理の効率化 A

上記の各事項について、各年度
の年度計画において設定されてい
る具体的目標に基づき、達成度を
評価することとし、その評価方法
は以下のとおりとする。
①年度計画において数値目標が定
められている項目
A:達成度合90%以上
B:達成度合50%以上90%未満
C:達成度合50%未満
②年度計画において定性的目標が
定められている項目
A:計画どおり達成した
B:概ね計画どおり達成した
C:計画どおり達成できなかった

イ 規格設定飼料製造 イ 規格設定飼料製造 イ 規格設定飼料製造 イ 規格設定飼料製造業者の登 -◇規格設定飼料製造業者の登録等
業者の登録等の申請 業者の登録等の申請 業者の登録等の申請 録等の申請に係る検査の申請に係る検査
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に係る検査 に係る検査 に係る検査 規格設定飼料製造業者の登
規格設定飼料製造 規格設定飼料製造 規格設定飼料製造 【各年度における評価】 録等申請はなかった。

業者の登録等の申請 業者（外国規格設定 業者（外国規格設定 指標＝以下に掲げる事項の評価点
に係る検査について 飼料製造業者を除 飼料製造業者を除 数の合計
は、検査に要する標 く ）の登録等の申 く ）の登録等の申。 。
準処理期間を中期計 請に係る検査につい 請に係る検査につい （申請がなかった場合は、本項目
画に定め、当該標準 ては、検査に要する ては、検査に要する の評価は行わない ）。
処理期間内に検査を 標準処理期間を業務 標準処理期間を業務
終了するよう努め 日数で４０日間と定 日数で４０日間と定 以下に掲げる事項の評価点数の
る。 め、事務処理の効率 め、事務処理の効率 区分は以下のとおりとする。

化を図り、当該標準 化を図り、当該標準 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､
処理期間内に検査を 処理期間内に検査を Ｃ評価：０点
終了するよう努め 終了するよう努め
る。 る。 A:満点×90%以上

B:満点×50%以上かつ満点× 90%
未満
C:満点×50%未満

｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち
評価を行う事項数｣×2点

・登録等の申請に係る検査の40業 -
務日以内の終了
・事務処理の効率化 -

上記の各事項について、各年度
の年度計画において設定されてい
る具体的目標に基づき、達成度を
評価することとし、その評価方法
は以下のとおりとする。
①年度計画において数値目標が定
められている項目
A:達成度合90％以上
B:達成度合50%以上90％未満
C:達成度合50%未満
②年度計画において定性的目標が
定められている項目
A:計画どおり達成した
B:概ね計画どおり達成した
C:計画どおり達成できなかった

ウ 飼料等の製造・品 ウ 飼料等の製造・品 ウ 飼料等の製造・品 ウ 飼料等の製造・品質管理の A◇飼料等の製造・品質管理の高度
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質管理の高度化に関 質管理の高度化に関 質管理の高度化に関 高度化に関する検査 (14点化に関する検査
する検査 する検査 する検査 /14点)
(ｱ) 有害物質又は病 (ｱ) 有害物質又は病 (ｱ)有害物質又は病原 【各年度における評価】 (ｱ) 牛等用飼料に肉骨粉等が
原微生物による飼 原微生物による飼 微生物による飼料 指標＝以下に掲げる事項の評価点 混入することを防止するた
料の汚染及び反す 料の汚染及び反す の汚染及び反すう 数の合計 め、飼料等を製造する事業
う動物用飼料への う動物用飼料への 動物用飼料への肉 場４３２件に対して検査を
肉骨粉等の混入等 肉骨粉等の混入等 骨粉等の混入等に 以下に掲げる事項の評価点数の 実施し、肉骨粉等の交差汚
による有害な飼料 による有害な飼料 よる有害な飼料の 区分は以下のとおりとする。 染防止に係る製造・品質管
の流通を未然に防 の流通を未然に防 流通を未然に防止 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 理の高度化に係る技術的指
止する観点から、 止する観点から、 する観点から、飼 価：０点 導を行った。
飼料等の製造設 飼料等の製造設 料等の製造設備、 また、製造管理等の実施
備、製造・品質管 備、製造・品質管 製造・品質管理の A:満点×90%以上 状況を確認するチェックリ
理の方法等に関す 理の方法等に関す 方法等に関する検 B:満点×50%以上かつ満点× 90% ストを作成してデータベー
る検査を実施し、 る検査を実施し、 査を実施し、その 未満 ス化し、検査及び技術的指
その管理の高度化 その管理の高度化 管理の高度化に係 C:満点×50%未満 導の高度化に活用した。
に係る技術的指導 に係る技術的指導 る技術的指導を行 (ｲ) 収去品の検査の結果、基
を行う。 を行う。 う。 ｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち 準規格等に抵触する事例が

(ｲ) 収去品の検査の また、製造管理 また、製造管理 評価を行う事項数｣×2点 認められた８件について、
結果、基準規格等 等の状況をデータ 等の状況をデータ 製造・品質管理の方法等の
に抵触する事例等 ベース化し、技術 ベース化し、技術 ・飼料等の製造設備、製造・品質 改善に関する検査所の専門 A
が認められた場合 的指導の高度化に 的指導の高度化に 管理の方法等に関する検査の実 的知見からの技術的指導及
にあっては、製造 活用する。 活用する。 施 び情報の提供を行なった。
・品質管理の方法 (ｲ) 収去品の検査の (ｲ) 収去品の検査の ・飼料等の製造設備等の管理の高 (ｳ) 製造にあたり事前に農林 A
等の改善について 結果、基準規格等 結果、基準規格等 度化に係る技術的指導の実施 水産大臣の確認を要する動
技術的指導及び情 に抵触する事例等 に抵触する事例等 ・製造管理等の状況のデータベー 物由来たん白質及び動物性 A
報の提供を行う。 が認められた場合 が認められた場合 ス化の実施 油脂を製造する全ての事業

(ｳ) 牛海綿状脳症の にあっては、製造 にあっては、製造 ・製造･品質管理の方法等の改善 場について、製造・品質管 A
発生防止に万全を ・品質管理の方法 ・品質管理の方法 について技術的指導及び情報の 理状況を確認した。また、
期する観点から、 等の改善につい 等の改善につい 提供（必要がなかった場合は、 新たに大臣確認を受けた４５
動物由来たん白 て、検査所の専門 て、検査所の専門 本事項の評価は行わない ） 製造事業場をホームページ。
質、動物性油脂及 的知見から技術的 的知見から技術的 ・動物由来たん白質、動物性油脂 に公表した。 A
びペットフードの 指導及び情報の提 指導及び情報の提 及びペットフードの製造事業場 さらに、輸入魚粉等の製
製造事業場の製造 供を行う。 供を行う。 の製造設備、製造･品質管理方 造工程について農林水産大
設備、製造・品質 (ｳ) 牛海綿状脳症の (ｳ) 牛海綿状脳症の 法等に関する検査の実施 臣による確認制度が新たに
管理の方法等に関 発生防止に万全を 発生防止に万全を ・製造基準に適合するものである 導入されたことから、輸入 A
する検査を実施 期する観点から、 期する観点から、 と認めた製造事業場の公表 魚粉等の輸入業者及び輸入
し、製造基準に適 動物由来たん白 動物由来たん白 ・輸出飼料の製造事業場の製造設 先の製造事業場の管理状況 A
合するものである 質、動物性油脂及 質、動物性油脂及 備、製造･品質管理方法等に関 を５７６件確認した。
と認めた製造事業 びペットフードの びペットフードの する検査の実施（要請がなかっ ペットフード等の製造事
場を公表する。 製造事業場の製造 製造事業場の製造 た場合は、本事項の評価は行わ 業場からの申請に応じ製造

(ｴ) 飼料を海外に輸 設備、製造・品質 設備、製造・品質 ない ） 基準適合確認検査を１２件。
出する業者等から 管理の方法等に関 管理の方法等に関 実施し、製造基準に適合す
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の要請に基づき、 する検査を実施 する検査を実施 上記の各事項について、各年度 ると認めた事業場をホーム
当該飼料の製造事 し、製造基準に適 し、製造基準に適 の年度計画において設定されてい ページに公表した。
業場の製造設備、 合するものである 合するものである る具体的目標に基づき、達成度を (ｴ) 飼料を海外に輸出する業
製造・品質管理の と認めた製造事業 と認めた製造事業 評価することとし、その評価方法 者からの要請に基づき、動
方法等に関する検 場を公表する。 場を公表する。 は以下のとおりとする。 物検疫所の輸出証明書の発
査を実施し、輸出 (ｴ) 飼料を海外に輸 (ｴ) 飼料を海外に輸 A:計画どおり達成した 行要件となる肉骨粉等の使
先国の製造基準等 出する業者等から 出する業者等から B:概ね計画どおり達成した 用に関する製造基準適合確
への適否を確認す の要請に基づき、 の要請に基づき、 C:計画どおり達成できなかった 認検査を４４件実施した。
る。 当該飼料の製造事 当該飼料の製造事

業場の製造設備、 業場の製造設備、
製造・品質管理の 製造・品質管理の
方法等に関する検 方法等に関する検
査を実施し、輸出 査を実施し、輸出
先国の製造基準等 先国の製造基準等
への適否を確認す への適否を確認す
る。 る。

(5) (1)から(4)までの業 (5) (1)から(4)までの業 (5) (1)から(4)までの業 (5) (1)から(4)までの業務に附帯(5) (1)から(4)までの業務に附
務に附帯する業務 務に附帯する業務 務に附帯する業務 する業務帯する業務
ア 研修及び指導等 ア 研修及び指導等 ア 研修及び指導等 ア 研修及び指導等 A○研修及び指導等

【各年度における評価】 (8点/8点)
指標＝各小項目の評価点数の合計

各小項目の評価点数の区分は以
下のとおりとする。
Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評
価：０点

A:満点×90%以上
B:満点×50%以上かつ満点× 90%
未満
C:満点×50%未満

｢満点｣=｢以下に掲げる小項目のう
ち評価を行う事項数｣×2点

(ｱ) 飼料製造管理者 (ｱ) 飼料製造管理者 (ｱ) 飼料製造管理者 (ｱ) 受講希望者調査をもとに A◇飼料製造管理者講習会の開催 、
講習会の開催 講習会の開催 講習会の開催 【各年度における評価】 飼料製造管理者資格取得講
飼料の安全性の 飼料の安全性の 指標＝飼料製造管理者資格取得講 習会（６日間、１１０名）

向上に資する観点 向上に資する観点 飼料製造管理者 習会の実施 を実施した。
から、飼料製造管 から、飼料製造管 講習会の受講者数
理者講習会を２年 理者講習会を２年 の動向を勘案し （必要がなかった場合は、本事項
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に１回以上実施す に１回以上実施す て、必要に応じ実 の評価は行わない ）。
る。 る。 施する。

A:計画どおり達成した
C:計画どおり達成できなかった

(ｲ) 飼料の安全性及 (ｲ) 検査関係機関又 (ｲ) 検査関係機関又 (ｲ) 検査関係機関又は飼料製 A◇法令又は試験技術等の研修
び品質の向上に資 は飼料製造業者等 は飼料製造業者等 【各年度における評価】 造業者等の担当者に対して
するため、検査関 の担当者に対して の担当者に対して 指標＝法令又は試験技術等の研修 法令研修２４回（受講者数
係機関又は飼料製 法令又は試験技術 法令又は試験技術 の年１０回以上の実施 １,２０５名）試験技術等の
造業者等の担当者 等の研修を毎年１ 等の研修を１０回 研修１４回（受講者数２１
に対して法令又は ０回以上実施す 以上実施する。 A:10回以上実施 名）の計３８回実施した。
試験技術等の研修 る。 B:7回～9回実施
を実施する。 C:6回以下実施

(ｳ) 都道府県等の要 (ｳ) 都道府県又は飼 (ｳ) 都道府県又は飼 (ｳ) 都道府県等の要請に応じ A◇講師派遣 、
請に応じ、飼料の 料製造業者等の要 料製造業者等の要 【各年度における評価】 飼料の安全性の確保等に関
安全性及び品質に 請に応じ、飼料の 請に応じ、飼料の 指標＝都道府県等の要請に応じた する各種会議（１３回）へ

。関する各種会議へ 安全性及び品質に 安全性及び品質に 講師の派遣 講師を延べ１３名派遣した
講師を派遣する。 関する各種会議へ 関する各種会議へ

講師を派遣する。 講師を派遣する。 （要請がなかった場合は、本項目
の評価は行わない ）。

A:要請に応じ派遣した
B:概ね要請に応じ派遣した
C:要請に応じなかった

(ｴ) 国、関連団体等 (ｴ) 国、関連団体等 (ｴ) 国、関連団体等 (ｴ) 国、関連団体等が行う事 A◇国、関連団体等が行う事業検討
が行う事業検討委 が行う事業検討委 が行う事業検討委 業検討委員会等へ延べ５０委員会等へ参画
員会等へ参画し、 員会等へ参画し、 員会等へ参画し、 【各年度における評価】 回参画し、専門的・技術的
専門的・技術的見 専門的・技術的見 専門的・技術的見 指標＝事業検討委員会等への参画 見地からの協力を行った。
地からの協力を行 地からの協力を行 地からの協力を行 及び協力
う。 う。 う。

（国、関連団体等が行う事業検討
委員会等への参画依頼がなかった
場合は、本項目の評価は行わな
い ）。

A:参画し、協力を行った
B:概ね参画し、協力を行った
C:協力を行わなかった

イ 飼料及び飼料添加 イ 飼料及び飼料添加 イ 飼料及び飼料添加 イ 飼料及び飼料添加物の試験 A○飼料及び飼料添加物の試験等の
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物の試験等の受託 物の試験等の受託 物の試験等の受託 等の受託 (6点/6点)受託
飼料の安全性及び 飼料の安全性及び 飼料の安全性及び 【各年度における評価】

品質を向上させるた 品質の向上に資する 品質の向上に資する 指標＝以下に掲げる事項の評価点 飼料の安全性及び品質の向
、 、 、 、 、め、都道府県、畜産 観点から 都道府県 観点から 都道府県 数の合計 上に資する観点から都道府県

農家等からの飼料等 畜産農家等からの飼 畜産農家等からの飼 畜産農家等からの飼料等の依
の依頼分析について 料等の依頼分析につ 料等の依頼分析につ 以下に掲げる事項の評価点数の 頼分析については、３１件(５４
は、第３の２の(1) いては、第２の２の いては、業務に支障 区分は以下のとおりとする。 点)実施した。
から(3)まで及び(6) (1)から(3)まで及び のない範囲で実施す Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 また、実施に当たっては依
並びに第３の４の業 (6)並びに第２の４ る。 価：０点 頼分析の内容に応じて標準処
務に支障のない範囲 の業務に支障のない また、以下の依頼 理期間内に適切に処理した。
で実施する。 範囲で実施する。 分析の内容に応じて A:満点×90%以上 さらに、標準処理期間内に

また、以下の依頼 標準処理期間を定 B:満点×50%以上かつ満点× 90% 上記の依頼分析を適切に処理
検査の内容に応じて め、その期間内に適 未満 するため、分析法の開発等分
標準処理期間を定 切に処理する。 C:満点×50%未満 析技術の高度化及び事務手続
め、その期間内に適 きの合理化を図った。
切に処理する。 ｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち
(ｱ) 化学分析（(ｳ) (ｱ)化学分析（(ｳ)を 評価を行う事項数｣×2点
を除く ） 除く ）。 。

３０業務日 ３０業務日 （依頼がなかった場合は、当該事
(ｲ) 生物分析 (ｲ)生物分析 項の評価は行わない ）。

３０業務日 ３０業務日
(ｳ) ダイオキシン類 (ｳ)ダイオキシン類分 ・都道府県等からの依頼に応じた A
分析 ６０業務日 析 ６０業務日 依頼分析の実施
標準処理期間内に 標準処理期間内に ・化学分析についての３０業務日 A

適切に処理するた 上記の依頼分析を適 以内の実施
め、分析技術の高度 切に処理するため、 ・生物分析についての３０業務日 -
化、事務手続の合理 分析技術の高度化、 以内の実施
化を図る。 事務手続の合理化を ・ダイオキシン類分析についての -

図る。 ６０業務日以内の実施
・分析技術の高度化、事務手続き A
の合理化

上記の各事項について、各年度
の年度計画において設定されてい
る具体的目標に基づき、達成度を
評価することとし、その評価方法
は以下のとおりとする。
①年度計画において数値目標が定
められている項目
A:達成度合90%以上
B:達成度合50%以上90%未満
C:達成度合50%未満
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②年度計画において定性的目標が
定められている項目
A:計画どおり達成した
B:概ね計画どおり達成した
C:計画どおり達成できなかった

(6) 飼料安全法に基づく (6) 飼料安全法に基づく (6) 飼料安全法に基づく (6) 飼料安全法に基づく立入検査(6) 飼料安全法に基づく立入検
立入検査等業務 立入検査等業務 立入検査等業務 等業務査等業務
ア 立入検査及び質問 ア 立入検査及び質問 ア 立入検査及び質問 ア 立入検査及び質問の結果の A○飼料安全法の規定による立入検
の結果については、 の結果の報告につい の結果の報告につい 報告については、第１の１の (12点査、質問及び収去
立入検査の日から業 ては、立入検査の日 ては、立入検査の日 【各年度における評価】 （２）の業務運営の効率化に /12点)
務日数で３０日以内 から業務日数で３０ から業務日数で３０ 指標＝中期計画において規定され より立入検査実施後の事務処
に農林水産大臣に報 日以内に農林水産大 日以内に農林水産大 ている具体的目標達成のた 理等の迅速化を図り、立入検
告する。 臣に報告する。 臣に報告する。 め、以下に掲げる取組の評価 査の日から全て３０業務日以

。また、農林水産大 また、農林水産大 また、農林水産大 点数の合計 内に農林水産大臣に報告した
臣への報告までに要 臣への報告までに要 臣への報告までに要 また、立入検査等の結果の
する期間について する期間について する期間の短縮に資 以下に掲げる事項の評価点数の 農林水産大臣への報告につい
は、中期目標期間の は、中期目標期間の するため、インター 区分は以下のとおりとする。 ては、事務処理に係る既存の
最終年度までに業務 最終年度までに事務 ネットＶＰＮを活用 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 規程の改訂を行い、インター
日数で５日間短縮す 処理の効率化により して各事務所間の報 価：０点 ネットＶＰＮを活用した本部
る。 業務日数で５日間短 告を電子媒体で送付 及び各事務所間における報告

縮する。 することにより簡素 A:満点×90%以上 事務の簡素化等、報告に要す
化する。 B:満点×50%以上かつ満点× 90% る期間の短縮に努めた。

未満
C:満点×50%未満

｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち
評価を行う事項数｣×2点

【各年度における評価】
指標＝以下に掲げる事項の評価点
数の合計

以下に掲げる事項の評価点数の
区分は以下のとおりとする。
Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評
価：０点

A:満点×90%以上
B:満点×50%以上かつ満点× 90%
未満
C:満点×50%未満
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立入検査及び質問の結果の農林 A・
水産大臣への３０業務日以内の
報告
・立入検査及び質問の結果報告事 A
務処理の効率化

イ 収去品の試験結果 イ 収去品の試験結果 イ 収去品の試験結果 収去品の２０業務日以内の試験 イ 収去品の試験結果の報告に A・
については、飼料及 の報告については、 の報告については、 の実施 ついては、試験に要する標準
び飼料添加物の分析 飼料及び飼料添加物 飼料及び飼料添加物 試験の結果の農林水産大臣への 処理期間（２０業務日）内に A・
・鑑定試験に要する の分析・鑑定試験に の分析・鑑定試験に 試験終了後２０業務日以内の報 試験を終了するとともに、試
標準処理期間を中期 要する標準処理期間 要する標準処理期間 告 験終了後の事務処理等の迅速
計画に定め、当該標 を収去した日から業 を収去した日から業 収去品の試験結果の報告事務処 化を図ることにより、試験が A・
準処理期間内に終了 務日数で２０日間と 務日数で２０日間と 理の効率化 終了した日から全て２０業務
するよう努めるとと 定め、当該標準処理 定め、当該標準処理 日以内に農林水産大臣に報告
もに、試験が終了し 期間内に試験を終了 期間内に試験を終了 した。
た日から業務日数で するように努めると するように努めると また、収去品の試験結果の
２０日以内に農林水 ともに、試験が終了 ともに、試験が終了 農林水産大臣への報告につい
産大臣に報告する。 した日から業務日数 した日から業務日数 ては、事務処理に係る既存の
また、農林水産大 で２０日以内に農林 で２０日以内に農林 規程の改訂を行い、インター

臣への報告までに要 水産大臣に報告す 水産大臣に報告す ネットＶＰＮを活用した本部
する期間について る。 る。 及び各事務所間における報告
は、中期目標期間の また、農林水産大 また、農林水産大 事務の簡素化等、報告に要す
最終年度までに業務 臣への報告までに要 臣への報告までに要 る期間の短縮に努めた。
日数で５日間短縮す する期間について する期間の短縮に資
る。 は、中期目標期間の するため、インター

最終年度までに事務 ネットＶＰＮを活用
処理の効率化により して各事務所間の報
報告を業務日数で５ 告を電子媒体で送付
日間短縮する。 することにより簡素

化する。

ウ 収去品等の試験結 ウ 収去品等の試験結 ウ 収去品等の試験結 信頼性保証体制及び試験操作手 ウ 収去品等の試験結果の信頼 A・
果の信頼性を確保す 果の信頼性を確保す 果の信頼性を客観的 順書に基づいた円滑な試験の実 性を確保する観点から、信頼
る観点から、前期中 る観点から、前期中 に確保する観点か 施 性保証体制及び試験操作手順
期目標期間中に整備 期目標期間中に整備 ら、前期中期目標期 書に基づき試験を円滑に実施
した試験責任者、信 した試験責任者、信 間中に整備した試験 上記の各事項について、各年度 するとともに、本部および各
頼性保証部門等から 頼性保証部門等から 責任者、信頼性保証 の年度計画において設定されてい 地方事務所に対して試験結果
構成する信頼性保証 構成する信頼性保証 部門等から構成する る具体的目標に基づき、達成度を 報告書の査察を毎月実施(７９
体制及び試験操作手 体制及び試験操作手 信頼性保証体制及び 評価することとし、その評価方法 件)した。
順書に基づき、試験 順書に基づき、試験 試験操作手順書に基 は以下のとおりとする。 また、試験の精度を適正に
施設において試験を を円滑に実施する。 づき、試験を円滑に ①年度計画において数値目標が定 保つため、本部及び各地方事
円滑に実施する。 実施する。 められている項目 務所に対して次に掲げる外部
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また、試験の精度 A:達成度合90%以上 制度管理を実施した。
を適正に保つため、 B:達成度合50%以上90%未満 ・ＦＡＰＡＳ（英国）主催の
外部機関における精 C:達成度合50%未満 アフラトキシン類 １回
度管理を行い、信頼 ②年度計画において定性的目標が ・(財)食品薬品安全センター
性保証部門による試 定められている項目 主催のデオキシニバレノー
験の点検、確認を行 A:計画どおり達成した ル及びニバレノール ２回
う。 B:概ね計画どおり達成した ・(独)農業・食品産業技術総

C:計画どおり達成できなかった 合研究機構食品総合研究所
主催の精米中のカドミウム
１回

３ 土壌改良資材関係業務 ３ 土壌改良資材関係業務 ３ 土壌改良資材関係業務 ３ 土壌改良資材関係業務３ 土壌改良資材関係業務
(1) 土壌改良資材の検査 (1) 土壌改良資材の検査 (1) 土壌改良資材の検査 (1) 土壌改良資材の検査(1) 土壌改良資材の検査
ア 土壌改良資材の表 ア 土壌改良資材の表 ア 土壌改良資材の表 ア 土壌改良資材の表示の内容 A○土壌改良資材の表示の内容に関
示の内容に関係する 示の内容に関係する 示の内容に関係する に関係する品質の検査 (4点/4点)係する品質の検査
品質の検査 品質の検査 品質の検査 【各年度における評価】 (ｱ) 土壌改良資材の品質に関
(ｱ) 土壌改良資材の (ｱ) 土壌改良資材の (ｱ)土壌改良資材の品 指標＝以下に掲げる事項の評価点 する表示の内容が実際の品
品質に関する表示 品質に関する表示 質に関する表示の 数の合計 質と一致しているか否かに
の適正化を図るた の適正化を図るた 適正化を図るた ついての検査を３２件実施
め、品質に関する め、品質に関する め、品質に関する 以下に掲げる事項の評価点数の し、品質に関する表示の適
表示の内容が実際 表示の内容が実際 表示の内容が実際 区分は以下のとおりとする。 正化を図った。
の品質と一致して の品質と一致して の品質と一致して Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 (ｲ) 製造業者等における品質
いるか否かについ いるか否かについ いるか否かについ 価：０点 管理技術の向上等に資する
ての検査を実施す ての検査を実施す ての検査を実施す ため、集取品の試験結果の
る。 る。 る。 A:満点×90%以上 データベース３０件の作成

(ｲ) 製造業者等にお (ｲ) 製造業者等にお (ｲ)製造業者等におけ B:満点×50%以上かつ満点× 90% を引き続き行った。
ける品質管理技術 ける品質管理技術 る品質管理技術の 未満 なお、データの提供に関
の向上等に資する の向上等に資する 向上等に資するた C:満点×50%未満 する要請はなかった。
ため、集取品の検 ため、集取品の検 め、集取品の試験
査結果をデータベ 査結果をデータベ 結果のデータベー ｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち
ース化し、利用者 ース化し、利用者 スの作成を引き続 評価を行う事項数｣×2点
に提供する。 に提供する。 き行うとともに、

データベース化済
みのデータについ 表示の内容の実際の品質との一 A・
ては、要請に基づ 致に関する検査の実施
き利用者が活用し 集取品の試験結果のデータベー A・
得る形で提供す ス化
る。 利用者への提供の実施（要請が -・

なかった場合は本事項の評価は
行わない ）。

上記の各事項について、各年度
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の年度計画において設定されてい
る具体的目標に基づき、以下によ
り評価を行う。
A:計画どおり達成した
B:概ね計画どおり達成した
C:計画どおり達成できなかった

イ 土壌改良資材及び イ 土壌改良資材及び イ 土壌改良資材及び イ 土壌改良資材及びその原料 -○土壌改良資材及びその原料の試
その原料の試験の受 その原料の試験の受 その原料の試験の受 の試験の受託験の受託
託 託 託
土壌改良資材の品 土壌改良資材の品 土壌改良資材の品 【各年度における評価】 土壌改良資材の試験の依頼

質保全に資するた 質保全に資するた 質保全に資するた 指標＝以下に掲げる事項の評価点 はなかった。
め、都道府県、農業 め、都道府県、農業 め、都道府県、農業 数の合計
者等から依頼を受け 者等から依頼を受け 者等からの依頼試験
て土壌改良資材等の て土壌改良資材等の については、業務に （依頼がなかった場合は、本項目
試験を実施するとと 試験を極力実施する 支障のない範囲で実 の評価は行わない ）。
もに、検査所におい こととし、定められ 施することとし、次
て試験の内容に応じ た次に掲げる標準処 に掲げる標準処理期 以下に掲げる事項の評価点数の
て標準処理期間を定 理期間内に適切に処 間内に適切に処理す 区分は以下のとおりとする。
め、当該標準処理期 理する。 る。 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評
間内に適切に処理す (ｱ) 一般試験 (ｱ) 一般試験 価：０点
る。 ３０業務日 ３０業務日

(ｲ) ＶＡ菌根菌資材 (ｲ) ＶＡ菌根菌資材 A:満点×90%以上
試験 ６０業務日 試験 ６０業務日 B:満点×50%以上かつ満点× 90%

未満
C:満点×50%未満

｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち
評価を行う事項数｣×2点

都道府県等からの依頼に応じた -・
依頼試験の実施
試験内容ごとの標準処理期間内 -・
の処理

上記の各事項について、各年度
の年度計画において設定されてい
る具体的目標に基づき、達成度を
評価することとし、その評価方法
は以下のとおりとする。
①年度計画において数値目標が定
められている項目
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A:達成度合90％以上
B:達成度合50%以上90％未満
C:達成度合50%未満
②年度計画において定性的目標が
定められている項目
A:計画どおり達成した
B:概ね計画どおり達成した
C:計画どおり達成できなかった

(2) (1)の業務に附帯す (2) (1)の業務に附帯す (2) (1)の業務に附帯す (2) (1)の業務に附帯する業務 -(2) (1)の業務に附帯する業務
る業務 る業務 る業務
土壌改良資材の品質 土壌改良資材の品質 土壌改良資材の品質 製造業者及び分析業者等を対○研修及び指導等

。に関する表示の適正化 に関する表示の適正化 に関する表示の適正化 【各年度における評価】 象とする研修の要請はなかった
の確保及び品質検査技 の確保及び品質検査技 の確保及び品質検査技 指標＝以下に掲げる事項の評価点
術の向上を図るため、 術の向上を図るため、 術の向上を図るため、 数の合計
製造業者及び分析業者 製造業者及び分析業者 製造業者及び分析業者
等を対象として、要請 等を対象として、要請 等を対象として、要請 （要請がなかった場合は、本項目
に応じて研修等を実施 に応じて研修等を実施 に応じて研修等を実施 の評価は行わない ）。
する。 する。 する。
また、研修受講者、 また、研修受講者、 また、研修受講者、 以下に掲げる事項の評価点数の
会議主催者等に対して 会議主催者等に対して 会議主催者等に対して 区分は以下のとおりとする。
研修又は講義の内容に 研修又は講義の内容に 研修又は講義の内容に Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評
ついてアンケート等を ついてアンケート等を ついてアンケート等を 価：０点
実施し、その結果を評 実施し、その結果を評 実施し、その結果を評
価することにより研修 価することにより研修 価することにより研修 A:満点×90%以上
又は講義の内容の改善 又は講義の内容の改善 又は講義の内容の改善 B:満点×50%以上かつ満点× 90%
を図る。 を図る。 図る。 未満

C:満点×50%未満

｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち
評価を行う事項数｣×2点

研修の実施 -・
アンケート等の実施 -・
アンケート結果の評価に基づく -・
研修又は講義の内容の改善

上記の各事項について、各年度
の年度計画において設定されてい
る具体的目標に基づき、以下によ
り評価を行う。
A:計画どおり達成した
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B:概ね計画どおり達成した
C:計画どおり達成できなかった

(3) 地力増進法に基づく (3) 地力増進法に基づく (3) 地力増進法に基づく (3) 地力増進法に基づく立入検査(3) 地力増進法に基づく立入検
査立入検査 立入検査 立入検査

地力増進法に基づく 地力増進法に基づく 地力増進法に基づく 地力増進法に基づく立入検査 A○地力増進法の規定による立入検
立入検査を行うに当た 立入検査を行うに当た 立入検査を行うに当た については、過去５カ年間の立 (4点/4点)査
っては、農林水産大臣 っては、農林水産大臣 っては、農林水産大臣 【各年度における評価】 入検査結果を踏まえ、表示が不
の指示に従い適正に実 の指示に従い適正に実 の指示に従い適正に実 指標＝中期計画において規定され 適切な製造業者、新規業者等３２
施するとともに、立入 施するとともに、立入 施するとともに、立入 ている結果報告の短縮達成の 件に対する立入検査業務の重点
検査の結果の報告につ 検査の結果の報告につ 検査の結果の報告につ ため、以下に掲げる取組の評 化を図り、効率的かつ効果的に
いては、中期目標期間 いては、中期目標期間 いては、農林水産大臣 価点数の合計 実施した。また、結果の報告に
中に、農林水産大臣の 中に、農林水産大臣の の指示から報告までに ついては、稟議手続きの合理化
指示から報告までに要 指示から報告までに要 要する期間を、ＶＡ菌 以下に掲げる事項の評価点数の 等を行い、平成１７年度を基準
する期間を、ＶＡ菌根 する期間を、ＶＡ菌根 根菌資材を除き、平成 区分は以下のとおりとする。 として５業務日短縮し３５日以
菌資材を除き、３０業 菌資材を除き、３０業 １７年度を基準として Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 内に報告し、事務処理の効率化
務日に短縮する。 務日に短縮する。 ５業務日短縮するた 価：０点 図った。

め、集中的な検査と同
資材の集中試験による A:満点×90%以上
迅速化とともに、稟議 B:満点×50%以上かつ満点× 90%
手続きの合理化等事務 未満
処理の効率化の検討を C:満点×50%未満
行う。

｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち
評価を行う事項数｣×2点

農林水産大臣の指示に従い適正 A・
に実施
・報告期間の短縮 A
平成18年度５業務日の短縮
(平成17年度：40業務日)
上記の各事項について、各年度
の年度計画において設定されてい
る具体的目標に基づき、達成度を
評価することとし、その評価方法
は以下のとおりとする。
①年度計画において数値目標が定
められている項目
A:達成度合90％以上
B:達成度合50%以上90％未満
C:達成度合50%未満
②年度計画において定性的目標が
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定められている項目
A:計画どおり達成した
B:概ね計画どおり達成した
C:計画どおり達成できなかった

４ カルタへナ担保法関係 ４ カルタヘナ担保法関係 ４ 遺伝子組換え生物等の ４ 遺伝子組換え生物等の使用等の４ 遺伝子組換え生物等の使用等
業務 業務 使用等の規制による生物 規制による生物の多様性の確保にの規制による生物の多様性の確

の多様性の確保に関する 関する法律（以下「カルタヘナ担保に関する法律関係業務
法律（以下「カルタヘナ 保法」という ）関係業務。
担保法」という ）関係。
業務

遺伝子組換え生物等の カルタヘナ担保法第３ カルタヘナ担保法第３ カルタヘナ担保法第３２条に規 -○遺伝子組換え生物等の使用等の
使用等の規制による生物 ２条の規定に基づき、同 ２条の規定に基づき、同 程に基づく、同条第２項の農林水規制による生物の多様性の確保
の多様性の確保に関する 条第２項の農林水産大臣 条第２項の農林水産大臣 産大臣の指示はなかった。に関する法律関係業務
法律（平成１５年法律第 の指示に従い、立入り、 の指示に従い、立入り、 【各年度における評価】
９７号）第３２条の規定 質問、検査及び収去を的 質問、検査及び収去を的 指標＝以下に掲げる事項の評価点
に基づき、同条第２項の 確に実施し、その結果を 確に実施し、その結果を 数の合計
農林水産大臣の指示に従 速やかに農林水産大臣に 速やかに農林水産大臣に
い、立入り、質問、検査 報告する。 報告する。 （指示がなかった場合は、本項目
及び収去を的確に実施 の評価は行わない ）。
し、その結果を速やかに
農林水産大臣に報告す 以下に掲げる事項の評価点数の
る。 区分は以下のとおりとする。

Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評
価：０点

A:満点×90%以上
B:満点×50%以上かつ満点× 90%
未満
C:満点×50%未満

｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち
評価を行う事項数｣×2点

農林水産大臣の指示に基づく立 -・
入検査の的確な実施
立入検査結果の農林水産大臣へ -・
の速やかな報告

上記の各事項について、各年度
の年度計画において設定されてい
る具体的目標に基づき、以下によ
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り評価を行う。
A:計画どおり達成した
B:概ね計画どおり達成した
C:計画どおり達成できなかった

５ 消費者等への情報提供 ５ 消費者等への情報提供 ５ 消費者等への情報提供 ５ 消費者等への情報提供５ 消費者等への情報提供
肥料、飼料及び飼料添 国民の食品の安全性に 国民の食品の安全性に 国民の食品の安全性に対する関 A○消費者等への情報提供

加物並びに土壌改良資材 対する関心の高まりに対 対する関心の高まりに対 【各年度における評価】 心の高まりを踏まえ、登録申請に (8点/8点)
の登録、分析結果等につ 応し、肥料、飼料及び飼 応し、肥料、飼料及び飼 指標＝以下に掲げる事項の評価点 係る肥料原料や材料のデータベー
いて、データベース化を 料添加物並びに土壌改良 料添加物並びに土壌改良 数の合計 ス化、肥料、飼料及び飼料添加物
図るとともに、これらの 資材の登録や分析結果等 資材の登録や分析結果等 並びに土壌改良資材の検査結果等
資材の安全性に係る情報 についてデータベース化 についてデータベース化 以下に掲げる事項の評価点数の のデータベース化を実施した。
等を、ホームページ等に を図るとともに、これら を図るとともに、これら 区分は以下のとおりとする。 また、ホームページによる情報

、 、 、より、消費者、農業者、 の資材の安全性に係る情 の資材の安全性に係る情 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 提供については 消費者 農業者
生産業者等へ幅広く、積 報等を、ホームページ等 報等を、ホームページ等 価：０点 生産業者等の関心の高い情報（肥
極的に提供するととも で消費者、農業者、生産 で消費者、農業者、生産 料の登録の概略や食品のポジティ
に、問合せ等に的確に対 業者等へ幅広く、積極的 業者等へ幅広く、積極的 A:満点×90%以上 ブリスト導入による飼料の対応な
応する。 に情報を提供するととも に提供する方法を検討す B:満点×50%以上かつ満点× 90% ど）を迅速かつ分かりやすい形で

に、問合せ等に的確に対 るとともに、問合せ等に 未満 トップページからリンクする形式
。 、 、応する。 的確に対応する。 C:満点×50%未満 により掲載した 消費者 農業者

さらに、消費者、農業 さらに、消費者、農業 生産業者等からの問い合わせ等に
者 生産業者等との肥料 者 生産業者等との肥料 肥料、飼料及び飼料添加物並び ついては、肥料関係８,１３１件、 A、 、 、 、・
飼料及び飼料添加物並び 飼料及び飼料添加物並び に土壌改良資材の分析結果等に 飼料及び飼料添加物関係１,０２２
に土壌改良資材に関する に土壌改良資材に関する ついてのデータベース化 件及び土壌改良資材関係１５３件
リスクコミュニケーショ リスクコミュニケーショ 安全性に係る情報等の積極的な あり、的確に対応した。 A・
ンに資するため、インタ ンに資するため、インタ 提供 さらに、業務運営改善委員会肥
ーネットを活用したメー ーネットを活用したメー 問合せへの的確な対応 飼料部会においてメールマガジン A・
ルマガジンを発行する ルマガジンの発行を検討 インターネットを活用したメー の発行についての検討を行った。 A・
等 必要に応じ 消費者 する また 必要に応じ ルマガジンの発行等、消費者、、 、 、 。 、 、
農業者、生産業者等との 消費者、農業者、生産業 農業者、生産業者等への情報提
意見交換を行う。 者等との意見交換を行 供の実施

う。 消費者、農業者、生産業者等と -・
の意見交換の実施（必要がなか
った場合は、本事項の評価は行
わない ）。

上記の各事項について、各年度
の年度計画において設定されてい
る具体的目標に基づき、以下によ
り評価を行う。
A:計画どおり達成した
B:概ね計画どおり達成した
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C:計画どおり達成できなかった

６ 国際協力 ６ 国際協力 ６ 国際協力 ６ 国際協力６ 国際協力
輸入肥飼料等の品質保 輸入肥飼料の品質保 輸入肥飼料の品質保 輸入肥飼料の品質保全、海外の A○国際協力

全、海外の品質管理技術 全、海外の品質管理技術 全、海外の品質管理技術 【各年度における評価】 品質管理技術の向上等を図るため (2点/2点)、
の向上等を図るため、Ｊ の向上等を図るため、Ｊ の向上等を図るため、Ｊ 指標＝以下に掲げる事項の評価点 ＪＩＣＡ(Japan International Co
ＩＣＡ（Japan Interna ＩＣＡ（Japan Inter- ＩＣＡ(Japan Internati 数の合計 operation Agency：独立行政法人
tional Cooperation Age national Cooperation A onal Cooperation Agenc 国際協力機構）の要請に応じ次に
ncy：独立行政法人国際 gency：独立行政法人国 y：独立行政法人国際協 以下に掲げる事項の評価点数の 掲げるとおり研修生の受入れ及び

。協力機構）等の要請に応 際協力機構）等の要請に 力機構）等の要請に応じ 区分は以下のとおりとする。 海外からの視察の受入れを行った
じ海外からの研修生の受 応じ海外からの研修生の 海外からの研修生の受入 Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 ・海外青年協力隊技術指導派遣者
入れ、海外への職員の派 受入れ、海外への職員の れ、海外への職員の派遣 価：０点 に対する飼料分析等の講義
遣等を行う。 派遣等を行う。 等を行う。 ・オーストラリア政府残留農薬専

また、職員の語学力の A:満点×90%以上 門家 検査状況等視察
向上を図るため、可能な B:満点×50%以上かつ満点× 90% ・韓国国立植物検疫官 ＧＭＯ検
限りＪＩＣＡの主催する 未満 査状況等視察
研修等に職員を参加させ C:満点×50%未満 ・フィリピン農務省バイテク植物
る。 産業局植物貿易官 ＧＭＯ検査

｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち 状況等視察
評価を行う事項数｣×2点 なお、海外への職員の派遣要請

はなかった。
（要請等がなかった場合は、当該 また、ＪＩＣＡの主催する研修
事項の評価は行わない ） 等への参加はしなかった。。

ＪＩＣＡ等の要請に応じた海外 A・
研修生の受入れ
ＪＩＣＡ等の要請に応じた海外 -・
への職員の派遣
必要に応じたＪＩＣＡの研修等 -・
への職員の参加

上記の各事項の評価方法は以下
のとおりとする。
A:計画どおり達成した
B:概ね計画どおり達成した
C:計画どおり達成できなかった

７ その他 ７ その他 ７ その他７ その他
(1) 業務内容の高度化及 (1) 業務内容の高度化及 (1) 職員の検査技術及び検査能力 A○その他
び専門化に対応すると び専門化に対応すると 【各年度における評価】 の向上を図るため、法令や検査 (6点/6点)

。ともに、検査技術及び ともに、検査技術及び 指標＝以下に掲げる事項の評価点 技術に関する研修会を開催した
検査能力の向上を図る 検査能力の向上を図る 数の合計 また、環境省主催の機器分析研
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ため、検査技術に関す ため、検査技術に関す 修への参加や放射線主任者の資
る研修を行う。 る研修会を開催する。 以下に掲げる事項の評価点数の 格取得などを行った。

(2) 職員の検査分析技術 (2) 職員の検査分析技術 区分は以下のとおりとする。
力の維持・向上を図る 力の維持・向上を図る Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評 (2) 職員の検査分析技術力の維持
ため、ＧＬＰ（Good ため、ＧＬＰ(Good 価：０点 ・向上を図るため、次に掲げる
Laboratory Practice Laboratory Practice 事項を実施した。
：優良試験所規範）制 ：優良試験所規範)制 A:満点×90%以上 ア 検査分析について 「肥料試、
度等、検査分析機関と 度 ISO/IEC 17025等 B:満点×50%以上かつ満点× 90% 験品質マニュアル」による品、 、
しての国際基準の考え 検査分析機関としての 未満 質監視システムを整備した。
方の導入に資するた 国際基準の考え方の導 C:満点×50%未満 また、国際基準等の改変に応
め、次に掲げる取組を 入に資するため、次に じた見直しについては、情報
行う。 掲げる取組を行う。 ｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち の収集に努め、平成１８年度
ア 検査分析に関する ア 検査分析に関する 評価を行う事項数｣×2点 は実施しなかった。
品質監視システムを 品質監視システムを イ 外部機関が実施する精度管
整備し、国際基準等 整備し、国際基準等 （要請等がなかった場合は、当該 理分析に次に掲げるとおり参
の改変に応じ、随時 の改変に応じ、随時 事項の評価は行わない ） 加し、結果を基に本部及び地。
見直しを行う。 見直しを行う。 方事務所の評価システム整備

イ 検査所以外の機関 イ 検査所以外の機関 ・検査技術に関する研修会の開催 のための検討資料とした。 A
が行う共同試験への が行う共同試験への 検査分析に関する品質監視シス ・ＦＡＰＡＳ（英国）主催の A・
参加等、外部精度管 参加等、外部精度管 テムの整備及び随時見直し アフラトキシン類
理による本部・地方 理による本部・地方 外部精度管理による本部、地方 ・(財)食品薬品安全センター A・
事務所の評価システ 事務所の評価システ 事務所の評価システムの整備 主催のデオキシニバレノー
ムの整備を実施す ムの整備のための検 ル及びニバレノール
る。 討を行う。 上記の各事項について、各年度 ・(独)農業・食品産業技術総

の年度計画において設定されてい 合研究機構食品総合研究所
る具体的目標に基づき、以下によ 主催の精米中のカドミウム
り評価を行う。
A:計画どおり達成した
B:概ね計画どおり達成した
C:計画どおり達成できなかった

第４ 財務内容の改善に関す 第３ 予算（人件費の見積り 第３ 予算（人件費の見積り 第３ 予算、収支計画及び資金計画 A◎予算（人件費の見積もりを含
る事項 を含む 、収支計画及び を含む 、収支計画及び (2/2。） 。） む 、収支計画及び資金計画。）

資金計画 資金計画 =100%)

評価の対象となる中項目の総数： ２
評価Ｓの中項目数： ０
評価Ａの中項目数： ２
評価Ｂの中項目数： ０
評価Ｃの中項目数： ０
評価Ｄの中項目数： ０

Ｓ及びＡの中項目数の合計： ２



- 71 -

【特記事項】
当該評価を行うに至った経緯、特殊事情等
① 法人からの自己評価をもとに、法人の
中期計画項目である「予算、収支計画及
び資金計画」について評価基準に基づく
評価を行った結果、すべての中項目にお
いてＡ評価となったことから、大項目の
評価はＡ評価とする。

② 随意契約については、基準を国と同水
準に見直すとともに、入札、随意契約等
に関する調達情報及び契約に関する規程

、をホームページ上で公表することにより
契約事務の透明性を確保した上で、経費
の節減に取り組んでいる。

③ 指標を設定して評価したもののほか、
法人から提出された財務諸表等の財務情
報を基に、次のとおり法人の財務内容の
評価を行った。
・本年度から減損会計基準が適用されてお
り、資産の活用状況等を評価した上で、
減損を認識した資産の減損処理が適切に
行われている。

・当期純利益や機会費用を考慮した仮定の
収益・損益等について前年度比較等を行
うとともに、業務実績と予算の執行状況
を総合的に判断し、法人の業務運営が適
正であったと認められる。

適切な業務運営を行う 予算、収支計画及び資 指標＝原則としてＡ評価となった 予算の執行を適切に行い、前年
ことにより、収支の均衡 金計画については、平成 中項目の割合 度に引き続き業務経費、一般管理
を図る。 １９年４月の検査検定３ ただし Ａ評価とした場合には 費の削減に取り組んだ。また、随、 、

法人の統合に向けた検討 各中項目の達成率、その他の要因 意契約の見直し等、契約事務の適
が行われることを踏ま を分析し、必要に応じＳ評価とす 正化について検討し、随意契約限
え、必要な見直しを行う ることができる。また、Ｃ評価と 度額を国の基準額と同額まで引き
ものとする。 した場合、要因を分析し、必要に 下げるよう、関係規程の改正を行

応じＤ評価とすることができる。 った。
なお、中期目標の期間が終了し

A:A及びSの割合90%以上 たものとして運営交付金の精算等
B:Aの割合50%以上90%未満 の処理を行い、当期総利益を計上
(又はC及びD評価がない場合) した。
C:上記のA,B以外の場合
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平成１８年度収入決算額
当該評価を下すに至った経緯、 １,８５３百万円
中期目標や中期計画に記載されて 飼料検定収入等の計画を上回る
いる事項以外の業績等特筆すべき 収入が生じたことにより、収入予
事項を併せて記載する。 算に対し２２百万円の収入増とな

った。

平成１８年度支出決算額
１,６８０百万円
人件費に要する支出が予定を下

回ったこと等により、支出予算に
対し１５２百万円の支出減となっ
た。

A○経費 業務経費及び一般管理費（ ）
節減に係る取組（支出の削減に
ついての具体的方針及び実績
等）

A:取組は十分であった
B:取組はやや不十分であった
C:取組は不十分であった

なお、本指標の評価に当たっ
ては、中期計画に定める「業務
運営の効率 化による経費の抑
制」の評価結果に十分配慮する
ものとする。

A○法人運営における資金の配分状
況
（人件費、業務経費、一般管理費
等法人全体の資金配分方針及び実
績、関連する業務の状況、予算決
定方式等）

A:効果的な資金の配分は十分であ
った
B:効果的な資金の配分はやや不十
分であった
C:効果的な資金の配分は不十分で
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あった

第４ 短期借入金の限度額 第４ 短期借入金の限度額 第４ 短期借入金の限度額 -◎短期借入金の限度額
平成１８年度：２億円 平成１８年度：２億円
平成１９年度～ （想定される理由） （当該年度に係る短期借入金につ 短期借入金の借入は生じなかっ
平成２２年度：２億円 運営費交付金の受入れ いて借入に至った理由、使途、金 た。
（検査検定３法人の合 が遅延 額、金利、手続、返済の状況と見
計額：１０億円） 公務災害及び通勤災害 込み）

（想定される理由） が発生した場合の災害補 【特記事項】
運営費交付金の受入 償費の借入れ （借入がなかった場合は、本項目 短期借入金の借入は生じなかったため、

れが遅延 の評価は行わない ） 評価の対象外。。
公務災害及び通勤災

害が発生した場合の災 A:借入に至った理由等は適切であ
害補償費の借入れ った

B:借入に至った理由等はやや不適
切であった
C:借入に至った理由等は不適切で
あった

当該評価を下すに至った経緯、
中期目標や中期計画に記載されて
いる事項以外の業績等特筆すべき
事項を併せて記載する。

第５ 重要な財産を譲渡し、 第５ 重要な財産を譲渡し、 第５ 重要な財産を譲渡し、又は担保 -◎重要な財産を譲渡し、又は担保
又は担保に供しようとす 又は担保に供しようとす に供しようとするときは、その計に供しようとするときは、その
るときは、その計画 るときは、その計画 画計画
なし なし （重要な財産の譲渡又は担保に関

する計画について、譲渡等を行う
目的及び譲渡等により得た資金の 重要な財産の譲渡及び担保に供
使途） する事案はなかった。

（当該計画がなかった場合は、本
項目の評価は行わない ） 【特記事項】。

重要な財産の譲渡及び担保に供する事案
A:計画どおり実行した はなかったため、評価の対象外。
B:概ね計画どおり実行した
C:計画どおり実行できなかった

第５ その他業務運営に関す 第６ 剰余金の使途 第６ 剰余金の使途 第６ 剰余金の使途 A◎剰余金の使途
る重要事項 検査検定業務に係る業 検査検定業務に係る業
１ 業務内容の高度化及び 務運営の効率化及び業務 務運営の効率化及び業務 （当該年度に係る剰余金の使途に
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専門化に対応するととも の質の向上を図るための の質の向上を図るための ついて、中期計画に定めた使途に
に、分析技術及び分析能 分析機器の購入の経費に 分析機器の購入の経費に 充てた場合、当該事業年度に得ら 【特記事項】
力の向上を図るため、分 充当する。 充当する。 れた成果） 当該評価を行うに至った経緯、特殊事情等
析技術に関する研修を行 ① 法人からの自己評価をもとに、法人の
う。 A:得られた成果は十分であった 中期計画項目である「剰余金の使途」に

２ 職員の検査分析能力の B:得られた成果はやや不十分であ ついて評価基準に基づく評価を行った結
維持・向上を図るため、 った 果、大項目の評価はＡ評価とする。
ＧＬＰ(Good Laboratory C:得られた成果は不十分であった ② 平成１９年４月の独立行政法人農林水
Practice：優良試験所 産消費技術センター及び独立行政法人農
規範)制度等、検査分析 当該評価を下すに至った経緯、 薬検査所との統合に伴い、肥飼料検査所
機関としての国際基準の 中期目標や中期計画に記載されて の第２期中期目標の期間が終了したもの

として、運営費交付金の精算等の処理を
行い、当期総利益として生じた１７４百
万円について、全額積立金として計上さ
れていた。

考え方の導入に努める。 いる事項以外の業績等特筆すべき
事項を併せて記載する。 中期目標の期間が終了したもの

として運営費交付金の精算等の処
中期計画に定めた剰余金 理を行った結果、当期総利益とし

の使途に充てた年度のみ評 て、１７４百万円を生じ、全額を
価を行う。 積立金として計上した。

第７ その他 第７ その他 第７ その他主務省令で定める業 A◎その他主務省令で定める業務運
主務省令で定める業務 主務省令で定める業務 務運営に関する事項 (3/3営に関する事項
運営に関する事項 運営に関する事項 指標＝原則としてＡ評価とな =100%)
以下の事項について った中項目の割合

は、平成１９年４月の検 評価の対象となる中項目の総数： ３
査検定３法人の統合に向 A:A及びSの割合90%以上 評価Ｓの中項目数： ０
けて検討が行われること B:Aの割合50%以上90%未満 評価Ａの中項目数： ３
を踏まえ、必要な見直し （又はC及びD評価がない場合） 評価Ｂの中項目数： ０
を行うものとする。 C:上記のA，B以外の場合 評価Ｃの中項目数： ０

評価Ｄの中項目数： ０
当該評価を下すに至った経緯、 Ｓ及びＡの中項目数の合計： ３
中期目標や中期計画に記載されて
いる事項以外の業績等特筆すべき 【特記事項】
事項を併せて記載する。 当該評価を行うに至った経緯、特殊事情等

① 法人からの自己評価をもとに、法人の
中期計画項目である「1 施設及び設備に
関する計画 「2 職員の人事に関する計」、
」 「 」画 及び 3 積立金の処分に関する事項
について評価基準に基づく評価を行った
結果、すべての中項目においてＡ評価と
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なったことから、大項目の評価はＡ評価
とする。

② 業務内容の高度化及び専門化に対応す
るため、検査技術及び検査能力の向上を
図るための研修の実施と外部機関主催の
分析機器研修への積極的な参加がなされ
ていた。

１ 施設及び整備に関する １ 施設及び整備に関する １ 施設及び整備に関する計画 A○施設及び設備に関する計画
計画 計画
業務の適切かつ効率的 業務の適切かつ効率的 （中期計画に定められている施設 平成１８年度施設整備費補助金

な実施の確保のため、業 な実施の確保のため、業 及び設備についての当該事業年度 決算額 ３０百万円
務実施上の必要性及び既 務実施上の必要性及び既 における改修・整備前後の業務運
存の施設・設備の老朽化 存の施設・設備の老朽化 営の改善の効果） 札幌事務所のドラフトチャンバ
等に伴う施設及び設備の 等に伴う施設及び設備の ー等改修工事を計画に従い実施し
整備・改修等を計画的に 整備・改修等を計画的に A:改善の効果は十分であった た。
行う。 行う。 B:改善の効果はやや不十分であっ

た
C:改善の効果は不十分であった

２ 職員の人事に関する計 ２ 職員の人事に関する計 ２ 職員の人事に関する計画 A○職員の人事に関する計画（人員
画（人員及び人件費の効 画（人員及び人件費の効 (6点/6点)及び人件費の効率化に関する目

標を含む ）率化に関する目標を含 率化に関する目標を含 。
む ） む ） 【各年度における評価】。 。

指標＝各小項目の評価点数の
合計

各事項の評価点数の区分は以下
のとおりとする。
Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評
価：０点

A:満点×90%以上
B:満点×50%以上かつ満点× 90%
未満
C:満点×50%未満

｢満点｣=｢以下に掲げる小項目のう
ち評価を行う事項数｣×2点

(1) 方針 (1) 方針 (1) 方針 A◇職員の人事に関する方針
組織の再編統合の検 組織の再編統合の検 【各年度における評価】 検査３法人統合準備委員会の
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討及び円滑な再編を実 討及び円滑な再編を実 指標＝適正な人員配置 もと、３法人の担当者が共同で
施するための検査検定 施するための検査検定 作業を行うため、統合準備作業
３法人を横断した体制 ３法人を横断した体制 A:計画どおり順調に実施された 室を設置し、統合事務の円滑か
整備を念頭に入れつ 整備を念頭に入れつ B:概ね計画どおり順調に実施され つ効率的な実施を図った。
つ、業務の適切かつ効 つ、業務の適切かつ効 た
率的な実施の確保のた 率的な実施の確保のた C:計画どおり実施されなかった
めの適正な人員配置を めの適正な人員配置を
行う。 行う。

(2) 人員に関する指標 (2) 人員に関する指標 (2) 人員に関する指標 A◇人員に関する指標
「行政改革の重要方 業務の効率化を図 【各年度における評価】 ア 平成１８年度末常勤職員数 (4点/4点)

針」を踏まえ、今後５ り、人員を削減するこ 指標＝以下に掲げる事項の評価点 １４５人
年間において、検査検 とにより人件費（退職 数の合計
定３法人全体の人件費 金及び福利厚生費（法 平成１８年度決算における

、（退職金及び福利厚生 定福利費及び法定外福 各事項の評価点数の区分は以下 人件費は９８６百万円であり
費（法定福利費及び法 利費）並びに非常勤職 のとおりとする。 対前年度比で３．８％の削減
定外福利費）並びに非 員給与を除く。また、 を図った。
常勤職員給与及び人事 人事院勧告を踏まえた Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評
院勧告を踏まえた給与 給与改定部分を除く 価：０点 平成１８年度決算額。）
改定部分を除く ）に について、本年度は１ （平成１７年度決算額）。
ついて５％以上の削減 ％以上の削減を行う。 A:満点×90%以上
を行う。以上に加え、 B:満点×50%以上かつ満点× 90% ①人件費総額
検査検定３法人の統合 未満 １,１６７
後においては、法人全 C:満点×50%未満 (１,３３６)百万円
体として、管理部門等 ②うち退職金及び福利厚生費
の効率化、検査検定等 ｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち １８１
業務の重点化及び効率 評価を行う事項数｣×2点 ( ３１１)百万円
化を行い、統合メリッ ②うち給与改定部分
トを発揮することによ ・対１７年度比で人件費を１％以 ０ A
り、更なる人件費の削 上削減 ( ０)百万円
減を行う。 ④人件費 （①－②－③)
また、国家公務員の 上記の事項について、年度計画 ９８６

給与構造改革に合わ において設定されている具体的目 (１,０２５)百万円
せ、人事院勧告を踏ま 標に基づき達成度を評価すること ⑤対前年度決算比
えて、役職員の給与に とし、その評価方法は以下のとお ９８６百万円
ついて必要な見直しを りとする。 ／１,０２５百万円
進める。 ≒９６.２０６％

A:達成度合100%以上
、 、B:達成度合70%以上100%未満 また 人事院勧告を踏まえ

C:達成度合70%未満 役職員の給与の見直しを行っ
た（俸給表の変更、昇級制度

・役職員の給与についての見直し の改正、地域手当の新設、勤 A
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（国家公務員の給与構造改革の情 勉手当の変更 。）
勢等を踏まえ、見直しが必要でな
かった場合は当該項目を評価しな
い ）。

上記の事項について、年度計画
において設定されている具体的目
標に基づき達成度を評価すること
とし、その評価方法は以下のとお
りとする。

A:必要な見直しを順調に進めた
B:概ね必要な見直しを順調に進め
た
C:必要な見直しを進めなかった

(3) その他 人材の確保 (3)その他、人材の確保、 (3) その他、人材の確保、人材の A、 、 ◇その他人材の確保、人材の養成
人材の養成等について 人材の養成等について 【各年度における評価】 養成等についての検討 (6点/6点)
の計画 の計画 指標＝以下に掲げる事項の評価点

数の区分は以下のとおりとす
る。

以下に掲げる事項の評価点数の
合計
Ａ評価：２点､Ｂ評価：１点､Ｃ評
価：０点

A:満点×90%以上
B:満点×50%以上かつ満点×v90%
未満
C:満点×50%未満

｢満点｣=｢以下に掲げる事項のうち
評価を行う事項数｣×2点

ア 人事院主催の国家 ア 人事院主催の国家 ・国家公務員試験合格者名簿から ア 人事院主催の国家公務員採 A
公務員採用試験合格 公務員採用試験合格 の職員の任用 用試験合格者名簿から５名(う
者名簿から、職員を 者名簿から、職員を ・職員の資質の向上を図るため ち女性２名)採用するととも A
任用するとともに、 任用するとともに、 の、国等が行う研修への職員の に、国等が行う研修について
国等が行う研修への 国等が行う研修への 参加及び国の機関等との人事交 一般研修１２名、技術研修２６
職員の参加及び国の 職員の参加及び国の 流の実施 名参加した。
機関等との人事交流 機関等との人事交流 ・検査技術及び検査能力の向上を また、農林水産省等他機関 A
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により、職員の資質 により、職員の資質 図るための、検査技術に関する との人事交流を実施した。(転
向上を図る。 向上を図る。 研修の実施 出２０名、転入１５名)

イ 業務内容の高度化 イ 業務内容の高度化 イ 業務内容の高度化及び専門
及び専門化に対応す 及び専門化に対応す 上記の各事項について、各年度 化に対応するとともに、検査
るとともに、検査技 るとともに、検査技 の年度計画において設定されてい 技術及び検査能力の向上を図
術及び検査能力の向 術及び検査能力の向 る具体的目標に基づき達成度を評 るため、検査技術に関する研
上を図るため、検査 上を図るため、検査 価することとし、その評価方法は 修を行った。
技術に関する研修を 技術に関する研修を 以下のとおりとする。 また 「原子吸光分光光度法、
行う。 行う。 ／ＩＣＰ質量分析法基礎と実

A:計画どおり順調に実施された 際」研修に２８名参加した。
B:概ね計画どおり順調に実施され
た
C:計画どおり実施されなかった

３ 積立金の処分に関する ３ 積立金の処分に関する ３ 積立金の処分に関する事項 A○積立金の処分に関する事項
事項 事項 【各年度における評価】 前期中期目標期間中の繰越積
前期中期目標期間中の 前期中期目標期間中の 指標＝前期中期目標期間中の繰越 立金は、計画に基づき前期中期
繰越積立金は、前期中期 繰越積立金は、前期中期 積立金の当期繰越の有形固定 目標期間中に自己収入財源で取
目標期間中に自己収入財 目標期間中に自己収入財 資産の減価償却等に要する費 得し、当期へ繰り越した有形固
源で取得し、当期へ繰り 源で取得し、当期へ繰り 用への充当 定資産の減価償却等に要する費
越した有形固定資産の減 越した有形固定資産の減 用に充当した。
価償却等に要する費用に 価償却等に要する費用に A:計画どおり順調に実施された
充当する。 充当する。 B:概ね計画どおり順調に実施され 繰越積立金の取崩し額

た １１百万円
C:計画どおり実施されなかった

(別紙)
中期目標・中期計画に定められていない、緊急時等の理由による農林水産省からの指示・要請に基づく業務
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(別紙)
中期目標・中期計画に定められていない、緊急時等の理由による農林水産省からの指示・要請に基づく業務

農林水産省からの指示・要請に基づく業務 事業年度報告

１ 緊急検査等
(１) 肥料生産事業場への緊急立入検査を行う。 (１) 有害成分違反発生に伴う原因究明のために肥料生産事業場２件及び牛海綿状

脳症の発生に伴う汚泥肥料生産事業場２件への緊急立入検査を実施し、報告し
た。

(２) 輸入乾牧草中の除草剤（ブロモキシニル）の分析を行う。 (２) 輸入乾牧草から農薬であるブロモキシニルが高濃度に検出されたことから、
立入調査を実施し、採取した輸入乾牧草等１９点について同農薬の分析を実施
し、報告した。

(３) 魚粉及び魚粉を原料とする飼料のマラカイトグリーン及びロイコマ (３) 農林水産省が実施したマラカイトグリーン及びロイコマラカイトグリーンの
ラカイトグリーンの分析を行う。 養魚用飼料等への混入調査の結果を受け、飼料の安全性を確保するため、魚粉

製造事業場、養魚用飼料製造事業場等に緊急立入検査を実施するとともに、収
去した飼料１００点について分析を実施し、報告した。

２ 調査研究
(１) 水産練り製品等中の動物由来たん白質・ＤＮＡについて、現行ＥＬ (１) 水産練り製品等中の牛及び家きん由来たん白質について、現行ＥＬＩＳＡ法

ＩＳＡ法及びＰＣＲ法により調査を行う。 及びＰＣＲ法により調査を実施し、その結果をとりまとめ、報告した。

３ 調査
(１) 日本向けに輸出される肥料の製造施設の調査を行う。 (１) 派遣要請に基づき、職員を韓国及び台湾に派遣して、日本向けに輸出される

蒸製皮革粉の製造施設の調査を実施し、報告した。

４ その他
(１) 組換えＤＮＡ技術応用飼料の安全性確認の申請に係る提出資料等の (１) 開発業者から提出された遺伝子組換え体とうもろこし６２７５系統等４系統

事前確認を行う。 に関する安全性確認に係る提出資料等の事前確認を実施し、報告した。
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［総合評価］

評価に当たっての考え方 評価結果及びその要因等

上記各項目ごとの評価を踏まえつつ、 １ 当該評価を行うに至った経緯、特殊事情等
・当該評価を行うに至った経緯や特殊事情 ① 法人からの自己評価及び「独立行政法人の中期目標期間終了時の見直し及び業務実績評価に関する当面の
・中期目標や中期計画に記載されている事項以外の業 取組方針 （平成１９年７月１１日政策評価・独立行政法人評価委員会決定）において重点的に評価を行う」

、 、 、績その他の特筆すべき事項 こととされている事項について評価を行った結果 すべての中項目がＡ評価となったこと 法人の業務実績
等も総合的に勘案して、原則として次の３段階評価によ 達成度合及び対応状況等を総合的に勘案して、総合評価はＡ評価とする。
り行うものとする。 なお、中項目の評価を行うに当たっては、各小項目の達成状況及びその他の要因を分析した結果、Ｓ評価

とする項目はなかった。
A:計画どおり業務を達成した ② 平成１９年４月の独立行政法人農林水産消費技術センター及び独立行政法人農薬検査所との統合に向け、
B:概ね計画どおり業務を達成した ３法人合同の「検査３法人統合準備委員会」を設置するなど円滑な統合及び統合メリットを発揮するための
C:計画どおり業務を達成できなかった 努力が認められる。

２．Ｓ評価となった項目について
ただし、総合的に勘案し、必要に応じてＳ評価とする 「飼料及び飼料添加物、有害物質のモニタリング検査業務」について

ことができる。また、Ｃ評価とした場合には、要因を分 飼料中の農薬分析法開発により包括的に迅速な分析に取り組み適切な精度管理の下で飼料中の残留農薬を中
析し、必要に応じＤ評価とすることができる。 心として、有害物質の基準適合検査においては、目標の２５,０００点を大幅に上回る５９,４７９点の分析を

行い、これにより飼料及び飼料添加物、有害物質のモニタリング検査点数は検査職員１名あたり目標とする試
なお、必要がある場合には、業務の適正化を図るため 験点数１,０００点を大幅に上回る２,５８６点の実績を残したこと。また、輸入飼料のモニタリング検査につ

に講ずべき措置等も併せて記載するものとする。 いても、開発した分析法により効率的かつ効果的に実施し、さらに事務処理の合理化にも取り組み迅速な水際
検査を可能とするなど、飼料の安全性確保に寄与したことは評価できる。
３．法人が行う事務・事業及び組織形態について
肥飼料検査所及び平成１９年４月に３法人が統合した農林水産消費安全技術センターが行う検査等の事務・
事業は、フードチェーン全体を通じ、食の安全等に寄与するものであり、当該事務・事業の類似業務を行う他
の独立行政法人等は存在しないことから、今後とも当該法人が行政との密接な連携の下で、特定独立行政法人
として直接行うことが必要であり、事務・事業及び法人の組織形態を変更する必要はないと考える。
なお、法人が行う業務については、業務の性格上、官民競争入札は困難であるが、専門技術的知見の必要性
の低い業務については、業務の効率化、コスト削減を図る観点からアウトソーシングを実施するなどの取り組
みが行われいるところである。
４．内部統制について
業務の運営に当たっては有効性及び効率化について、肥料、飼料及び飼料添加物並びに土壌改良資材の業務
において高める努力がされており、業務に関わる法令を遵守するために職員による法令研修の取り組みも実施
されている。

、 、 、 、また 会計内部監査実施規則に基づき 内部監査を実施しており 財務諸表についても監事の意見書を添え
、 、 、信頼性の向上に努めているが さらに組織内のすべての者が内部統制強化の必要性を理解し 実践できるよう

理事長の下、今後とも内部統制の趣旨を踏まえた的確な業務運営が期待される。


